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援助の潮流がわかる本
－今、援助で何が焦点となっているのか－

2003年9月

国 際 協 力 事 業 団
国際協力総合研修所
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序　　文

近年の援助は、貧困削減戦略ペーパー（PRSP）やミレニアム開発目標

（MDGs）に代表されるように、貧困削減を１つの大きな開発目標として途

上国や先進国の官民合わせた多様な開発関係者が協調して包括的に取り組ん

でいくという傾向にあります。貧困削減というセクターを超えた大きな目標

を達成するための効果的・効率的な援助戦略・アプローチが盛んに議論され

ており、それが開発援助の方向性に大きな影響を与えています。このような

中で、国際的な開発援助の議論を理解し、開発協力に取り組んでいくために

は、近年の援助戦略・アプローチの背景や概要を把握し、主体的かつ的確に

対応していくことが求められています。

貧困問題の主流化、関係者の多様化、援助協調重視といった近年の援助動

向に大きな影響を与えている背景としては冷戦構造の終焉や構造調整の失

敗、「人間開発」への関心の高まり、グローバリゼーションの急速な進展な

どがあります。また、2001年９月11日の米国同時多発テロも援助の動向に大

きな影響を与え、これを契機に貧困とテロとの関係や平和構築の重要性に対

する関心が高まり、減少傾向にあった援助額が欧米諸国においては増額の方

向に転換しました。

本報告書はこのような近年の時代背景や援助動向を分析し、最近の援助戦

略・アプローチの動向と特徴、課題を分かりやすく整理することを目的とし

てまとめたものです。報告書ではまず、近年の開発を巡る国際的な議論の動

向をレビューし、貧困削減を大目標として包括的な援助戦略と効率的な援助

手法が求められてきている状況を解説し、このような状況の下でわが国が取

り組むべき課題として貧困に関する援助戦略の検討（貧困削減と成長や貿

易・投資との関係、平和構築）、援助効果を高めるアプローチの検討（能力

開発、セレクティビティ（選択的援助）、適切な援助モダリティ、オーナー

シップ・パートナーシップ・アカウンタビリティの関係整理）、日本の経験

とリソースの活用（経験の体系化、市民参加）を挙げています。

また、報告書では、全てのセクターに関わってくる開発経済、政治・行政、

社会開発のそれぞれの分野について、援助戦略・アプローチの変遷や最近の

動向、特に注目すべき戦略・アプローチの概説を行っています。具体的には、



開発経済では貧困削減に資する成長戦略（Pro-poor growth）とグローバリ

ゼーションを取り上げ、政治・行政では途上国の公共部門改革と援助の選択

性（セレクティビティ）に焦点を当てています。また、社会開発については

参加・エンパワメントと持続的な生計（Sustainable Livelihoods）の概念と

アプローチについて検討しています。

本報告書が援助戦略・アプローチの動向を理解し、効果的な援助を実施し

ていく上での参考になれば幸いです。

2003年９月

国 際 協 力 事 業 団

国際協力総合研修所

所長　金丸　守正
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開発援助用語

用語・略語 概　　要

用語・略語解説

BHN

Basic Human Needs：人間の基本的なニーズ。第二次世界大戦後の復
興に向けた援助の中から生まれた「生活水準」に関する議論にその基礎
を置く考え方で、具体的には、「私的消費のために世帯が最低限必要と
する一定量の衣食住と設備」や「広義の地域社会により、その構成員の
ために提供され共同消費される基本的サービス（安全な水、衛生、公共
輸送、保健教育・文化施設等）」を指す。

CDD

Community-Driven Development：コミュニティ主導による開発。近年、
世界銀行により推進されているアプローチで、開発行為に関する意思決
定とそのための資源管理を、信頼性があり排他的でない地域社会組織

（Community-Based Organization: CBO）に委ねるという考え方である。
これは、市場や国家が運営する活動を草の根レベルで補完するアプロー
チであり、末端住民のニーズによりよく対応することができるため、貧
困削減効果を高め、事業の持続可能性を強化すると同時に、貧困層のエ
ンパワメント＊促進につながるものと位置付けられている。

CDF

Comprehensive Development Framework：包括的な開発フレームワー
ク。世界銀行総裁ウォルフェンソンが1998年秋に、開発はそれぞれの国
が自らオーナーシップを持ち「参加する」枠組みによって、より包括的
なアプローチで実施されるべきと提唱し、これが「包括的な開発フレー
ムワーク」としてまとめられた。基本概念は以下のとおり。①開発の当
該国自身が開発アジェンダを作成し、オーナーシップを持つことが基本
であり、これには世界銀行や他のパートナーも作成に参加、②政府、援
助供与国・機関、市民社会、民間部門及びその他の開発関係者との強力
なパートナーシップの構築を重視、③CDFは、基本的にプロセスであ
り、より大きな開発効果を達成するためのツール、④マクロ経済的な基
盤の重要性を認めるとともに、強力な市場経済の制度的、構造的及び社
会的な基盤も同じように重視する、包括的なアプローチの採用。

DAC新開発戦略

1996年のDAC上級会合で採択された21世紀に向けた長期的な開発戦略
「21世紀に向けて：開発協力を通じた貢献（Shaping the 21st Century:
The Contribution of Development Co-operation）」の通称。新開発戦略
の３つの重点事項は、①オーナーシップとパートナーシップの重視、②
包括的アプローチと個別的アプローチの追求、③具体的な開発目標の設
置（2015年までに貧困人口の半減等）となっており、社会的インフラへ
の支出割合を増加させ、援助国の実施体制の合理化、分権化を推進する
ことを謳っている。

ESAF
Extended Structural Adjustment Facility：IMF＊の拡大構造調整ファシリ
ティ。
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用語・略語 概　　要用語・略語 概　　要

LICUS

Low-Income Countries under Stress：逼迫した低所得国／問題に直面す
る低所得国。世界銀行による用語。ガバナンス、政策、制度が不適切と
判断され、従来の方法では経済援助を受けることができない国々を指す。
世界銀行は、LICUSに関して、当面の優先目標を国内のガバナンスの能
力を構築することと、貧困層に不可欠なサービスを迅速に提供すること
の２つに限定し、ほかの目標は保留するべきであるとしている。また
LICUSはガバナンス、政策、制度が整っていないので財政支援が効果的
に機能しないという指摘もある。

MCA

Millennium Challenge Account：ミレニアム・チャレンジ・アカウント。
2002年３月に途上国の経済成長による貧困削減を目的に米国が創設を表
明したもの。モンテレイ国連開発資金国際会議＊で表明した開発援助増
額分の拠出先であり、３年間で50億ドル（50％増加）が拠出される。法
の遵守、腐敗の根絶、人権尊重、政治の自由などにより表される「公正
なガバナンス」、健康と教育を通じた「自国民への投資」、市場の開放や
企業支援などによる「経済的自由の促進」の3点を推進する国を対象に
支援を行う。

MCC
Millennium Challenge Corporation：ミレニアム・チャレンジ・コーポレ
ーション。MCA＊を運営する組織。

NEPAD

New Partnership for Africa’s Development：アフリカ開発のための新パ
ートナーシップ。先進国からの援助に依存する従来の体質を見直しアフ
リカ諸国のリーダーのイニシアティブにより開発に対する自助努力と自
己責任を基本とした改革理念。平和、民主主義、人権、グッド・ガバナ
ンス、健全な経済運営などを重視し、2015年ごろまでに経済成長率を
７％まで引き上げることを目標としている。

GOVNET

DAC Network on Good Governance and Capacity Development：グッ
ド・ガバナンスと能力開発ネットワーク。2001年５月に第１回会合が開
催された、OECD/DACのネットワーク。開発協力上、重要さを増す

「グッド・ガバナンス」と｢能力開発｣の概念整理・実施の検討を行い、
各ドナーの取り組みに関する知識や経験を共有する場として設置されて
いる。具体的な活動分野は、①反汚職、②能力開発（技術協力改革）、
③公共部門改革、④困難なパートナーシップ、⑤ガバナンス指標・評価
指標、である。

HIPCs Heavily Indebted Poor Countries：重債務貧困国。

HIPCイニシアティブ

1996年に世界銀行・IMF*により提唱され、各国政府によって合意され
た重債務貧困国を対象とした債務救済計画。一定の条件を満たした貧困
国の厳しい債務負担を持続可能な水準に引き下げることを目的とする。
これにより、貧困国は持続可能な成長を達成し、貧困を緩和するための
政策と制度づくりに取り組むことが可能になることが期待されている。

IDGs International Development Goals：国際開発目標。
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用語・略語 概　　要用語・略語 概　　要

S & D Special and Differential Treatment：特別かつ異なる待遇。

PRSC Poverty Reduction Support Credit：世界銀行の貧困削減支援融資。

PRSP

Poverty Reduction Strategy Paper：貧困削減戦略ペーパー。貧困削減
に焦点を当てた重点開発課題とその対策を包括的に記載した３年間の経
済・社会開発計画。1999年の世界銀行・国際通貨基金合同総会において、
重債務国イニシアティブの適用及び国際開発協会（International
Development Association：IDA）融資の判断材料として、途上国政府
に対してその策定を求めることが決定された。当該国政府のオーナーシ
ップのもと、ドナーやNGO、市民や民間部門の代表等を含む幅広い関
係者の参画を得て作成される。

PSM Public Sector Management：公共部門管理。

RRA Rapid Rural Appraisal：簡易農村調査。

SAL/SAC Structural Adjustment Loan/Credit：構造調整貸付／融資。

NIES Newly Industrializing Economies：新興工業経済地域。

Poor Performer
LICUS*と同じく、ガバナンスなどに問題があり、援助効果が表れにく
いと思われるため、援助対象から外されがちな国。OECD/DACによる
用語。

PRA

Participatory Rural Appraisal：参加型農村調査。1970年代以降、簡便、
経済的かつ効果的な農村実態の分析手法として開発され、実践を通じて
発展した農村調査法。以前より、大規模な社会経済調査や参与観察によ
る社会・人類学的調査が実施されていたが、簡易農村調査ではそれらを
大幅に簡素化し、住民とのコミュニケーションを重視した手法・技法を
多用している。なお、簡易農村調査が、外部の研究者からの一方的な対
象の分析であるという点を改善し、地域住民の調査のパートナーとして
の参加を促進することによって、調査の効果・効率を高めたのが参加型
農村調査の手法である。代表的な技法としてマッピング（Mapping）に
よる視覚化、ランク付け（Ranking）、対象グループインタビュー

（Target Group Interview）やワークショップ（Workshop）などがあ
る。

PRGF
Poverty Reduction and Growth Facility：IMF＊の貧困削減・成長ファシ
リティ。

Pro-poor growth 貧困削減に寄与するような経済成長。

NIEO New International Economic Order：新国際経済秩序。
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用語・略語 概　　要用語・略語 概　　要

VFM

Value for Money：「最小のコストで最大の価値のあるサービスを提供
する」という考え方で、英国のサッチャー政権で進められた行財政改革
の目標を指す言葉として用いられたのが最初である。VFMを達成する
ためには、①経済性（Economy）、②効率性（Efficiency）、③有効性

（Effectiveness）の３つの視点に留意して行政サービスの提供に努める
必要があり、この３つの視点の頭文字がEであることから、「3E」と呼
ばれる。なおVFMの達成状況を監査することをValue-for-Money監査と
いう。

WID

Women in Development：開発と女性。社会・経済開発を進めるにあた
って、女性の役割を正しく評価し、開発の受益者というだけでなく、重
要な開発の担い手であることを認識し、開発のすべての段階への女性の
積極的な参加を確保することに配慮した開発援助を進めること。

WSSD

World Summit on Sustainable Development：持続可能な開発に関する
世界首脳会議。2002年８月から９月にかけて南アフリカ共和国ヨハネス
ブルクにて開催された。1992年の国連環境開発会議で合意された「アジ
ェンダ21」の更なる実施のための方策や、同会議以降世界が新たに直面
している課題につき討議することを目的としたもの。これらへの対応を
明記した「実施計画」及び世界首脳の決意を示す「持続可能な開発に関
するヨハネスブルク宣言」（政治宣言）が採択された。

WTOドーハ閣僚会
議

2001年11月にカタール国ドーハで開催された第４回WTO＊閣僚会議。
「閣僚宣言」、「知的所有権（TRIPS＊）協定と公衆衛生に関する宣言」
及び「実施」に関する決定が同時に採択された。

SPA

Strategic Partnership with Africa：アフリカとの戦略的パートナーシッ
プ。累積債務に苦しむサブサハラ・アフリカの低所得国の構造調整努力
を支援するため、世界銀行のイニシアティブにより1987年12月に創設さ
れた多国間援助機関と二国間援助機関とで構成された特別の援助枠組
み。当初はSpecial Program of Assistance for Africaという名称で開始
され、構造調整への資金動員を目標としたが、2000年から現在の名称に
なり、財政支援を含めた幅広い援助様式（モダリティ）の議論の場とな
っている。

TRIPs
Trade-Related Aspects of Intellectual Property Rights：知的所有権の貿
易関連の側面。

VAT Value-Added Tax：付加価値税。

SL

Sustainable Livelihoods：持続的な生計。人間生活の手段として必要と
される能力、資産、活動のすべてを含む人間の「生計（暮らし）」のあ
り方が、不測の事態に対応し、潜在的能力や資産を維持・強化しつつ、
次世代や他者の生計を損なうことなく営まれていく状態を指す。人間の
生活がさまざまな要素の相互関係によって構成されるという認識に立つ

「生計」論と、環境保全の観点から発展した「持続可能性」の概念を基
礎として構築された考え方。
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用語・略語 概　　要用語・略語 概　　要

援助モダリティ

Aid Modality：援助方式のこと。構造調整プログラム及びプロジェクト
型援助等の1980年代に実施された援助方式から、1990年代に入ってプロ
グラム型援助・財政支援等の新しい援助方式の導入が進む際に、援助方
式に関してさまざまな議論が行われるようになったが、それ以降のもの
を特に新規援助モダリティと呼ぶようになった。

ウルグアイ･ラウンド

Uruguay Round：７年越しの交渉を経たのち、1995年７月に発効した多
角的貿易交渉（MTN: Multi National Trade Negotiations）。それまでの
７回にわたるMTNでは関税率の大幅引き下げや非関税措置で合意した
が、その後輸出自主規制やダンピング防止の乱用など保護主義が台頭し
たため、1986年９月、96ヵ国が参加してウルグアイのプンタデルエステ
で交渉の開始が宣言された。21世紀に向けて新しい世界貿易のルールづ
くりを目指したもので、それまでの貿易交渉では触れられなかったサー
ビス、知的所有権、貿易関連投資措置の３分野が新たに加わったのが最
大の特徴。農業分野では輸入制限などの保護措置を原則として関税化す
るとともに、補助金も削減することが定められた。

エージェンシー

Agency：政府の各省庁の企画部門と実施部門を切り離し、実施部門に
対し業務目標を明確にし、自立的な組織運営が可能になるような仕組み
のこと。具体的には英国のサッチャー政権時に導入された「エージェン
シー制度」が有名である。日本の独立行政法人もこの考え方を参考にし
ているが、より進んだ面も持っている。例えば、英国のエージェンシー
は国の機関の一部であるが、日本の独立行政法人の場合、国と切り離し
たものとなっており、それだけ自立性が高くなっている。

援助資金の予測性

サブサハラ・アフリカ諸国などでは開発事業の多くの部分が援助国によ
る開発プロジェクトによって実施されることが多い。従来、各援助国は
開発プロジェクトの資金見通しを示さず、途上国は自国開発プロジェク
ト進展の全容を把握できなかった。この状況は途上国が自ら自国の開発
に取り組むオーナーシップを欠如させる一因とされた。途上国が開発プ
ロジェクトの状況のみならず、途上国予算上でも自国で実施される開発
事業全体を把握する重要性が認識されるようになり、援助資金の情報が
途上国予算上に記される財政支援の導入とそれに伴う援助資金の予測性
の向上の双方が求められるようになっている。ただし、日本も含め援助
国の中には自国の公会計システムが単年度主義を採用しているため、数
年先の支出見込みを提示することに困難がある国もある。

アカウンタビリティ
Accountability：説明責任。開発援助、国際協力の活動・事業について
は、これを円滑に運営し、内容、財務、決定理由などについて、国民及
び相手国の人々に、必要十分で正確な説明を行う責任があること。

イヤーマーク Earmark：資金を特定の使途に用いること。

国際金融システムの
アーキテクチャー

Architecture of the International Financial System：政府、企業、個人な
どが経済活動や金融活動を行う際に用いる各種制度や市場及びその慣
行。
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家計調査
国民の家計支出の実体を簿記的な正確さで客観的に把握することを目的
とした調査。すなわち、家計の収支内訳／バランスの調査。

環境と開発に関する
世界委員会

World Commission on Environment and Development：日本政府の提案
により1984年に国連に設置。議長はノルウェーのグロ・ハレム・ブルン
トラント（任命当時同国野党「労働党」党首、その後首相）。ブルント
ラント委員会とも呼ばれる。

間接投資
Indirect Investment：民間企業及び公共機関が発行した株式、債権、預
金証書、手形に対する海外（個人、企業、年金基金などの投資機関）か
らの経営参加を目的としない金融投資を指す。

金融抑圧論
金融市場への政府介入は金融市場を抑圧し、金融の役割を阻害するとし、
金融自由化により市場の機能が改善し、経済全体の投資効率が改善する
という考え方。

クズネッツの逆U字
仮説

Kuznets’ Inverted-U Hypothesis：クズネッツが提唱したもので、経済発
展の初期段階では経済成長が所得分布の不平等化をもたらすが、さらに
経済発展が続くとある時点から所得分布は平等化に転じるという経験的
事実に基づく仮説。

エンパワメント

Empowerment：人間が自らの生に関する選択を拡大させるために、社
会・経済・政治的な地位や影響力、組織的能力などを含む広義の「力

（Power）」を獲得すること。個々人の資質・能力そのものの向上のみな
らず、むしろその資質を発揮できるような社会・経済・政治・組織的環
境の改善を意味する概念として議論されることが多い。

海外直接投資

Foreign Direct Investment（FDI）：企業が経営に関与する目的で海外の
企業の株式を収得する、もしくは貸付を行う行為で、親会社から現地法
人への出資、現地企業の買収、現地企業との合弁会社の設立といった形
態をとる。

外部性
Externalities：ある消費者や生産者の経済活動がほかの消費者や生産者
に影響を与えること。有利な影響を受ける場合を外部経済があるといい、
不利な影響の場合を外部不経済という。

エンタイトルメント

Entitlement：セン（Sen, A.）が提唱し、｢ケイパビリティ」＊とともに
「人間開発」概念の基礎となっている概念で、「ある個人が権利を行使、
支配、または消費を選択することのできる一連の財と機会」と定義され
る。一般的な意味では、個人の有する「財」とその支配（獲得・所有・
活用）の「権利」を意味していると考えられ、私的所有に基づく市場経
済において受容されている主なエンタイトルメントは、交換、生産、自
己労働、相続及び移転に基づくものであるとされている。
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交易条件

Terms of Trade：一国の貿易利益の変動を見る上で重要な指標。交易条
件指数は輸出物価指数と輸入物価指数との比で表され、100を超える場
合とは、交易条件が改善した場合に当たる。先進国の所得増加に対する
一次産品の需要増加は低いため（所得弾力性が低い）、一次産品を輸出
している開発途上国の交易条件は長期的には低下する傾向にある。

公共財

Public Goods：国防・警察または一般道路、堤防などの社会資本のよう
に、各個人が共同で消費し、料金を払わない人を排除できず（排除不能
性）、ある人の消費によりほかの人の消費量が減少することのない（消
費の非競合性）財・サービス。市場機構にはよらず、政府が提供し、最
適生産・供給の決定には費用・便益分析が用いられる。

経営主義

Managerialism：より良い経営管理が経済的及び社会的な問題の広範か
つ効果的な解法になり得るという考え方。経営資源の使用に関する裁量
を広げる（Let Managers Manage）かわりに、業績／成果による統制

（Management by Results*）を行おうとするもの。英国やニュージーラ
ンドなどのアングロサクソン系諸国を中心に行政実務の現場を通じて形
成された革新的な行政運営の背景にある考え方。その核心は、民間企業
における経営理念・手法、さらには成功事例などを可能な限り行政現場
に導入することを通じて行政部門の効率化・活性化を図ることにある。

ケイパビリティ

Capability：セン（Sen, A.）により提唱された概念で、「ある個人が社会、
経済、及び個人的な資質のもとで達成することができる、『であること

（being）』と『すること（doing）』を代表する、一連の選択的な機能」
と定義される。一般的には「潜在能力」と訳されることが多いが、ケイ
パビリティは、資質としての能力のみならず、ある個人が有する潜在的
な機能を「達成する自由」までを含む概念である。

権利を基盤としたア
プローチ

Rights-Based Approach：人間の基本的権利、すなわち、女性、子供、
障害者などすべての人間一人一人が、政治的権利だけでなく、安全や健
康、適切な教育を享受する権利を持つとの認識を出発点として開発事業
を進めていこうとするもの。

グローバル・ガバナ
ンス

Global Governance：ガバナンスは従来国家の機能としてとらえられた
が、貧困、環境破壊、核拡散など地球規模の諸問題に国家が十分に対応
できない場合、国際社会がそれを放置するのではなく、正義を達成すべ
きであるという認識に基づき、グローバルすなわち地球規模でのガバナ
ンスの必要性が唱えられるようになった。グローバル・ガバナンス委員
会の1995年報告書では「地球社会の統治、管理運営、自治の意味を含み、
個人と組織、私と公とが、共通の問題に取り組む多くの方法の集まりで
あり、そのプロセスは利害調整的かつ協力的である」と定義されている。

クロスカントリー分
析

同一時点間での各国比較分析のこと。
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市場の失敗

Market Failure：市場に関する仮定（外部性、情報の対称性、公共財等）
が満たされていないため、競争市場が最適な均衡状況を実現することが
できないこと。この場合、課税や補助金等導入等、政府による市場介入
が正当性を持つ。

国連ミレニアムサミ
ット

Millennium Summit of the United Nations：2000年９月、第55回国連総会
（ミレニアム総会）の冒頭に開催された。「21世紀における国連の役割」
をテーマに議論が行われ「ミレニアム宣言」が採択された。

コモン・ファンド

Common Fund：コモン・プール、バスケット・ファンドともいう。各
援助国・機関が開発援助資金の一部を特定セクターに拠出してできる共
有のアカウント。途上国政府管理下で活用することにより、途上国側の
事務処理負担などを軽減することを推進。

コンディショナリティ
Conditionality：融資の条件となる政策改革条件のこと。将来の返済を保
証するマクロ経済的、構造的政策改革条件である。

財政規律

歳入総額、歳出総額、双方の額のバランス、債務といった財政総体にか
かわるもので、政府は、その厳しい均衡を求めるのでも、すべての歳出
要求を満たそうとするのではなく、予算とその他の手法を用いて歳出の
需要を事前に制限するというもの。

財政支援

Budget Support：従来の主たる援助手法であるプロジェクト型援助では
ない、資金供与による援助形式。構造調整融資に伴う資金供与と異なる
のは、構造調整融資は国際収支のギャップを埋めることが目的とされた
が、財政支援の場合、財政収支のギャップを埋めることが目的という。
財政支援に伴う被援助国のオーナーシップの向上等が指摘され、欧州の
援助国が積極的に採用しつつある。なお政府全体の予算に資金を直接供
与することを直接財政支援と呼び、１つの予算大項目あるいはセクター
ごとの予算に資金を直接供与することをセクター財政支援と呼ぶ。

構造調整

Structure Adjustment：1982年のメキシコ債務危機から表面化した累積
債務問題などに見られる開発途上国経済の悪化は、過度な政府の介入が
経済合理性を歪めるためであるとの認識から、IMF*や世界銀行などが
とった市場経済メカニズムに依拠した一連の経済改革政策。

公共支出管理

Public Expenditure Management：公共資源の配分と管理について、政
策判断を行い、実行するための仕組みと手続き。公共支出管理の主な目
的は①財政規律*の維持、②戦略的優先度に応じた資源配分の促進、③
資金の効果・効率的な利用に大別できる。

公共支出レビュー

Public Expenditure Review（PER）：公共支出レビューとは、途上国の
公共支出管理*の中でも、政府支出の配分と管理を分析するものである。
通常、政府のすべてのセクターを対象とするが、１つのセクターのみを
対象とする分析の場合もある。PERは戦略的な資金配分とVFM*を改善
する方法を見いだし、それによって戦略的計画と予算策定に関して提言
するものである。もともとは世界銀行の文書であり、世界銀行が実施し
ていたものであるが、近年、各途上国が独自に進めるもの、あるいは世
界銀行からの支援を受けて共同で進めるものなども出てきている。
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社会的能力
個人や組織が、生産と生活の諸活動に必要な資源・サービスを選択・調
達し、自立的にそれらを管理運用するにあたって、そのために必要とさ
れるさまざまな社会関係を自ら構築していく能力。

社会的保護

Social Protection：天災や戦争、病気などの緊急事態や、高齢化、失業
などに際して最低限の経済社会的生活を営むために提供される支援やそ
のための公的施策を指す。社会的保護の具体的な政策の例として、労働
市場の改善、年金制度、社会福祉資金、社会安全網等が挙げられる。

収斂理論
Convergence Theory：より貧しい国は、より豊かな国よりも早く成長
するため、その格差は経済成長とともに縮まり、最終的には、貧しい国
は豊かな国に追いつくとする理論。

新古典学派
「価格メカニズムが機能し、市場に調整能力がある」という理論を前提
に、自由主義の立場に立ち、自由で私的な経済主体（企業及び家計）に
よる自由競争システム・自由経済が機能しているという考え方。

新制度学派

制度を「人々の相互作用に枠組みを与えるために作り出された制約」と
定義し、制度のあり方が開発に重要な役割を果たすとする考え方のこと。
途上国では市場が未発達かあるいは欠如しており、経済発展のためには
市場に代わる、もしくは市場を補完する制度・組織が必要であるとする。

社会開発サミット

World Summit for Social Development：1995年国連の主導によりデンマ
ークのコペンハーゲンで開催された世界サミット。貧困の根絶、完全雇
用、社会的統合を相互不可分な社会開発課題ととらえ、その達成に向け
た努力を推進していくという国際的合意を形成した。同サミットで採択
された｢コペンハーゲン宣言｣は「社会開発と人類の幸福」を最優先課題
としてうたっている。

社会的統合

Social Inclusion：貧困層や社会的弱者など、社会・経済・政治的な意思
決定から疎外されている人々の意思決定過程への参画を実現し、それら
の人々の意図や考えを取り込んでいくこと。（その逆に、ある特定の
人々が政治・経済・社会的過程に参加できない状況を「排除

（Exclusion）」という。）すべての人の平等な参加による民主主義を実現
するための政治的過程という意味で使われることもある。

ジニ（Gini）係数
所得分布の不平等を測る指標で、値は０（完全平等）から１（完全不平
等）の間を取り、値が１に近づくほど不平等度が高まる。一般に値が
0.5を超えると、所得分配が不平等な状態にあると判断できる。

市民社会

Civil Society：個々の世帯と国家の間に存在し、ある一定の法的・制度
的環境の下で、通常は非営利の機能を果たす政治的存在。一般には、国
家・政府や企業経済によって所有・管理されず、自主的な活動を行う個
人や団体、あるいはそのネットワークを総称する概念として使われる。

社会関係資本
Social Capital：信頼や規範、ネットワークといった、目に見えないが
成長や開発にとって有用な資源と考えられるものを経済的資本と同様に
計測可能かつ蓄積可能な「資本」と位置付けたもの。
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総合農村開発

Integrated Rural Development：農村貧困層を直接対象とし、一定の地
域に農業技術、生産・社会インフラの整備及び資材供与などの多面的な
開発投入を行い、セクター横断の相互作用によって総合的な開発を目指
す地域開発戦略。主に1970年代に広く提唱・実施された。

相対貧困

国全体の所得または消費に対して、相対的に低い位置にある人々を貧困
と見なす。例えば、所得（消費）の下位20％、国民所得の平均もしくは
メディアン（中位）の３分の２以下などが使われる。相対貧困を使えば、
貧困者がなくなることはない。貧困の推移は、貧困層の所得（消費）の
平均の増減などでとらえる。

ソーシャル・セーフ
ティ・ネット

Social Safty Net：社会的安全網。貧困軽減のための総合的施策として
提供されるもので、交易条件の悪化や飢餓等の予想外のショック等から
貧困層を助けるための生活保証制度の総称。具体的には食料補助、公的
雇用制度、及び社会保障などを指す。

ソーシャル・ファン
ド

Social Fund：一般会計とは別個の財政基金の仕組み。国々あるいは基
金の財源・使用目的などにより性質はさまざまである。

地球公共財
Global Public Goods：地球規模の問題に対処する枠組み。グローバリ
ゼーションが進展した結果、従来は国内の公共財*と考えられていたも
のが、国家間で連動するようになった。

セレクティビティ Selectivity：援助の選択的実施。

成果によるマネジメ
ント

Management by Result（MbR）：途上国の公的部門の経営にインセンテ
ィブを持ち込むための方策の一つとしてとらえられている。OECDによ
ると次の３つの類型に分類される。①組織内部の運営改善を目標とする
タイプ、②組織のアカウンタビリティ*と統制・管理を目標とするタイ
プ、③費用の節減を目標とするタイプ。

政府の失敗
Government Failure：政府の市場介入の介在により、競争市場に歪みが
生じ、最適な均衡状態を達成できないこと。

セクター・ワイド・
アプローチ

Sector Wide Approaches（SWAps）：途上国が援助国、国際ドナーとと
もに開発計画を策定し、この計画に沿って開発や援助をすすめるという
試み。セクター・プログラムともいう。

絶対貧困

所得もしくは消費が、社会的に認められる生活水準の最低必用限度に達
していない状態を指す。社会的に認められる生活水準の最低必用限度を
示すものが、（絶対）貧困線と呼ばれ、この絶対貧困線以下の所得もし
くは消費の人々を貧困層と見なす。絶対貧困線を使って測った指数（例
えば貧困者比率など）の増減で、貧困の推移を計測する。絶対貧困線は、
１日１米ドル（1985年の１ドルを購買力平価で換算したもの）が国際比
較上よく使われる。国によっては、独自に貧困線を算出している場合も
ある（例えば、１日の必要最低カロリーからこのカロリーを得るのに必
要な金額を算出し、これに食料以外の生活必需品を上乗せして計算する
など）。
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ノン・プロジェクト
無償（ノンプロ無償）

無償資金協力の一つで経済構造改善努力支援ともいう。特定のプロジェ
クト実施ではなく、国際収支／財政収支支援を目的とする資金援助。経
済困難が深刻化している開発途上国が、世界銀行・IMF*の合意の下に
経済構造調整政策を推進していく上で緊急に必要とする物資の輸入を支
援する。

内部市場メカニズム

政府サービスの中での事業部門では、生産されるサービスが市場財であ
るがゆえに、何らかの市場取引を前提とした価格設定がなされてしかる
べきであるが、実際は政府部門の勘定であるために生産コストの総和で
決められる。このようなサービスの供給コストの総和を自動的にサービ
スの価額（予算額）とするシステムを変革し、政府部局内に擬似的な
｢市場｣を創出することで、より効率的で質の高いサービスの提供を実現
しようとするものである。エージェンシー*も広義には内部市場システ
ムの一つと見ることもできる。

ニュー・パブリック
・マネジメント

New Public Management（NPM）：民間のマネジメント手法を公共部門
へ導入し、より効率的で質の高い行政サービスの提供を目指すという行
政運営の考え方で、1980年代半ばより欧米諸国で実施されている。その
特徴としては①競争原理の導入、②成果による評価、③政策の企画立案
とその執行の分離がある。

人間開発

Human Development：1986年にUNDP*がトルコのアンカラで開催した
｢人間開発｣をテーマとするセミナーを契機として、開発の最も基本的な
目的は、人間が長く健康に創造的な人生を享受できる環境を整えること
であるという考え方が提起された。1990年に刊行された『人間開発報告』
において、この｢人間開発｣という概念は、｢人間の選択を拡大する過程｣
と定義されている。この「人間の選択」にはさまざまなものが含まれる
が、最も重要な選択は長く健康な人生を送ること、教育を受け過不足の
ない生活水準を維持することに関するものであり、さらに、政治的自由、
保障された人権や自己尊重なども人間開発の過程において拡大されるべ
き選択肢として挙げられている。

人間開発指標

Human Development Index（HDI）：保健（出生時平均余命）、教育水準
（識字率及び平均就学年数）、実質購買力による所得水準という３指標か
ら算出される、「人間開発」の度合いを測る指標。地域別HDIや性別
HDIなど、HDIに基づくより詳細な指標算出の試みも行われている。

トリクルダウン仮説

Trickle down Hypothesis：開発途上国で資本蓄積の不足が克服され、近
代部門を中心に経済成長が持続すれば、その成果は政府の介入なしに自
動的に国内全体に浸透し（トリクルダウン）、停滞部門の生産性も引き
上がるとする仮説。この仮説は、「資本蓄積の克服及び近代部門の経済
成長に寄与することが援助の役割である」との考えの根拠となった。し
かし、一国のマクロ経済成長を達成しても貧困問題は解決されないこと
が顕在化するにつれ、1970年代のBHN*という概念が新たに生まれた。
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用語・略語 概　　要

プログラム援助
Program Assistance：対象を特定の開発事業計画（プロジェクト）に限
定せず、より広範な開発計画（プログラム）を実施するにあたり、必要
となる資機材及び役務の購入資金を借款や贈与によって供与する援助。

平和構築

Peace Building：紛争予防、紛争和解、そして復興支援までを網羅する
全体的なアプローチ。従来の軍事的、政治的枠組みに加えて、開発援助
を行うことにより、トータルな形で対処して和平を達成しようとする概
念。

ベストミックス論

援助協調の流れの中で、途上国のオーナーシップを尊重し、他ドナーと
のパートナーシップ構築等の観点から、各国の状況に応じた適切な援助
様式を途上国自らが選択すべきとする考え方。主に英国を中心とする諸
国の、プロジェクト援助に反対する意見に対するわが国の反論として提
唱された。

ミレニアム開発目標

Millennium Development Goals（MDGs）：国連、OECD*、IMF*、世界
銀行によって1990年代に策定された国際開発目標が2000年９月の国連総
会で拡充され、採択されたもの。MDGsに示された2015年までの達成目
標は以下の８点である。①極度の貧困と飢餓の撲滅、②初等教育の完全
普及、③ジェンダーの平等・女性のエンパワメントの達成、④子供の死
亡率削減、⑤妊産婦の健康の改善、⑥HIV／AIDS・マラリアなどの疾
病の蔓延防止、⑦持続可能な環境づくり、⑧グローバルな開発パートナ
ーシップの構築。

貧困弾力性
ある変数に対して貧困指数が変化する割合を指す。例えば、成長に対す
る貧困弾力性であれば、成長率が１％変化した場合に貧困指数が何％変
化するかによってとらえる。

ファンジビリティ
Fungibility：資金流用可能性。ドナー側が意図したこと以外の目的に結
果的に援助資金が流れること。

ブルントラント報告
書

Brundtland Commission Report：環境と開発に関する世界委員会*が取
りまとめ、1987年に発表した報告書“Our Common Future”（大来佐
武郎監訳『地球の未来を守るために』）を、議長の名にちなんで一般的
に｢ブルントラント報告書｣と呼ぶ。地球環境保全の重要性を訴え、｢将
来の世代が必要を満たす能力を損なうことなく現在の必要を満たす開
発｣が必要であるとして、「持続可能な開発」の概念を提唱した。

貧困削減に向けた二
面的戦略

Two-Part Strategy：1990年の世界銀行の「世界開発報告」において貧困
対策の新たな戦略として提唱された考え方で、経済開発と社会開発が等
しく重要な貧困解消の要素であり、相互に関連・強化し合う関係にある
という認識に基づき、「労働集約的な成長」と｢人間への投資｣をそれぞ
れ促進することを目指す開発戦略。貧困層への経済機会の提供促進と貧
困層への確実な社会サービスの提供、適切な資本移転と社会安全網の整
備等を主な内容とする。
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援助機関・国際機関

用語・略語 概　　要

ADB Asian Development Bank：アジア開発銀行。

DFID Department for International Development：英国国際開発庁。

FAO
Food and Agriculture Organization of the United Nations：国連食糧農業
機関。

GTZ Gesellschaft für Technische Zusammenarbeit：ドイツ技術協力公社。

IMF International Monetary Fund：国際通貨基金。

JICA
Japan International Cooperation Agency： 国際協力事業団。（2003年10
月より、独立行政法人「国際協力機構」に改称予定）

KfW Kreditanstalt für Wiederaufbau：ドイツ復興金融公庫。

OECD/DAC
Organization for Economic Co-operation and Development／
Development Assistance Committee：経済協力開発機構・開発援助委
員会。

Sida
Swedish International Development Cooperation Agency：スウェーデン
国際開発協力庁。

UNDP United Nations Development Programme：国連開発計画。

UNCTAD
United Nations Conference for Trade and Development：国連貿易開発
会議。

UNICEF United Nations Children’s Fund：国連児童基金、ユニセフ。

輸入代替
Import Substitution：国内産業を保護関税などの保護政策の下で育成し、
今まで輸入に頼っていた財を国内で生産できるように努力すること。

レジーム
Regime：特定の問題領域においてアクターの期待を収斂させる規範、
原理、ルール、政策決定手続きのセット。

ワシントン・コンセ
ンサス

Washington Consensus：J. ウイリアムソンにより1993年に骨子がまと
められた構造調整*政策。自由な市場と健全な通貨が経済を発展させる
とするもの。

モンテレイ国連開発
資金国際会議

United Nations International Conference on Financing for Development
in Monterrey：2002年３月にメキシコのモンテレイで行われた国連開発
資金国際会議。米国や欧州連合（EU）がODAの増額を約束し、民主化
など一定の条件を満たす開発途上国に資金を優先配分する原則などが確
認された（モンテレイ合意）。

輸出加工区
Export Processing Zone：外国投資を誘致するために、施設を整え、進
出企業に数々の恩典を与えられた特別地域。

輸出ペシミズム論
途上国の主要輸出品である一次産品は成長を牽引するものにはならない
とする考え。
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World Bank（世界
銀行）

国際復興開発銀行（International Bank for Reconstruction and
Development: IBRD）と国際開発協会（International Development
Association: IDA）の２機関を指すことが多い。世界銀行グループには、
ほかに国際金融公社（International Finance Corporation: IFC）、多国
間投資保証機関（Multilateral Investment Guarantee Agency: MIGA）、
投資紛争解決国際センター（International Centre for Settlement of
Investment Disputes: ICSID）がある。

WTO World Trade Organization：世界貿易機構。

＊印は用語・略語解説があるもの。
出所：国際開発ジャーナル社『国際協力用語集』及び集英社『情報知識imidas2002』、東洋経済

新報社『経済協力用語辞典』、岩波書店『経済学辞典』、国際協力事業団報告書等を参考
に作成。

用語・略語 概　　要
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１．調査研究の背景と目的

近年、貧困削減戦略ペーパー（Poverty Reduction Strategy Paper: PRSP）

やミレニアム開発目標（Millennium Development Goals: MDGs）などに代

表されるように、貧困削減への取り組みや議論が活発になっており、すべて

の開発アジェンダが貧困問題という枠組みで語られているといっても過言で

はない。貧困削減のためには包括的な取り組みが必要であり、先進国及び途

上国の官民含めた開発関係者が協調して、限りある資源を効率的・効果的に

活用していかなければならないとの認識が広がっている。このような状況を

踏まえ、世界銀行をはじめとする主要ドナーは、次々と新たな援助アプロー

チや援助戦略を打ち出しており、それらが世界の援助の方向性に多大な影響

を与えている。大きく変遷する現在の新しい援助アプローチ・戦略の概要を

把握し、わが国としての考え方を整理しておくことは主体的に開発アジェン

ダを設定し、効果的な援助を実施していく上で必要不可欠である。しかしな

がら現状ではそれらを系統立てて蓄積・整理しておらず、適切に対処してい

ない状況である。そのため、最近の援助アプローチ・戦略の動向と特徴・課

題を整理することを目的として調査研究を実施した。

２．報告書構成

報告書は全体の総論と、開発経済、政治・行政、社会開発の各分野におけ

る援助アプローチ・戦略の動向を分析した各章からなる。

「第１章　総論：開発を巡る昨今の援助動向」では、近年の開発を巡る戦

略やアプローチの背景や最近の動向を概観し、このような動向をいかに考え

るべきかを提起している。ここでは、近年、「貧困削減」が一つの大きな開

発目標と認識されるとともに、その目標を達成するためにより包括的な援助

調査研究の概要
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戦略と効率的な手法が求められるようになっていることを述べている。そし

て今後の課題として、援助戦略上の課題（貧困削減と成長や貿易・投資との

関係、平和構築）、援助効果を高めるアプローチ上の課題（能力開発、セレ

クティビリティ（選択的援助）、適切な援助モダリティ、オーナーシップ・

パートナーシップ・アカウンタビリティの関係整理）、日本の経験とリソー

スの活用（経験の体系化、市民参加）を挙げている。

「第２章　開発経済における援助戦略・アプローチの動向とその特徴」で

は、開発経済に関する援助戦略・アプローチの変遷を概観し、近年の特徴と

して「貧困の主流化」、「開発課題の多様化・包括化及び開発アクターの多様

化」、「グローバリゼーションの進展」を挙げている。その上で、特に着目す

べきものとして「貧困削減に資する成長戦略（pro-poor growth）」と「グロ

ーバリゼーション」を取り上げて分析・検討している。

「第３章　政治・行政分野における援助戦略・アプローチの動向とその特

徴」では、冷戦の終結や構造調整への反省などが相まって、援助の目的／前

提として「民主化、市場経済化」が重要であると考えられるようになり、ま

た援助が効果を発揮するには途上国の政治・行政面の環境整備が必要との認

識（ガバナンスの重視）が広がったことを解説している。また、政治・行政

分野で特に着目すべきものとして「途上国の公共部門改革」と「援助の選択

性（セレクティビティ）」を取り上げている。

「第４章　社会開発における援助戦略・アプローチの動向とその特徴」で

は、社会開発が経済開発でカバーできない部分を補完するものというよりも、

社会開発自体が開発の主要目的ととらえられてきている流れを概観し、近年

の特徴として開発戦略の包括化と貧困削減戦略の主流化により社会開発が一

層重視されてきていることと、権利を基盤としたアプローチや持続的な生計

などの新しい考え方が出てきていることを述べている。特に、「参加・エン

パワメント」と「持続的な生計」を取り上げて、それらの概念とアプローチ

について分析している。

報告書では、さらに深く調べたい読者のためにそれぞれの分野について

「重要文献一覧」を添付し、鍵となる文献等の解説を載せている。
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１．開発を巡る国際的動向

１‐１　冷戦構造の終焉とグローバリゼーション

戦後、冷戦構造下における国際秩序は、基本的には東西関係を軸に展開し、

その中で南北の開発問題が位置付けられていた。1990年代初頭のソ連邦の崩

壊に伴う冷戦の終焉は、この基本的な構造を根底から覆し、現在は新しい国

際秩序が南北関係を含め模索され再構築が試みられている状況にある。南と

南、北と北の関係も一様ではなく、地域紛争の各所での勃発にも見られるよ

うに、現在の国際関係は極めて多様化、地域化している。

この冷戦の終焉を背景に、各分野における技術革新と規制緩和・自由化な

どにより、世界の経済及び社会の統合、すなわち「グローバリゼーション」

が急速に進展したことは1990年代の特徴の一つでもある。また冷戦構造の終

焉は、市場経済化・経済自由化の流れと、複数政党制の導入などの民主化の

うねりを増幅した。

一方冷戦の終焉は、援助の効果が明確に見られないという閉塞感、すなわ

ち「援助疲れ」をドナーにもたらすとともに、援助へのインセンティブを低

下させ、専ら自国の財政問題再建と援助の有効性についての強い問題意識へ

と、ドナーの目を向けさせることとなった。そのため、政府開発援助

（Official Development Assistance: ODA）額は、1992年の609億ドルをピー

クとして2001年の523億ドルまで10年近くの長期にわたって低下傾向をたど

った（図１－１参照）。また援助の有効性への危機意識は、現在の「援助アプ

ローチ・戦略」の改革へとつながってきている。

しかし現在、対外援助を巡る潮流に変化の兆しが見えるのではないだろう

か。2001年９月11日の米国同時多発テロとその後のアフガニスタン復興支援

などを契機に、貧困問題とテロとの関係や平和構築の重要性等に関する問題

第１章

総論：開発を巡る昨今の援助動向



2

援助の潮流がわかる本

300

350

400

450

500

550

600

650

1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001

（暦年）�

 471

530

567

609
592 589

521

564

537
523

556
565

485

358

288

457

406

Ｏ
Ｄ
Ａ
総
額
（
Ｎ
Ｅ
Ｔ
）�

（億ドル）�

図１‐１　DAC諸国のODA総額（NET）の推移（1985～2001年）

注：1991年及び1992年のODAは非ODAの債務救済分を除く。
１億ドル未満は四捨五入。

出所：Reference DAC Statistical Tables and Charts, Table: Net ODA from countries from
1950 to 2001より作成。

意識が国際的に高まり、開発援助の意義が再認識されている。2002年３月に

メキシコ・モンテレイで行われた国連開発資金国際会議に先立ち、ミレニア

ム開発目標達成へ貢献するため、米国は2006年度までに開発援助予算を50％

増額すること、欧州連合（European Union: EU）は2006年度までに開発援

助予算を対GDP比で現在の0.33％から0.39％へと増額することを発表した。
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１‐２　開発アジェンダの貧困問題への集約

近年、途上国や援助国、国際開発機関において、貧困削減への取り組みや

議論が活発になっている。すべての開発アジェンダが貧困問題という枠組み

で語られ、関連付けられているかの様相を見せているといっても過言ではな

い。1973年のマクナマラのナイロビ・スピーチや1990年の世銀開発報告書に

見るまでもなく、もともと、貧困削減問題は「援助課題の王道」であった。

しかしなぜ「現在」、この問題が再度脚光を浴び、一層活発に取り組まれて

いるのだろうか。要因としては、①国際情勢の進展や開発・援助理論の発展

等に加え、②援助資金動員のための一種の「プロパガンダ」という政治経済

的な要因の２つが考えられる。

前者については、貧困問題が依然として大きな問題であるにもかかわらず、

ODAの世界的な低迷の中、グローバリゼーションなどが進展することによ

り、逆に貧困問題が深刻化するのではないかという危惧の存在が指摘される。

現在の貧困削減理論・アプローチは、従来の労働集約型成長戦略、社会開発、

ソーシャル・セーフティ・ネットなどの取り組みに加え、ガバナンス向上や

貧困層の脆弱性への関心などにも範囲を広げ、極めて多様化、包括化してお

り、現在のPRSPを軸とした途上国の開発アプローチの理論的バックグラウ

ンドになっている。国際的なコンセンサスとして、貧困削減を最上位の開

発・援助目標ととらえ、実質的に、開発戦略イコール貧困削減戦略、そして

それを支えるドナーの援助戦略という構図が浮き彫りとなっていよう。

後者の「プロパガンダ」的要素については、具体的には以下の３点が考え

られる。

①国際金融機関（世界銀行、アジア開発銀行等）が組織としての存続と増

資の必要性を先進国に主張する際、先進国の納税者向けに貧困削減とい

う「アピール」できる目標（万人が共有できるテーマ）を設定する必要

があったこと。

②過去の開発の世界の動向を俯瞰すると、特段大きな国際的課題（オイル

ショックやその後の累積債務問題への対応、移行経済国支援など）がな

い場合のみ、「貧困削減」が国際的なアジェンダとなっている傾向があ

る。1990年代は、1990年に世界開発報告で貧困削減を取り上げて貧困へ
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の世界の関心が高まったものの、移行経済国支援、アジア通貨危機対応

などの大きなトピックを経て、後半より貧困削減という「援助課題の王

道」に回帰している。

③近年、先進国においては社会民主主義を標榜する政権が多く（英国、北

欧諸国等）、国内の貧困問題への対応の延長線上に途上国の貧困問題が

位置付けられ、活発な取り組みを行って国内外にアピールし、ドナー・

コミュニティをリードしていること、など。

１‐３　国際開発イニシアティブの変遷

1995年にコペンハーゲンで行われた世界社会開発サミットなどの、1990年

代前半の一連の開発関連会議の流れを受け、1996年のDAC上級会合では日

本が主導して、「21世紀に向けて：開発協力を通じた貢献（DAC新開発戦略）」

という開発に関する戦略文書を採択した。この戦略では、「絶対的貧困の

2015年までの半減」などの国際的な開発目標（International Development

Goals: IDGs）を設定した。目標具現化の理念としては、オーナーシップ

（途上国の自助努力）、パートナーシップ（途上国と先進国等との協調）、包

括的な取り組み（多様なアクター・分野等）、成果重視のアプローチなど現

在に至るまで主流とされる項目が挙げられた。本戦略は、冷戦後の国際開発

Box１‐１　PRSP（貧困削減戦略ペーパー）

PRSPは、途上国政府のオーナーシップの下、幅広い関係者が参画して策定
される、貧困削減に焦点を当てた３年間の経済社会開発計画。HIPCイニシア
ティブ（重債務貧困国債務救済）の適用及びIDA（世銀国際開発協会）やIMF
の融資供与などの判断材料としても使用される。1999年9月に策定について国
際的な合意を得た。実質的な国家開発計画と位置付ける国も多い。

対象国は74ヵ国。2002年11月現在で、19ヵ国がPRSPを完成、45ヵ国が暫定
版（中間）PRSPを策定済み。

PRSPの機能としては、①共通目標の設定、②目標達成に向けての政策・プ
ログラム・プロジェクトの選定・実施、③資金支援を受ける上での適格条件、
④援助協調、の４つがある。

出所：柳原（2002）
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秩序の再構築に一定の方向性を与える試みであったとも考えられる。

これらの基本的な理念は、 1 9 9 9年９月の世銀・国際通貨基金

（International Monetary Fund: IMF）総会の際に策定が合意された貧困削

減戦略ペーパー（Poverty Reduction Strategy Paper: PRSP）に継承され

た。PRSPは、途上国政府のオーナーシップの下、幅広い関係者が参画して

策定される、貧困削減に焦点を当てた３年間の経済社会開発計画である。

HIPC（Heavily Indebted Poor Country）イニシアティブ（重債務貧困国

債務救済）の適用及び世銀国際開発協会（International Development

Association: IDA）やIMFの融資供与などの判断材料としても使用される。

実質的な「新しい国家開発計画」と位置付ける途上国も多く見られ、現在、

極めて重要な開発戦略書ととらえる必要がある。

一方、同様にDAC新開発戦略そしてIDGsを継承する形で、2000年９月に

開催された国連ミレニアム・サミットでは、「ミレニアム宣言」と「ミレニ

アム開発目標（MDGs）」が採択された（Box１－２参照）。MDGsは、IDGs

の追加目標として、ジェンダーの平等、HIV/AIDSなどの蔓延防止、グロー

バルな開発パートナーシップの構築（民間セクターや市民社会等の広範なグ

ローバル・パートナーの主体化）を含み、対象とする分野や主体は一層包括

化・多様化している。現在は、PRSPという国別の戦略と、MDGsという国

際的な目標が「シンクロナイズ」し、PRSPはMDGs達成のための国別の基

本戦略（ベース）と位置付けられる方向にあると考えられる。MDGsは現在、

各援助国、国際機関、途上国、市民社会等の開発主体が達成すべき目標とし

て、強い国際的コンセンサスを得たといえる。

2002年３月のメキシコ・モンテレイにおける国連開発資金国際会議は、

MDGsを達成するための開発資金を動員することを趣旨とするもので、国連

が主催する初めての開発資金に関する国際会議であった。同会議では、政府

開発援助の大幅増額の要求はもとより、開発資金は援助資金だけでなく、途

上国の国内資金の動員、民間投資の促進、貿易の促進、債務削減などのさま

ざまなフローの拡充によって満たされるとした。前年の９月11日の米国同時

多発テロ事件からわずか６ヵ月後というタイミングで開催されたため、開発

問題が「テロと貧困」への対応という共通の文脈で語られたことが特徴的で

あった。この文脈の中、欧米は多額の開発援助予算の将来の増額を宣言し、
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Box１‐２　ミレニアム開発目標（MDGs）

ターゲット１　2015年までに1日1ドル未満で生活する人口比率を半減させる。
ターゲット２　2015年までに飢餓に苦しむ人口の割合を半減させる。

ターゲット３　2015年までにすべての子どもが男女の別なく初等教育の全課程を修了できるように
する。

ターゲット４　初等･中等教育における男女格差の解消を2005年までには達成し、2015年までにす
べての教育レベルにおける男女格差を解消する。

ターゲット５　2015年までに５歳未満児の死亡率を３分の２減少させる。

ターゲット６　2015年までに妊産婦の死亡率を４分の３減少させる。

ターゲット７　HIV/AIDSの蔓延を2015年までに阻止し、その後減少させる。
ターゲット８　マラリア及びその他の主要な疾病の発生を2015年までに阻止し、その後発生率を下

げる。

ターゲット９　持続可能な開発の原則を各国の政策や戦略に反映させ、環境資源の喪失を阻止し、
回復を図る。

ターゲット10 2015年までに、安全な飲料水を継続的に利用できない人々の割合を半減する。
ターゲット11 2020年までに、最低１億人のスラム居住者の生活を大幅に改善する。

ターゲット12 開放的で、ルールに基づいた、予測可能でかつ差別のない貿易及び金融システムの
更なる構築を推進する。

ターゲット13 最貧国の特別なニーズに取り組む。
ターゲット14 内陸国及び小島嶼開発途上国の特別なニーズに取り組む。
ターゲット15 国内及び国際的な措置を通じて、開発途上国の債務問題に包括的に取り組み、債務

を長期的に持続可能なものとする。
ターゲット16 開発途上国と協力し、適切で生産性のある仕事を若者に提供するための戦略を策

定・実施する。
ターゲット17 製薬会社と協力し、開発途上国において、人々が安価で必須薬品を入手・利用でき

るようにする。
ターゲット18 民間部門と協力し、特に情報･通信分野の新技術による利益が得られるようにする。

出所：国連開発計画「ミレニアム開発目標」（http://www.undp.or.jp/Publications/MDGs.pdf）

目標８　開発のためのグローバル・パートナーシップの推進

目標７　環境の持続可能性の確保

目標６　HIV/AIDS、マラリア、その他の疾病の蔓延防止

目標５　妊産婦の健康の改善

目標４　幼児死亡率の削減

目標３　ジェンダーの平等の推進と女性の地位向上

目標２　普遍的初等教育の達成

目標１　極度の貧困と飢餓の撲滅



7

第１章　総論：開発を巡る昨今の援助動向

本会議の所期目的は一定の成功を収めたと評価できる。

2002年８月末から９月初頭にかけて、「持続可能な開発に関する世界首脳

会議（World Summit on Sustainable Development: WSSD）がヨハネスブ

ルクで開催された。WSSDは、10年前の「国連環境開発会議（United

Nations conference on Environment and Development: UNCED）」で採択

された行動計画「アジェンダ21」の見直しと、その後に生じた新たな地球規

模の課題等を議論することを趣旨としていた。しかし、WSSDは環境問題に

とどまらず、貧困問題、健康問題、貿易・投資、アフリカ開発など極めて多

種多様なテーマを議論の対象とした。その背景には、WSSDが、MDGsやモ

ンテレイの開発資金会議などの、近年の国際的なイニシアティブのいわば

「集大成」となっていることが挙げられる。
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２．近年の援助戦略・アプローチ

これまで述べてきた国際情勢や、開発・援助理論、国際イニシアティブの

変遷の特徴を端的に表せば「包括性と多様性」といえよう。戦略・アプロー

チとしては、高度化したと評価できる一方で、ある意味で理論的には「羅針

盤」なき状況ともいえ、投入できる資源が限られている制約を踏まえれば、

各援助国・実施機関は独自の何らかの理念、理論、アプローチを持ち行動す

ることが求められる。わが国、そしてJICAとしても、開発の世界で現在議

論されあるいは実行されている最新の援助戦略・アプローチを分析・評価し

た上で、わが国としての戦略・アプローチを構築、発信する必要がある。そ

のため本節では、今特に活発に取り上げられている援助戦略・アプローチを

相関関係に留意しつつ俯瞰する。

２‐１　概観

近年、「貧困削減」を援助あるいは開発の最上位目標とする国際的なコン

センサスが形成されてきているため、国際場裏の議論の焦点は、貧困削減を

達成するためにはいかなる戦略、あるいはアプローチを取るべきかという点

に集約されつつあると思われる。

一方、現在の開発理論及びMDGsなどの国際イニシアティブは、多種多様

なアプローチを包括しており、開発や貧困という極めて多面的なイシューに

さまざまな側面から対応している。実は、各々のアプローチ自体は、そのほ

とんどが1970年代、1980年代にその萌芽は生まれており、目新しいものは少

ないが、包括的なアプローチをとることによって相互の「シナジー効果」を

得ようとする発想自体が新しいともいえよう。

ただし、「ガバナンス」への着目と援助アプローチへの本格的な包含は、

冷戦構造終焉によって、初めて援助の有効性を巡る議論として出現し、過去

10年程度の開発理論の変遷の中では、新たに強調されるようになった概念と

考えられる。先進国で行政改革の理論的主軸となっている成果重視型のマネ

ジメントあるいはNew Public Management（NPM）理論の途上国への適用

の成否や、グッド・ガバナンスを有す／有さない途上国への選択的援助（セ
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レクティビティ）、汚職・腐敗、地方分権化のプロセス等についての議論が

なされている。

貧困削減を達成するためには、成長重視の開発戦略をとるべきか、社会開

発重視の戦略をとるべきかという「古典的」な議論が現在も活発である（セ

ン・ドレーズ命題。「Pro-Poor Growth」）。

低開発諸国への援助では、もともと1980年代より村落開発（Community

Development）のようなアプローチによる社会開発の取り組みが盛んであっ

たが、近年では、これらの「ミクロ」的な開発の取り組みを一国あるいは地

域全体の「マクロ」的側面と結びつけて考えようという新たな試みがなされ

ている（「Sustainable Livelihood Approach」など）。またCommunity

Developmentの敷延ではあるが、対象をコミュニティから多様化し、アプロ

ーチへと発展させた「Community Driven Development（CDD）」も世銀に

よって進められている。

また、冷戦後のグローバリゼーションの急速な進展という、国際的な強い

緊張関係の中で、特に貿易と海外直接投資の自由化については、正負の側面

についての議論が盛んである。近年の国際開発イニシアティブに表れている

このテーマの方向性は、途上国の発展のためには貿易と投資の促進は不可欠

であり自由化のベクトルは維持すべきであるが、そのスピードと順序及び対

象国の個々の現状には配慮しなければならない、またそのための制度構築が

重要だ、というものではないだろうか（「開発と貿易・投資」）。

援助のみならず貿易、投資、平和維持などのほかの政策領域にも着目して、

総合的に途上国の問題解決を探ろうという試み（政策整合性の問題）も進展

している。先般、学界からの問題提起として、米国の有力シンクタンク

Center for Global Developmentは、外交専門誌「Foreign Policy（2003年

５・６月号）」上で、自らが開発した「開発コミットメント指標

（Commitment to Development Index）」を用いてドナー21ヵ国の開発への

寄与度の定量的評価を行った（Box１－３参照）。このような政策整合性を重

視する議論は、今後、国際場裏において主流となり得よう。
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援助額の低迷は、援助プロセスの見直しにもつながっている。「カネが減

っても問題（貧困）が存続するならば、当然その少ないカネをいかに効率よ

く利用するのか」が焦点となることは自然の流れであろう。ドナー間での開

発／援助戦略策定とモニタリングの協働と、実施プロセスにおける資金プー

ルの動きや援助手続きの共通化などの動きが進展している。

２‐２　ガバナンス面からのアプローチ

1980年代から、世銀・IMFの支援により多くの国で構造調整プログラムが

進められたが、サブサハラ・アフリカを中心として期待した成果を生まなか

った。その反省の一環として、経済構造改革のための「よい政策」を推進し

うる政治的コミットメントや、国民への説明責任能力、政策決定過程の透明

性の欠如などのガバナンスの問題が指摘され、公共部門管理の改善が取り組

Box１‐３　開発コミットメント指標（Commitment to Development Index）

米国の有力シンクタンクCenter for Global Developmentは、外交専門誌
「Foreign Policy（2003年５・６月号）」に、自らが開発した「開発コミットメ
ント指標」を用いたドナー21ヵ国（ルクセンブルクを除くDAC諸国）の開発へ
の寄与度に関する定量的評価の研究成果を発表した。この研究は、ミレニアム
開発目標（MDGs）達成のためにはドナーもさまざまな政策領域において整合
性を持って取り組んでいくべきとの問題意識を喚起し、ドナー側の目標値及び
指標を提示してドナーの改革への行動を促そうとするものである。

「開発コミットメント指標」によるランキングは、各ドナーが途上国の経済
社会開発（特に貧困削減）に対しどのように貢献しているのかという点を、６
つの政策領域（援助、貿易、環境、投資、移民（人の移動）、平和維持活動）
について、それぞれある一定の基準で評価し（指標化）、総計の上、平均点

（総合評価）を算出、比較したものであり、21ヵ国の総合評価結果は、援助・
貿易・投資・環境政策で評価の高かったオランダがトップであり、援助・移
民・平和維持活動で評価が低かった日本は最下位であった。

この研究の指標や手法には問題も多いが、開発問題において援助のみが果た
しうる役割の制約を直視し、ほかの政策領域に焦点を当てて、総合的に途上国
支援に取り組むべく、各ドナーの意識改善や改革を促そうという試みは高く評
価できよう。途上国に対する先進国の政策一貫性は、今後、DACやサミットな
ど国際舞台でも一層活発に議論される可能性が高い。
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まれた。

具体的には、公務員数の削減、省庁改編、民営化、地方分権の推進などの

支出面の改革や、徴税能力の改善などの歳入面の改革に加え、司法・立法制

度改革や法整備、汚職防止などがその施策として挙げられる。理論的には、

1993年の世銀レポート『東アジアの奇跡』や1997年の『世界開発報告書』

（「開発における国家の役割」）などにおける、開発における政府の役割や効

率的な行政・制度の必要性等の論証をバックグラウンドとしていた。

一方、多くの途上国地域で「トリクルダウン」の実現が困難であったこと

が明らかになると、貧困層や市民社会などの参加を通じたエンパワメントや

人間開発が、貧困削減や成長と相関関係をもつものとして、民主化とガバナ

ンス向上の重要性がセン（Sen, A.）の考え方などを理論的バックグラウン

ドとしながら理解されるようになった。

すなわち、前述の公共部門管理改善の問題意識からの延長線上と、参加や

市民社会の重要性への着目という２つの流れが現在では交差している状況に

あると考えられる。もともと行政効率や財政支出管理の改善や住民参加の必

要性は認識されていたと考えられるが、1990年代に入って注目され、重点的

に取り組まれるようになったのは、冷戦の終焉に伴い、それまでの東西イデ

オロギーにかわる新たな援助戦略として、民主主義や人権などの政治体制の

改革そのものへの関与に援助の正当性を見いだそうとしたことを示してい

る。

ガバナンスを巡る活発な議論としては、地方分権の問題や、成果重視の考

え方あるいはNew Public Management（NPM）導入の問題、セレクティ

ビティ（選択的援助）などが挙げられる。地方分権の問題は、スピードと順

序（Sequence）の問題や財政基盤、人材の問題などが焦点であり、NPMに

ついては政治・経済等のシステムが高度化した先進国で発達した手法を途上

国に導入することの是非や、NPMが目指す効率性向上と「福祉（貧困）重

視」という別の政策課題とどのようにバランスを取ることができるのか等の

課題が挙げられる。セレクティビティの考え方は、途上国による援助の効率

的利用のためには健全な政策運営が不可欠であるため、健全な政策を行って

いる国に対しては資金援助を含む支援を本格的に行い、そうではない国

「Poor Performers」に対しては、政策改善を促すため知識・情報面での支援
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を中心に行うという「援助差別化」の考え方である。ただし、二国間援助に

は、ドナーと援助対象国との外交的要因が大きな影響を及ぼしているため、

上述の基準では割り切れない側面が大きい。

２‐３　経済面からのアプローチ

経済面では、貧困問題とグローバリゼーションへの対応などに絡み、「成

長と貧困削減」、「開発と貿易・投資」などについて活発な議論がなされてい

る。成長と貧困削減については、成長か貧困削減かという二者択一の問題で

はなく、成長と貧困削減の施策をバランスよく配分して実施していくことに

はコンセンサスを得られていると考えられる。しかし、途上国の状況に対応

してどのような中間目標やアクションを設定するべきかという具体的なレベ

ル（公共支出レベル）での研究や検討は、まだ道半ばである。

グローバリゼーションの急速な進展の中、特に貿易・投資自由化の恩恵は

一様ではなく、うまく利用し持続的な成長過程を得た「勝ち組」の途上国と、

貧困問題が深刻化し産業にも打撃を受けた「負け組」の国があるという議論

がなされている。国際経済発展のため、より効率的な国際経済アーキテクチ

ャーを確立しようという動きがある一方で、後発開発途上国（Least among

Less Developed Countries: LLDC）などには自由化の条件には一定の担保

（保護）を許容するという方向性がドーハ・ラウンドの議論の中で示されて

いる。開発資金は民間資金が中心であるべきで、これをいかに動員するのか、

途上国に経済自由化を促す一方で先進国自体の保護化（農業補助金問題等）

もあり、これをどうするかなども大きなテーマである。

２‐４　社会開発面からのアプローチ

センによれば、貧困削減戦略は、市場メカニズムを通じた経済成長の達成

を戦略の軸とし、その成長の成果を公共政策に積極的に振り向けようとする

「成長媒介保障戦略」と、成長に先立ち保健や教育などの公共部門へ大胆な

投資を行う「政府支持主導保障戦略」の２つに分類される（センは後者を推

奨）。この分類は、開発戦略上、社会開発をどのように位置付けるかという
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視点によるものともいえよう。実際の国家開発戦略はこのように明確に分類

することは困難であるが、公共支出における社会開発に対する支出とそれ以

外の支出による配分などから、その国が社会開発をどのように位置付けてい

るかをある程度類推することはできる。

社会開発の開発戦略上の位置付けとしては、教育や保健医療、安全な水の

供給あるいはセーフティ・ネットの充実などの社会開発を経済開発を補完す

るものとして位置付けるのか、あるいは社会開発を「開発の目的として達成

されるべき人間の自助自立と社会正義の実現」ととらえるのか、大まかに２

つの位置付けが存在する。近年の潮流では、従来主流であった前者の考え方

のみならず、後者の視点がより重視されるようになってきている（「社会開

発のメインストリーム化」）。

一方、1995年のコペンハーゲン宣言を経て、2000年のミレニアム宣言、近

年のPRSPの策定と実行の進展などから、包括的な社会開発の必要性につい

ての世界における共通認識は得られたものの、より明確な概念形成と実践の

ための具体化に向けた検討はまだ緒についたばかりである。その中で、過去

の諸戦略を統合・発展させることにより、人間の潜在的な力量の強化、権利

と責務の行使を中心概念とし、これまでの開発援助戦略・アプローチにおい

て分断されていたマクロとミクロのレベルの相互関連を全体像として把握し

ようとする試みもなされている。

その試みとして例えば、開発の効果・効率を高め、さらに政策策定と実施

に多様なアクターを組み込むことによって、より公正な社会を目指す「参

加・エンパワメント」の概念とアプローチや、人間の潜在可能性の発現に着

目した包括的な開発の枠組みを提示する「持続可能な生計（Sustainable

Livelihoods）」の概念とアプローチなどが挙げられる。

２‐５　援助様式の模索

ドナー・国際機関の間で、援助の効率化を図るため、援助方法の改革とも

いうべき動きが活発化している。従来のプロジェクト型援助の様式に加えて、

よりマクロ的な視点で開発活動を形成・管理しようとするプログラム型援助

などの新しい援助様式が模索されている。一時期は、プログラム型援助にお
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いて資金援助的側面が強く主張されたため、プロジェクト型援助と相対する

ものとして位置付けられることもあったが、現在ではその「葛藤」を経て、

プログラム型はより柔軟な概念となりプロジェクト型を内包する形で議論さ

れることが多くなってきた。

「カネ（政府開発援助）が減っても、問題（貧困）が存続する」ならば、

当然、その少ない「カネ（資金）」をいかに「効率よく」使用するのかが焦

点となる。貧困問題が特に深刻であり、財政に占める援助の比重が大きなア

フリカにおいて、従来からの援助様式の見直しと新しい様式の試行が本格化

したのは自然な流れといえよう。

従来の主たる援助様式は、専門家の派遣や機材供与、学校建設、道路整備

など、人やモノ、サービスを通じた方式が中心であった。この方式は、一定

の目的、期間、予算、組織等を有するいわゆる「プロジェクト」型援助とも

いわれる。技術協力の範疇のみならず、わが国の無償資金協力や有償資金協

力も「資金協力」とは称しているものの、基本的にはこのプロジェクト型の

援助方式が主体である（ノンプロジェクト無償、商品借款等は除く）。

これに対し、近年、人やモノ、サービス等を「直接」途上国に供与するの

ではなく、一定の開発戦略を途上国政府と市民社会、ドナーなどの関係者が

共同で形成し、その戦略及び使途先に沿って、ドナーが（場合によっては政

府の予算体系に組み込んで）援助資金を相手国政府の口座に直接「振り込む」

新しい援助様式（直接財政支援やコモン・ファンド）が生み出され、既に試

行されている。一時期の（2001年ぐらいまでは）ドナー・コミュニティでは、

資金供与を軸とするこの新しい援助様式を専ら「プログラム型援助」と呼び、

プロジェクト型援助と相対して位置付けることが大勢を占めていた。

この新しい援助様式は、従来のプロジェクト型援助が、政策との整合性や

案件間の連携が弱く、案件が重複したり、マクロ経済運営のフレームワーク

や公共支出計画等との整合性に欠けるなど、「非効率」であったとのドナー

自身の（特にアフリカでの）反省から生まれたものである。

双方の違いは、特にプロジェクト型が「個々の」開発活動レベルで活動を

管理するのが基本であるのに対し、新しい援助様式では活動の管理を「面」、

すなわちセクター・イシューレベルで行い、その開発・経常予算を含めた財

政全体を把握することにある。
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ただし、プロジェクト型援助についての批判は、特に従来の欧米流の援助

方法（例えば、案件のために特別の部署［Project Implementation Unitなど

と呼ばれる］をドナーの資金で構築する方法等）に向けられており、途上国

のオーナーシップと自助努力、持続性を重視した「わが国流」の従来の援助

方式は、このような批判に当てはまらない部分もある。また、プロジェクト

型援助は、結果に至るまでのプロセスが比較的単純でドナーのかかわりも直

接的なため（経常予算という日常のメンテナンス支出がスムーズにいけば）、

カウンターパート組織側の予算管理・調達能力など比較的左右されずに、

「結果を得やすい」メリットもある。

一方、新しい援助様式（資金供与型）の実施には、当該国政府の会計シス

テムが整備されていることや、「適正な（少なくとも援助国が認める）」開発

戦略（実施計画）が策定されていることが前提となるが、そもそも途上国で

はこのような条件が整っている国はほとんどなく、援助資金の不正使用の可

能性とそれを防ぐコストの問題など多くのリスクを抱えているのも事実であ

る。新しい様式を実施すると標榜する援助国が増加している一方で、実際の

実行（ディバース）がなかなか増えないのはこの制約によるものと考えられ

る。

これらの「リアリティ（現実）」の帰結として、新しい様式（資金型）の

徹底を強く主張する援助国も依然あるものの、現在では、双方の援助様式の

メリット、デメリットを踏まえ、プログラム型援助がプロジェクト型と新し

い援助様式を包括するような形で認識されるようになってきた。すなわち、

プログラム型援助は、途上国の開発戦略の形成とモニタリングについては

「一定のルールの下」途上国政府とドナーが共同で行うが、開発活動の実施

そのものについては、ケースバイケースでプロジェクト型、新しい様式など

から選択し実施するという形である。セクター・ワイド・アプローチ

（Sector Wide Approaches: SWAps）はもとよりPRSPへの支援の基本形は、

広義にはこの定義によるものと位置付けられよう。

現在の援助アプローチの特徴は、マクロとミクロすなわち援助理論や戦略

から援助手法までが相互に関連しながら密接にリンクしていることである。

本節では援助様式つまり中間レベルを中心に論じたが（援助理論や戦略面は

「１－２　開発アジェンダの貧困問題への集約」、及び「１－３　国際開発イニ
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シアティブの変遷」で触れた）、現在行われている援助アプローチの改革は、

ドナーの調査団の派遣時期調整や調達手続き共通化などの援助手続きの細部

にまで及んできている。ここでは紙面の都合上、詳細に触れることはできな

いが、これらの援助改革にはドナー・コミュニティでの主導権争いや外交的

側面、営利的・経済的側面が色濃く影響しているとも憶測でき、「政治経済

的」側面を無視し得ないと思われる。本件を検討する際には、途上国支援の

効率性・質の向上とともに、ドナーの自国民・政府へのアカウンタビリティ

（説明責任）の確保という２つの要素のバランスをとることが重要であろう。
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３．援助戦略・アプローチに関する一考察

３‐１　基本的認識

３‐１‐１　レジームの変遷
ミレニアム開発目標（MDGs）の達成に貢献することは国際的なコンセン

サスであり、わが国も今後強いコミットコメントを行うことを既に正式に表

明している。しかしMDGsはあくまで目標であって、決して「戦略」ではな

い。PRSPは今後MDGsを達成するための、途上国・先進国共通の国別の開

発戦略となると考えられる。ここで、PRSPは最大74ヵ国が対象であり、す

べての途上国を網羅するものではなく、特にわが国の主たる援助対象国は東

アジアでありPRSP策定対象国は少なくPRSPのインパクトは小さいという

指摘もできよう。

しかし、同様に70数ヵ国を対象として適用された構造調整プログラムが、

1980年代半ばから1990年代末まで、広く途上国全般に市場経済化の一大潮流

をつくり出し（石川（1994））、途上国の政策に影響を与えるばかりか援助国

側にも極めて大きなインパクトを与えたことは、記憶に新しいところである。

Krasnerによれば、国際レジームとは「所与の国際関係の領域においてアク

ターの期待が収斂する明示的もしくは非明示的な原則、ノモス（慣習・道徳）、

規則、あるいは意思決定手続きの組み合わせである」とされる（浦野（1997））。

またRuggieは、国際レジームを「一定のグループを構成する相互の期待、

ルールと規則、計画、組織力、及び国際決済の一致といったものの組み合わ

せ」と位置付けている（浦野（1997））。このような視点から、構造調整を巡

る一連の開発活動は、「構造調整レジーム」と呼ぶことができる。

PRSPを巡る諸活動は、オーナーシップ（途上国主導）やパートナーシッ

プなどの基本理念や、国民参加及び援助協調の上策定されるプロセス、公共

支出管理との緊密な結びつき、結果重視の考え方によるモニタリング・シス

テムの構築など、さまざまな概念、アプローチ、手法からなる総体的・包括

的なものである。これらのPRSPの基本的考え方やアプローチ等が、「援助

協調」を通じて幅広くドナー・国際機関に共有され、PRSP対象国以外の

国々にも適用されるケースが広がっていく今日の状況を見れば、PRSPはポ
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スト構造調整として、新しいレジームととらえることが妥当である。

途上国においてPRSPが実質的な国家開発計画となる場合が多い中、貧困

削減を等しく国家の最高の開発目標とすることは、対象国民層を限定するこ

とにもなりかねず、依然、議論を呼ぶ問題ではある。しかし、仮にPRSPの

名称が変更されたとしても、内包する「開発アプローチ」そのものの潜在能

力は高く、これから10年以上はさまざまな改良を加えられて持続するものと

考えられよう。従って、ここでは便宜上これを仮に「PRSPレジーム」と名

付けることとしたい。

このPRSPレジームの特色の一つは、「網羅的・多様的」な点である。各

先進国・国際機関等は援助協調を通じて独自の役割を設定し、効率的な質の

高い援助を行うことが求められる。経営環境の変化を鋭敏に感じ取り、経営

戦略を迅速に対応させることが民間企業が生き残る鉄則とされるが、ドナー

も然りであり、自らの戦略を形成する際にはこのレジームの変化をまず認知

し、次に積極的にかかわることによって自らのアイデンティティを主張、発

露していくことが重要である。そのための課題について、次項で検討したい。

３‐１‐２　9.11事件以降の援助の戦略性
冷戦終了後、援助の「脱イデオロギー化」が進み先進国は内国問題重視の

立場をとるようになっていたが、2001年９月11日の米国同時多発テロ事件を

契機として、世界の援助の潮流はまた新しいフェーズに入りつつあるのでは

ないだろうか。米国は、「テロと貧困」問題への対応のため、2006年までに

現在の開発援助予算額を50％増額するとし、既に2003年度分として11億ドル

の増額を国会審議に付した。その運営組織として米国国際開発庁（The

United States Agency for International Development: USAID）とは別の機

関（Millennium Challenge Corporation: MCC）の設置を計画している。こ

の増額分による援助の方式は一種の「スカラーシップ（育英資金）」であり、

あらかじめ設定された約15の基準を自ら満たした国・機関のみの要請プロジ

ェクト・プログラムに対して援助が実行される。この基準では特に汚職度や

民主化度などから構成されるガバナンスの指標が重要とされる。また、この

MCCの意思決定組織は、国務長官以下の閣僚から構成され、「戦略的な」視

点から援助が決定されるであろうといわれている。
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一方で、英国は、MDGsを達成するためには、いまだ大幅に不足している

開発資金額を動員するための国際的な枠組みとなる「国際資金支援制度

（International Finance Facility: IFF）」の発足を主張している。詳細は明ら

かになっていないが、現在英国が世界各国で強力に推し進めている一般財政

支援の試みを、ある意味でグローバルな形で展開しようとするものともいわ

れている。強烈な国際イニシアティブを発信することによって、国際場裏を

リードしようとするこの動きは、米国とはまた違った形の援助の戦略的活用

方法ともいえよう。

これらの援助の再戦略化の動きは、近年のセレクティビティやLICUS

（Low Income Countries Under Stress）を巡る議論をベースとした、ガバ

ナンスのレベルに対応して援助を積極的に行う国と限定的に行う国に「差別

化」していくという路線と共通項を見いだすことができる。

わが国も、冷戦構造の終焉という大きな歴史的転換点を経て、地域紛争や

テロ事件などが各地で勃発する中、わが国としての理論とアプローチを持ち、

国際的な貢献を担っていく必要がある。最近では、アフガニスタンの紛争後

の復興・開発に積極的な支援を行っているのみならず、スリランカやインド

ネシアのアチェ問題などでも平和構築・紛争予防の観点から積極的な支援を

行う姿勢を強く打ち出している。今後も平和国家を標榜する日本がこの方面

で積極的な役割を果たしていくことは極めて重要と考えられる。

３‐１‐３　開発主体の多層化
NGOを含む市民社会の活動が近年極めて活発化している。IMF・世銀や

WTOの年次総会などの国際会議の開催地で、NGOが極めて激しいアピー

ル・運動を繰り広げることがその活動活性化のある意味での「象徴」とも見

られる。いまや、NGO、市民社会は開発の「主役」の一人であり、国際会

議でも「代表」として位置付けられるようになってきている。途上国でも、

PRSPや開発プログラムの策定・モニタリングなどでは市民社会の参加は欠

かせず、政府が果たせない機能を担っている。わが国でも、NGOや地方自

治体などの中央政府以外のパートナーが、国際協力の活動を盛んに行うよう

になってきている。

一方、先進国の農産物に対する補助金は、年間約3500億ドル（2001年）に
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Box１‐４　MCA、MCCとIFF

MCA（Millennium Challenge Account）とMCC（Millennium
Challenge Corporation）

モンテレイ国連開発資金国際会議に先立ち、2002年３月に米国のブッシュ大
統領は、途上国の経済成長による貧困削減を目的として３年間で対外援助を年
額50億ドル増加させることを表明した（これは米国のODA予算の約50％の増
加にあたる）。この増額分はMCA（Millennium Challenge Account）という新
たな特別会計から拠出される予定であり、これを運営する組織としてMCC

（Millennium Challenge Corporation）が創設される予定である。
MCA及びMCCに関する法案は2003年５月に上院の外交委員会で審議され、

その後、議会で諮られる予定である。2003年３月現在のMCA及びMCCに関す
る概要は以下のとおりである。

MCAは①法の遵守、汚職防止、人権尊重、政治的自由の保障などの公正な
ガバナンス、②教育や保健分野における人材育成、③市場の開放や企業支援な
どによる経済的自由の促進、の３つに取り組む貧困国に対して支援を行うもの
である。これらの３分野について16の評価基準が定められ、この基準に即して
対象国が選定される。また、これらの評価基準に基づいて当該国の取り組みの
進捗状況や成果を測り、その結果を公表して透明性を保つとしている。

MCCは国務長官を長とする閣僚レベルで構成される理事会によって監督さ
れ、最高経営責任者は大統領から任命される。MCCの職員数は100人程度とな
る予定であり、官民の関係機関から人員が期間限定で派遣される予定である。
法案では、効果的に事業を実施するためにMCCには柔軟な権限を与えるとさ
れている。

2003年６月現在、MCAとMCCについては米国議会にて最終審議中であり、
最終的な予算と運営体制は今後議会で決定される。

IFF（International Finance Facility：国際資金支援制度（仮称））
2002年11月に英国のブラウン財務相が設立を提唱した、ミレニアム開発目標

の達成に必要な開発援助の追加資金を調達・配分する多国間の枠組み。ガバナ
ンスが良好で健全な政策を実施している途上国に対して長期的な援助を行うこ
とを原則とし、各国からの援助資金に加えて、国際資本市場も活用するという
構想である。これによって、開発援助資金総額を現在の年間500億ドルから
2015年に向けて年間1000億ドルに引き上げることを目標としている。
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も上り、同年の政府開発援助総額の約570億ドルの６倍強となっている。ま

た先進国の保護政策が途上国に与える損害は、年間1000億ドル以上といわれ、

総援助額の約２倍に相当している。またいうまでもなく、貿易と投資という

民間の経済活動は援助の総額をはるかに超過しており、最近では、貧困削減

と貿易・投資の関係に注視し、ネガティブなインパクトを減じながらプラス

の効果を狙う試みが国際場裏で活発である。

このように現在では、開発を担う「主体」が重層化、多様化していること

が特色である。ODAも総体的な開発諸活動・パートナーの「一部」として

明確に位置付ける必要があり、その際の視点としては、政府、民間部門、市

民社会の機能のあり方を途上国・わが国の双方の中で考えなければいけな

い。持続性の確保と本来のあり方を考えれば、主役はあくまで民間部門と市

民社会であり、政府の活動の一部であるODAの役割はこれらプレーヤーの

「補完と制度づくり」であることをまず再認識し、その重層化に積極的に

「触媒」としての機能を果たすことが重要であろう。

３‐１‐４　援助協調と援助手法・手続きの見直し
援助資金の効率的利用のため、途上国のオーナーシップの下、援助国同士

が援助活動（プロジェクト／プログラム）の調整を行う「援助協調（調整）」

が近年一層活発化している。アフリカはもとより、新しい援助対象国（アフ

ガニスタン等）でも初期の段階でまず緊密かつ「激しい」援助協調が行われ、

開発計画や援助戦略が決められ、実施されていく。近年の援助協調は、従来

のプロジェクト・レベルでの調整を中心としたものから、セクター戦略レベ

ルあるいは国家開発戦略レベルでの調整をも行うようになってきている。さ

らに、財政・資金援助、セクター・プログラム、手続きの共通化などの推進

といった援助手法等の見直しをも議題あるいは実践として含めるようになっ

ている。

わが国は一貫して、援助協調については積極的な姿勢を有していたが、ど

ちらかというと従来型のプロジェクトレベルでの二国間協調が中心であり、

近年、徐々に戦略レベルでのマルチ（多様なステークホルダー間）の協調を

も積極的に取り組み始めたところである。協調を通じ、質の高い効率的な戦

略を共同で策定し、それに基づいて援助を行うことは極めて重要であり、逆
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にいえばそうした協調を行わない援助は、実施自体が難しくなる傾向にあり、

積極的な意味でもあるいは「好むと好まざるとも」、今後ともわが国は援助

協調を強化する必要性は高い。ただし援助様式を一般財政支援やコモン・フ

ァンド支援のみにするべきという主張や、調達手続きを含む援助実施上の手

続きを急速に画一化しようとする動きには検討を要する。しかしもとより、

援助資金を効果的・効率的に使用し、途上国の厚生拡大を図るためには、援

助アプローチ、手法・手続きのたゆまぬ改善・改革は必要不可欠であり、こ

のような国際場裏の改善・改革の動き・試行をレビューし、妥当なものは取

り上げ、また建設的な施策を実施・発信することが必要なことは論を待たな

い。

３‐２　援助戦略・アプローチ上の今後の課題

今まで述べてきた基本的認識から導かれる、JICAあるいはわが国共通の、

援助戦略・アプローチ上の今後の課題は、次のとおりである（各論でも述べ

られている具体的な今後の課題も参考にして、優先順位が高く、早急に取り

組む必要がある課題をここでは列記した）。

①援助戦略上の課題：貧困削減と成長や貿易・投資との関係、平和構築

②援助アプローチ上の課題：能力開発、セレクティビティ（選択的援助）、

適切な援助モダリティ、オーナーシップ・パートナーシップ・アカウン

タビリティの関係整理

③日本の経験とリソースの活用：経験の体系化、市民参加

３‐２‐１　援助戦略上の課題

わが国は、「貧困削減には成長が重要」という点をこれまで強調してきて

おり、これは理論上も実証上も「正統」な主張と考えられる。しかし、政策

レベルや予算配分面などの具体的な実践レベルになると、十分な見解や方針

が存在しているとは言い難い。Pro-poor growthという概念は、具体的な施

策面では理論的にもまだ十分には検討されておらず、ドナー間でもコンセン

（１）貧困削減と成長、貿易・投資との関係
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図１‐２　援助戦略・アプローチの流れ・概念図
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サスを得られていないが、普遍的に言及されるものである。この概念を、例

えばわが国は「経済成長を通じた持続的な貧困削減」と解釈して、日本独自

の見解、施策を生み出す研究を行うことなどが必要であろう。また、直接貧

困削減につながる社会開発的なセクターへの支出（pro-poor targetへの支

出）と、それ以外の支出（broad-based growthへの支出）の「最適な」バ

ランスについての研究も有用であろう。これらの研究を利用して、DACな

どの国際的な舞台で、ドナー共通のガイドラインづくりなどを行うことも有

意ではないだろうか。

また、貿易・投資と開発の問題は古くから議論されている「古典的なアジ

ェンダ」であるが、貧困削減を開発あるいは援助の究極的な目的とする風潮

の中、近年、「貿易・投資と貧困削減」の関係が注目されてきている。従来、

“貿易・投資は成長のエンジン→成長は貧困削減の必要条件→従って貿易・

投資は貧困削減に重要”、という２段階の論理で議論されてきた傾向があり、

双方の直接的な関係については、確固たる結論がいまだに出ていない極めて

新しいテーマである。国際会議やサミットなど国際場裏では、理論的裏付け

よりも先立って議論がなされ、具体的行動が検討されているともいえる。従

って、このテーマについての研究やそれに基づく援助の実施の検討は意義あ

ることである。

平和構築については、1992年に発表された政府開発援助大綱や、1998年の

政府開発援助に関する中期政策でも、わが国は積極的に取り組むことが打ち

出されており、2003年度に改訂予定の政府開発援助大綱ではより明確に平和

構築分野（平和の定着、及び国造り）を重点分野とすることが検討されてい

る。JICAにおいても、平和構築支援を一層積極的に進めるための体制整備

を行っているところである。このように平和構築が重視されている背景には、

内戦終結後、ますます世界各地で多発する紛争やテロがあり、その後の復

興・開発支援に対するニーズが高まっているとともに、開発に多大な負のイ

ンパクトを与える紛争の予防に向けた取り組みが重視されていることがあ

る。2001年の米国同時多発テロを契機として、紛争とテロへの関心はますま

す高まっているといえる。

（２）平和構築
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平和構築のためには迅速かつ柔軟な復興支援、紛争予防や再発防止のため

の包括的な取り組みが必要であるが、それを可能にするような制度の構築や

人材育成、安全対策の充実、紛争に関する情報収集・分析能力の向上、平和

構築の支援経験の蓄積・整理などの課題がある。また、通常の開発協力にお

いても利害対立を助長しないような配慮が必要である。

また、国家の保護のみに依存することなく、人間の生存・生活・尊厳を脅

かす紛争と貧困の脅威を取り除こうとする新たな安全保障の枠組み、すなわ

ち「人間の安全保障」という人間個人に直接焦点を当てたアプローチについ

ても、今後日本の援助に具体的にどう活かしていくかについて早急に検討し、

それを実行につなげ、また国際的に発信していくことが重要である（Box

１－５参照）。

Box１‐５　「人間の安全保障」とは

人間の安全保障（Human Security）とは、人間の生存・生活・尊厳に対す
る脅威への取り組みを強化しようという考え方である。人間の安全保障を考え
る上で最も重要なことは、人間の自由と創造的で価値ある人生を生きていく豊
かな人間の可能性を確保することである。

冷戦後の国際社会においては、貧困、環境破壊、国際組織犯罪（薬物や武器
の密輸等）、HIV/AIDS等の感染症、紛争、対人地雷などさまざまな脅威が個
人の生存・生活・尊厳を脅かしている。このような脅威に対処していくために
は、政府が国の安全と繁栄を維持し、国民の生命、財産を守るという伝統的な

「国家の安全保障」の考え方だけでは対応することが難しくなりつつある。各
国政府に加え、国際機関や非政府組織（NGO）を含む市民社会等のさまざまな
主体が協力し、個々人が自らの可能性や能力を発揮できるような社会をつくり、
持続させていくことが社会全体の発展のためにも重要になっている。

日本は21世紀の国際協調の理念として「人間の安全保障」を設置し、2002年
度までに累計約229億円を拠出して人間の安全保障に関するプロジェクトを支
援してきた。2000年９月の国連ミレニアム・サミットでは、森総理（当時）は
人間の安全保障を日本外交の柱の一つと位置付けた。さらに、2001年１月に世
界的有識者をメンバーとする人間の安全保障委員会を設置し、人間の安全保障
に対する考え方を深めた。元国連難民高等弁務官の緒方貞子氏とノーベル経済
学賞受賞者のアマルティア・セン氏が共同議長を務めるこの委員会は2003年５
月に、紛争と開発の両面にかかわる事項に対する包括的な取り組みを提唱する
最終報告書を発表した。

出所：外務省ホームページ（http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/hs/kikin.html）
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３‐２‐２　援助アプローチ上の課題

公的部門の中堅実務レベルに対する技術移転に焦点を当てる従来のJICA

の援助アプローチは、アジア諸国を中心に有効性を発揮してきた。しかし、

開発途上国のニーズの多様化と開発主体の多層化の中で、こうしたアプロー

チを見直すことが必要とされつつある。すなわち、公的部門の中堅実務層に

対する日本の技術の移転に重点を置いてきた従来のアプローチを、引き続き

公的部門を中軸としつつも、市民社会や民間セクターを含む社会全体の潜在

的な能力の開発を多角的に促進する方向性を模索することが求められてい

る。また、ガバナンスが脆弱なアフリカなどに対しては、アジアに対するよ

りも包括的で幅広い能力開発が必要とされている。

ガバナンスのレベルに応じて支援アプローチを変えようというセレクティ

ビティの考え方は、理念上は否定しにくいが、実際の運用となると基準の問

題や適用の問題があり、極めて困難かつ危険な要素を含んでいる。ガバナン

スが悪い国、特に紛争国に対する支援のあり方や手法について、わが国とし

ても早急に検討を行い、方針を明らかにする必要がある。また開発が貧困に

与える影響についても、その相関関係の解明と施策についての研究が必要で

あろう。

急速な援助協調の展開の中、一般財政支援やコモン・ファンド支援などの

新規援助モダリティ（援助様式）に移行すべしとする一部ドナーの強い主張

に対し、わが国は、途上国のオーナーシップを尊重し、他ドナーとのパート

ナーシップ構築等の観点から、各国の状況に応じた適切なモダリティを途上

国自らが選択すべきと主張してきた（ただし、わが国は新しい援助モダリテ

ィを否定しているわけではなく、それに対応した援助制度を設けるなどさま

ざまな試行を行っている）。

しかし、「その国にとって適切な援助モダリティとは何か」については、

いまだ具体化されておらず、今後、開発経済学や行政学的な理論的支柱の下、

（３）適切な援助モダリティ：援助の有効性の確保に向けたアプローチ

（２）セレクティビティ（Selectivity：選択的援助）への対応

（１）能力開発（Capacity Development）
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具体的な援助アプローチを構築しなければならない。その際には、援助の予

測性やファンジビリティ（資金流用可能性）などの問題にいかに対応できる

かが一つのポイントとなろう。

PRSPの基本理念をはじめ国際的なコンセンサスでは、援助実施上最も重

要な理念・留意点として、途上国のオーナーシップを尊重し強化することが

うたわれている。しかし、オーナーシップの定義はいまだ不明確であり、モ

ニタリングの指標や手法、その強化の手段などもコンセンサスを得ていない

状況にある。

また実際のPRSP策定プロセスなどでは、途上国政府は自国民よりもドナ

ーへのアカウンタビリティ（説明責任）を優先する傾向にあり、途上国のオ

ーナーシップは、ドナーへのアカウンタビリティを担保する範囲で許される

といった現実が、多く見られる。

パートナーシップは、複数の主体間でさまざまな関係を持つが、例えば、

政府と市民社会との関係では、市民の開発への幅広い参加は、質の向上など

の前向きな側面に加え、要するコストや時間などの面を十分考慮する必要が

あり、論議を呼ぶテーマである。

従来から、「要請主義」など途上国のオーナーシップを尊重する方法で援

助を実施してきたわが国としては、オーナーシップ、パートナーシップ、ア

カウンタビリティの３者の関係を明らかにし、特にオーナーシップについて

理論的深化と強化のための具体的方策を至急検討する必要がある。

３‐２‐３　日本の経験とリソースの活用

わが国の弱みとして、事例を理論に昇華（フィードバック）しきれないと

いう面があり、これまで何十年にもわたって培ってきたわが国自身の開発と

援助の経験を十分体系化していない。わが国独自のアプローチは、机上の理

念だけでは生み出すことはできず、事例研究、現場での試行を通じて体系化

し得るものである。「計画→実施→評価」のわが国の援助事業サイクル各段

（１）経験の体系化：わが国自身の開発の経験と、これまでの援助の経験
の事例研究と集約化、フィードバック、発信

（４）オーナーシップ・パートナーシップ・アカウンタビリティの関係
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階におけるノウハウ、手法等の体系化や、ある分野における日本自身の開発

の経験や援助経験を整理、体系化する必要があろう。

開発主体の多層化や途上国のニーズの多様化に伴い、開発援助に参加する

国内の層も従来の官を中心とした層からNGO、地方自治体、大学、民間企

業、一般市民と多様化している。国際協力に参加することにより、参加した

人や組織は自らの価値を見直し、誇りを持ち、国際的な関心や理解も深まる。

つまり、市民参加の促進は日本国内の活性化にもつながるといえる。JICA

においても、市民参加を促進する各種事業を拡大しているところであるが、

途上国のニーズと日本国内のリソースのマッチングや国際協力に必ずしも慣

れていない人や組織が持ち味を発揮できるような側面支援、手続きの簡素

化・迅速化などが課題となっている。

（２）市民参加

表１‐１　援助戦略・アプローチの基本的認識と今後の課題の対応

援助協調と
手法見直し

開発主体の
多層化

戦略化・
平和構築

レジームの
変遷

基本的認識

今後の課題

貧困削減と成長、貿易・投資

平和構築

能力開発

セレクティビティ（選択的
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適切な援助モダリティ

オーナーシップ等
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日
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●
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出所：筆者作成。
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１．概観

１‐１　開発経済学における援助戦略・アプローチの変遷

開発経済学は、第二次世界大戦後に生まれた、比較的新しい経済学の分野

である。戦後独立した旧植民地の国々の経済発展をどのように考えるかにつ

いて、「絶えず変動を繰り返しながら、より有効な仮説の提示とより有効な

開発戦略を求め続けた」 実践的な経済学であるといえる。

以下に、開発経済学のアプローチの変遷を概観する。

1950～1960年代の開発経済学の主流となったのは、構造派アプローチであ

る。構造派アプローチでは、途上国の発展を制約する主な要因は一次産品輸

出に依存した経済構造と供給側の硬直性であり、資本蓄積による工業化が開

発の鍵であるとされた。また、途上国の経済構造は先進国の構造とは異質で

あると考え、途上国では市場がさまざまな理由により十分に機能しない（市

場の失敗）ため、政府主導による工業化が開発戦略の要であると位置付けた。

開発援助は、貿易・投資と並んで途上国の２つのギャップ（資本ギャップと

外貨ギャップ）を埋める働きをするとされ、十分な資本蓄積により成長が軌

道にのれば、トリクルダウン1効果で成長の恩恵は国のすみずみまで行き渡

り、貧困は減少すると考えられた。この時代の援助の中心となったのは、発

展の前提条件であり、外部経済効果の大きいインフラ部門（運輸、発電、灌

漑、通信）への大規模な投資であった。

1950～1960年代：構造派アプローチの時代

第２章

開発経済における援助戦略・アプローチの動向とその特徴

1 トリクルダウン仮説とは国全体が成長すれば自動的にその恩恵が国の隅々まで行き渡り、貧
困も削減されるというもの。
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世界全体が高度成長を経験した1960年代に、先進国と途上国の経済格差が

増大し、途上国の中でも経済格差が拡大したことが明らかになると、トリク

ルダウン仮説にも疑問が呈されるようになった。成長至上主義の開発戦略が

批判され、経済成長のみでは貧困削減を実現するのに十分ではないという認

識が広まった。

1970年代には、雇用を促進するような成長や「成長からの再分配」戦略

（社会全体の資本・所得の増加分を貧困層に有利になるように再分配する戦

略）が代替案として提案された。また、途上国に不足しているのは、物的な

インフラ資本のみではなく、人的資本への投資（教育・保健）が重要である

という考え方が中心となった。1970年代の世界銀行はマクナマラ総裁（1968

～1981年）の下で、理想主義の時代を迎え、従来のインフラ建設重視型から

大きく戦略を転換し、農村と都市の絶対貧困の撲滅に向けて、人間に必要な

基本的ニーズ（Basic Human Needs: BHN、教育、健康、安全な水、栄養、

家屋などを指す）の充足を中心とした援助を行った。

またこの時代は、「新国際経済秩序（New International Economic

Order: NIEO）」形成の機運が盛り上がった時期でもあった。これは、1973

年の第一次石油危機を契機に、途上国が、北の豊かな国による南の貧しい国

に対する歴史的に形成された支配・被支配関係の是正を求めたものであっ

た。1974年の国連資源特別総会では、途上国のイニシアティブの下に、世界

秩序（特に国際貿易、国際金融、技術移転の分野）の根本的な再編成を目指

した「新国際経済秩序樹立に関する宣言」が採択された。

1980年代に入ると、開発経済学は大きなパラダイム展開を迎えた。1982年

のメキシコの債務危機を引き金に、石油ショックを発端とした累積債務問題

への対応が途上国の緊急かつ最重要課題となった。国際金融システム破綻の

危機に対応する必要性が、貧困の撲滅、ベーシック・ニーズの充実、NIEO

の樹立といったそれまでの中心的な開発課題に代わって課題の中心となっ

た。1980年前後に英国（サッチャー政権）と米国（レーガン政権）で保守派

1980年代：新古典派経済学アプローチと構造調整

1970年代：人間の基本的ニーズ（BHN）、新国際経済秩序の勃興
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の政権が誕生すると、市場主義の政策が中心となり、1980年代は新古典派経

済学のアプローチが主流となった。新古典派経済学は、価格メカニズムによ

る市場の調整能力を信頼するアプローチであり、途上国でも先進国同様に市

場は機能すると考えた。そして途上国の発展を阻害しているのは市場を歪め

る政府の介入政策（政府の失敗）であり、市場メカニズムと民間活力導入が

開発の鍵であると考えた。

このような新古典派経済学の流れを受けて1980年代に開発援助の要となっ

たのは、IMF・世界銀行が主導する構造調整であり、債務危機に対応するた

めに、政策の変更を条件にした国際収支支援が実施された。構造調整の中心

となる戦略は、①緊縮財政・金融政策によるマクロ経済の安定化と、②経済

の自由化・民営化という構造改革による効率の向上である。アジアNIES

（Newly Industrializing Economies）（台湾、韓国、香港、シンガポール）の

急速な経済成長は、市場を利用した開放的な輸出志向工業戦略が成功したた

めと理解され、新古典派アプローチの市場万能理論を支える根拠とされた。

1980年代が終わりに近づくと、構造調整の見直しが求められるようになっ

てきた。構造調整が実施されたにもかかわらず、途上国の輸出は停滞し、途

上国への資本流入は減少もしくはむしろマイナスとなり、「失われた10年」

と呼ばれるように成長は回復せず、貧困が増加した。国連児童基金

（United Nations Children’s Fund: UNICEF）は、1987年の『人間の顔をし

た構造調整』で、経済成長の復興と傷つきやすい（vulnerable）人々に対す

るセーフティ・ネットの提供の必要性を強調した。世界銀行は、この批判に

こたえる形で、構造調整プログラムに貧困対策や社会セクターへの融資を組

み込むようになった。

1980年代にアジアNIESが目覚ましい経済成長を遂げると同時に貧困削減

に成功したのに対して、ラテンアメリカは深刻な債務危機に陥り成長は停滞

した。サブサハラ・アフリカ諸国では貧困はむしろ増加し、債務も国の経済

が持続不可能なまでに膨らんだ。また南アジア諸国でも貧困問題は解決でき

なかった。このように多くの途上国で経済状況が悪化したことを背景に、貧

困問題が再び重要な開発課題として認識されるようになった。

1990年代：人間開発、新制度派アプローチの台頭
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世界銀行は、『1990年世界開発報告』のテーマに「貧困」を取り上げ、過

去30年間にわたり途上国が著しい経済発展と福祉の改善を遂げてきたにもか

かわらず、なお10億人以上の人々が貧困の中にあることに注目した。貧困削

減はすぐには開発問題の主流にはならなかったものの、貧困削減は徐々に開

発戦略の主要な位置を占めるようになった（詳しくは、次節を参照）。

同じく1990年に、国連開発計画（United Nations Development

Programme: UNDP）が、『人間開発報告書（Human Development Report）』

という年次報告を初めて作成した。人間開発とは、「人々の選択の拡大過程」

であると定義され、これはセン（Sen, A.）のケイパビリティ・アプローチ2

に基づいている。人間開発報告書によれば、「人々の選択」の中で最も重要

なものは、長寿で健康な生活を送ること、教育を受ける（知識を獲得する）

こと、人並みの生活水準を享受することであり、追加的な選択として、政治

的な自由、人権の保障、個人的な尊厳が含まれる。開発の目的を、経済成長

や人間の基本的なニーズ（Basic Human Needs: BHN）の充実のみならず、

さまざまな選択の拡大とすることで、開発を多面的にとらえたものであり、

これは次節で説明する開発課題の多様化の流れにつながっている。

また、1990年代には、開発における制度・組織やガバナンスの重要性がク

ローズアップされるようになった。新制度派アプローチは、制度を「人々の

相互作用に枠組みを与えるために作り出された制約3」と定義し、制度のあ

り方が開発に重要な役割を果たすと考える。また、政府の規制を撤廃すれば

市場は機能すると想定する新古典派のアプローチに対して、新制度派アプロ

ーチは、途上国では市場が未発達かあるいは欠如しており、経済発展のため

には市場に代わる、もしくは市場を補完する制度・組織が必要であると主張

した。1980年代の構造調整で中心となった「政策を正す（getting policies

right）」に加えて、「制度4を正す（getting institutions right）」も必要であ

2 センは、「ケイパビリティ」（潜在能力）を「ある人が経済的、社会的、及び個人の資質のも
とで達成することのできる、さまざまな『であること』(being)と『すること』(doing)を代表
する、一連の選択的な機能の集まり」と定義し、貧困は基礎的なケイパビリティが欠如して
いる状態であり、開発は個々人のケイパビリティの拡大であるとした。

3 ノース（1994）p. 3
4 ここでいう制度には、国の法・経済制度、民主化の度合い、グッド・ガバナンス、汚職の度
合い、公務員の質などが含まれる。
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るという考え方が広まってきた。再び政府の役割が見直されるようになり、

「市場か政府か」の二者選択に代わって、「市場と政府は互いに補完し合う」

ものであり、政府はやるべきことをきちんと実施しなければならない、とい

う認識が広がった。

１‐２　1990年代以降の開発経済を巡る援助戦略・アプローチの焦点
と課題

1990年以降の開発経済の特徴として挙げられるのは、①貧困削減の主流化

と、②開発課題の多様化・包括化及び開発アクターの多様化であり、また、

③急速に広がるグローバリゼーションについての議論も活発になってきてい

る。

１‐２‐１　貧困削減の主流化
前述のように、1990年には世界銀行が『世界開発報告』のテーマに「貧困」

を取り上げ、UNDPが『人間開発報告書』の作成を始めるなど、貧困に焦点

が当てられた。しかし、1990年代の前半は、冷戦の終結に伴う旧社会主義国

の経済移行問題への取り組みが中心となり、また1997年にタイをはじめとす

るアジア諸国で通貨金融危機が起こり、アジア外にも危機の連鎖が起こると、

その対応が優先事項となった。

これらへの対応が一段落すると、貧困撲滅を開発の究極の目的として位置

付けるドナーが増え、国際会議の場でDAC新開発戦略やミレニアム開発目

標（Millennium Development Goals: MDGs）が採択され、「絶対的貧困を

2015年までに半減する」ことが国際的な開発目標として設定された。また、

世界銀行・IMFと途上国政府が共同で作成する貧困削減戦略書（Poverty

Reduction Strategy Paper: PRSP）が開発戦略の青写真となるようになっ

てきている。

貧困削減が開発の中心命題となるにつれ、長期にわたり1人当たり所得、

食糧生産及び工業生産が衰退している唯一の地域であるサブサハラ・アフリ

カ諸国の問題がクローズアップされるようになってきた。アフリカ問題の核

心にあるのは、経済衰退、１人当たり所得の落ち込み、人口増加、輸出収入
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の損失、海外投資の縮小、壊れやすい生態系の破壊、BHNの欠如、HIV

（Human Immunode ficiency Virus）などの感染症の蔓延、政府の弱いマネ

ジメント能力、不安定な政治社会構造や内戦などである。多くのサブサハラ

諸国が、持続不可能な債務を抱えており、これが開発努力の大きな障害とな

っているという認識が広がり、重債務貧困国（Heavily Indebted Poor

Countries: HIPCs）に対して債務削減が実施されるようになった。

１‐２‐２　開発課題の多様化・包括化及び開発アクターの多様化
貧困の主流化とともに顕著になってきたのが、開発課題の多様化・多面化、

及び包括化と開発アクターの多様化である。前述の人間開発の考え方に見ら

れるように、開発課題はより多面的にとらえられるようになり、経済成長だ

けではなく、社会開発、環境、ジェンダー、制度・組織（法・社会・経済制

度、公共部門改革、汚職撲滅、民主化など）、参加などさまざまな側面が組

み込まれるようになった。そして、このように多様化する開発課題に対応す

るためには、包括的なアプローチが必要であると考えられるようになってき

た。世界銀行の打ち出した包括的な開発フレームワーク（Comprehensive

Development Framework: CDF）は、国のマクロ経済安定化の側面ととも

に、社会的・構造的・人的な側面も包括的に考慮して開発に取り組もうとい

うものである。また、政策やプログラムは当事国が「所有」するものでなけ

れば、成功は望めないというコンセンサスが形成され、「当事国を運転席に

座らせる（put developing countries in the driver’s seat）」こと、すなわち

オーナーシップの重要性が強調されるようになってきた。開発戦略を策定す

る際には、当該政府、国際機関を含むドナー、市民社会の政策対話の強化が

必要であり、この前提として当該政府が国民の意思を民主的に吸い上げるこ

とのできる政治・社会システムの構築が課題となる。開発にかかわるアクタ

ーも多様化し、政府、国際機関に加えて、NGOや民間が果たす役割の重要

性が高まってきた。

１‐２‐３　グローバリゼーションの進展
冷戦の終結と通信・運輸分野での技術革新を背景に、1990年代以降、経済

分野では貿易及び投資（直接投資と間接投資）の自由化が急速に進展した。
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グローバリゼーションの波に乗った途上国が高い経済成長率と貧困削減を達

成してきた一方で、グローバリゼーションに対応できていない国（人々）や

グローバリゼーションから恩恵を得られていない国（人々）も多く存在する。

また、貧困が開発課題の主流となった中で、グローバリゼーションは貧困層

に便益よりもむしろ打撃を与えるのではないかという懸念もある。

東アジア諸国が、貿易・投資の自由化を進め、輸出志向型の戦略を推進す

ることで急速な経済成長と貧困の削減を実現させたことから分かるように、

グローバリゼーションが途上国に大きな機会を提供する可能性をもっている

ことに疑問の余地はないが、いかにより多くの国（人々）がグローバリゼー

ションのもたらす便益を享受できるようにし、またグローバリゼーションに

よる負のインパクトを最小化するようにグローバリゼーションを管理・運営

（manage）するかが課題となっている。

以上のような背景を踏まえ、次節２．では貧困削減に資する成長戦略

（pro-poor growth）について考察し、第３節ではグローバリゼーションと途

上国の開発に関する問題について、特に貿易の自由化、直接投資の自由化、

金融・資本の自由化に注目し、これらの自由化と途上国の問題を検討する。
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２．貧困削減に資する成長戦略（pro-poor growth）

�ここがポイント！
�経済成長と貧困削減の関係は古くから開発経済学の関心テーマであった。

1990年代以降に貧困削減が開発の重要なアジェンダとして再定義されたこ

とで、経済成長が貧困削減に寄与するのか、寄与する場合、どのような政

策がより高い成長と貧困削減をもたらすかに関心が寄せられるようになっ

た。

�今では、成長と分配（及び貧困削減）はトレード・オフの関係にあるとい

う説は支持されておらず、一般的に「経済成長は貧困削減に資する」「経

済成長は持続的な貧困削減の必要条件である」という理解が確立している。

しかし、経済成長が貧困削減の十分条件であるとはいえず、成長率が同じ

でも国や時代により貧困削減率は大きく異なっている。

�何が貧困削減率の差異をもたらすかについて、成長と分配と貧困削減に関

する研究が積み重ねられてきた。成長を促進させると同時に貧困を削減す

る戦略に含まれるべき重要政策については合意ができつつある。「マクロ

経済の安定」「法的・制度的なガバナンスの整備」「貧困層の社会・経済資

本へのアクセスの改善」が特に重要であり、「労働集約的・雇用を生む成

長」「不平等・差別の是正」「農村開発の重視」「貧困層のリスクやショッ

クに対する処置」といった政策も多くの支持を得ている。

�ただし、画一的な政策パッケージをすべての国に適用するというのではな

く、一般的な政策提言に加えて、国の状況を勘案した個別の成長と貧困削

減を実現する政策パッケージを提言することがこれからの課題である。

はじめに

1990年代に貧困が開発の重要なアジェンダとして復活するとともに、経済

成長と貧困削減の関係に再び関心が集まるようになった。実証研究の結果、

「経済成長が貧困削減に寄与する」「経済成長は持続的な貧困削減の必要条件

である」ということは既に確認されている。しかし、国により成長と貧困削
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減の実績に大きな差が見られるため、どのような成長が貧困削減をもたらす

のか、どのような政策がより多い貧困削減を伴う成長を実現するのかに注目

が集まっている。そこで、本節では、成長と貧困削減の関連性（pro-poor

growth）について考察する。

２‐１　貧困削減に資する成長戦略（pro-poor growth）の概略

２‐１‐１　背景・経緯
成長と貧困の関係は古くから開発経済学の関心事であった。貧困削減に資

する成長戦略（pro-poor growth）という言葉は使っていないが、チェネリー

（Chenery）らによる『成長に伴う再配分』（1974）は、貧困層の所得増加を

促進することの重要性を指摘し、成長による増収分を貧困層のためのサービ

スと資産に対する投資に利用することで、裕福なものの所得と資産を減じる

ことなく配分を改善することができると主張した5。そのためには成長は、

①労働集約的で雇用を作り出すもの（貧困層が最も多く保有する資産が労働

力であるため）、②農村中心であり（貧困者の多くが農村に居住するため）、

③貧困層の生活水準に大きな影響を与える活動・商品に焦点を当てたもので

なければならない、と指摘した。

また、1990年の『世界開発報告』で紹介されたbroad-based growthとい

うアプローチも、pro-poor growthの考えと同じ流れととらえられる。世界

銀行はこの報告書の中で、貧困削減の戦略として、①労働集約的な成長、②

人的資本への投資、③ソーシャル・セーフティ・ネットの３つが柱となると

した。

1980年代の構造調整の時代は、債務危機に対応することにまず優先順位が

置かれたが、1990年代に入って貧困問題が再び開発の重要な課題となった。

また、途上国で家計調査などのデータが充実してきたことから、貧困に関す

るさまざまな実証研究が進み、経済成長が貧困削減に役に立つことが確認さ

れた。また、国によって成長が貧困削減に寄与する度合いに大きな差がある

ことから、貧困削減の度合いを左右する原因を探る研究も進んできた。

5 UNDP（1996）p. 56
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さらに、1990年代後半になってグローバリゼーションの負の影響が問題視

されるようになると、経済の自由化に伴って一部の経済は成長したとしても、

国家間または国内の格差が大幅に拡大することで、貧困層はますます貧しく

なっているのではないかという疑問が呈されるようになった。そこで、改め

て成長が貧困削減に寄与しているのか、またどのような政策が成長をもたら

し、かつ貧困削減に資するのかが問われるようになった。

高い経済成長を伴わずに社会指標を改善した例（キューバ、スリランカな

ど）も少数あるが、貧困の削減には経済成長が必要という考え方が開発経済

学の主流となっている。ただし、成長が自動的に貧困削減に結び付くのでな

く、成長は貧困削減の必要条件であっても、十分条件ではない。実際、国や

時代によって成長と貧困削減の間にどのような関係があったかの経験は実に

さまざまである。そのため、なぜ経済成長率がもたらす貧困削減の程度に差

が生じるのかについてさまざまな研究が行われてきた。

この節では、まずpro-poor growthの定義及びpro-poor growthの計測方法

についてレビューする。次に、成長率と貧困削減の関係、同じ成長率で貧困

削減率に差が生じる原因（不平等と成長と貧困削減の関係）について検討す

る。さらに、pro-poor growthをもたらすような政策としてどのようなもの

が提案されているかについて、いくつかの事例をレビューする。

２‐１‐２　論点の整理

pro-poor growthは概ね「貧困削減に寄与するような経済成長」と理解さ

れている。pro-poor growthに関する主な参考文献の定義には「一般的に絶

対貧困を削減する成長の過程6」、「貧困者が経済活動に積極的に参加し、か

つ経済活動から大きな便益を得ることを可能にするような成長7」、「成長を

促進すると同時に貧困も軽減させる」政策8などの説明がされている。また、

どのような政策がより大きな貧困削減をもたらすかについても、すべての人

（１）pro-poor growthの定義及びpro-poor growthの測定法

6 Hanmer and Booth（2001）p. 15
7 Kakuwani and Pernia（2000）p. 3
8 スティグリッツ（2002）p. 127
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が合意する処方箋はできていないものの、後に「（４）pro-poorな成長につ

ながる政策は何か」で見るように基本的に重要な政策が何かについてある程

度の合意ができつつある。

しかし、実際には特に明確な定義をせずにpro-poor growthという言葉が

使われている場合が多く、明確な合意を得た定義はまだ確立されていない。

pro-poor growthの測定方法についても複数の測定法がある。例えば、

Hanmer and Boothは、①貧困者比率を使う方法、②所得の増加分に占める

貧困層のシェア対所得全体に占める貧困層のシェア、③所得の増加分に占め

る貧困層のシェア対所得全体に占める貧困層のシェアの国際基準という３つ

の異なる測定方法を挙げている（Box２－１）。

また、これ以外にも、pro-poor growth indexなど特別な測定方法を使う

場合もある（Box２－２参照）。

Box２‐１　pro-poor growthの測定方法

①絶対貧困線で測った貧困者比率（poverty headcount）
総人口中に占める貧困線以下の人口の割合が減少したかどうかで、pro-poor

growthを見る方法。国間の比較を可能にするために一律の貧困線を決める場
合は、１人当たり１日１ドル（1985年の１ドルを基準に購買力平価で調整）が
使われることが多い。
②所得の増加分に占める貧困層の所得のシェアが、所得全体に占める貧困層の

所得のシェアよりも多いか否かで計測する方法
この方法では、初期の所得分配が非常に不平等な国の方が、初めから分配が

比較的平等な国よりも、pro-poor growthを行うのが容易になる、という欠点
がある（例：この測定方法では、全体所得に占める貧困層の所得のシェアが
２％から６％になった国の方が、７％から８％になった国よりもはるかにpro-
poorの度合いが高くなる）。
③所得の増加分に占める貧困層のシェアが、所得全体に占める貧困層の所得の

シェアの国際基準（例えば、下位20％の国際中央値である5.6％）よりも多い
かで計測する方法
この方法では②の問題点を回避できる。

出所：Hanmer and Booth（2001）pp. 15-16
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Box２‐２　pro-poor growth index による計測：ラオス、タイ、韓国の事例
Kakwani and Perniaは、ある経済成長（プラス及びマイナス）がpro-poorで

あるかどうかを測る指標として、pro-poor growth index（以下PPI）という指
標を提案し、これを使ってラオス、タイ、韓国の３国の経済成長（主に1990年
代）がpro-poorであったかどうかを評価した。

貧困削減は経済成長と所得分配によって決まるという考えに基づき、貧困の
度合いの変化を、①平均所得による変化（所得分配が変わらない条件で、成長
が貧困の度合いに及ぼす変化）と、②分配による変化（総所得が変わらない条
件の下で、所得分配が貧困の度合いに及ぼす変化）の２つに分離した。成長率
の１％増加につき、貧困がπ％変化したと仮定すると、πは、πg（純粋な成
長の影響）と、πi（純粋な所得分配の影響）に分けられる（π=πg +πi）。
pro-poor度は、φ＝π/πgで示される。（�）φ＞１の場合は、成長はpro-poor

（成長により、貧困層は非貧困層よりもより大きい便益を受けた）であり、（�）
0＜φ＜１の場合は、成長は貧困指数を減少させたものの厳密にはpro-poorと
はいえず（貧困は削減されたが、所得分配は悪化した）、（�）φ＜0の場合は、
成長が貧困の増加につながったということになる。

ラオスの場合、1992/93～1997/98年に、年間の実質１人当たりGDPは4.6％増
加した。この間に、所得分配は悪化したものの、貧困指数は貧困者比率で測っ
た場合、45.0から38.4へと減少（毎年3.1％減少）した。つまり、平均で１％の
経済成長が貧困指数0.7％の減少につながった（貧困弾力性は－0.7％）。貧困弾
力性の内訳を計算すると、①純粋な成長の影響は－3.2％（もし所得分配が一定
であったならば、成長により貧困は3.2％減少していた）で、②純粋な分配の影
響は2.6％（もし所得が一定であったならば、所得分配の変化により貧困は
2.6％上昇していた）となった。PPIは、0.21（－0.7/－3.2）で、ラオスの場合、
成長は完全にはpro-poorではなかったことになる。

同様に計算した結果、タイの場合（1988～1998年）は、1997年半ばまでは目
覚ましい経済成長率を達成し、貧困指数は減少した。しかし、もし所得分配が
悪化していなければ、貧困指数はもっと減少していたと考えられる（例：1988
～1992年の貧困弾力性は－0.99％だが、所得配分が一定であれば－3.25であっ
た）。PPIは期間中0.31～0.73で、ラオスよりは高いものの、完全にpro-poorで
はなかった（結論の分類では中度のpro-poorにあたる）。

韓国の場合（1990～1998年）は、1997年の通貨危機までは、高い成長率と、
高い貧困削減を経験した。PPIは、期間中ほとんど１以上であり（1996～1997
年は最高値5.05）、従って韓国の成長は非常にpro-poorであったとしている。

結論では、PPIの解釈の仕方を、φ＜0で成長はanti-poor、0＜φ≦0.33で弱
いpro-poor、0.33＜φ≦0.66で中度のpro-poor、0.66＜φ＜1.0でpro-poor、φ≧
1.0で非常にpro-poorと分類している。

出所：Kakwani and Pernia（2000）
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pro-poor growthについては、このように定義（成長、貧困、不平等につ

いて）や測定方法が論者によって異なるため、導き出される結論が異なった

りすることがあり、議論が複雑になっている9。

また、以前は途上国では長期にわたり比較可能なデータがなかなか取れな

かったため、十分な時系列分析ができず、単時点でのクロスカントリー分析

が中心であったが、最近は家計調査のデータがそろってきた。そこで、新し

いデータ・セットで分析し直すと以前と違った結果になる場合もある。従っ

て、研究結果の分析には、どのようなデータでどのような定義を使っている

のかに注意する必要がある。また、データの改善とともに、これからさらに

実証分析が進むと考えられるので、この分野の研究の進捗を把握しておくこ

とも重要である。

初期の開発経済学は経済成長に重点を置き、貧困削減はむしろ経済成長の

副産物としてもたらされるものと考えていた。この考えを支えたのが、トリ

クルダウン仮説と経済成長における収斂（convergence）理論10である。し

かし、現在では経済成長は貧困削減の必要条件であるとの合意はある11もの

の、経済成長のみで十分な貧困削減が実現されるとは考えられていない。ク

（２）経済成長と貧困削減の関係

9 Eastwood and Lipton（2000）は、以下の７つの点で相違があるために、異なった結論が導き
出されることがあると指摘している。①成長を平均GDPとするか平均消費とするか。②貧困
に絶対貧困を使うか相対貧困（所得の下位20％など）を使うか、貧困ライン以下の所得か消
費か。③不平等をGini係数で測るか、所得/消費のシェア（下位20％など）とするか。④家計
調査データを使うか国民会計を使うか。⑤クロスカントリーデータでサンプル数の多い国

（インドや韓国）のデータが複数入っているかどうか。⑥クロスカントリー分析に、１時点で
のデータを使うか２時点間の変化を使うか。⑦２時点でも１～２年といった短期間の変化か
どうか。

10 収斂理論は、より貧しい国は、より豊かな国よりも早く成長するため、その格差は経済成長
とともに縮まり、最終的には貧しい国は豊かな国に追いつくと説く。これが実際に当てはま
るならば、貧しい国はより早く成長し、その恩恵は自動的に貧しい人に行き渡るので、経済
成長さえ確保できれば貧困の削減が可能という結論になる。

11 Dollar and Kraay（2001）が、1980年代と1990年代における65ヵ国のサンプルに基づき、１
人当たり所得の増加をＸ軸に、所得下位20％（相対貧困）の所得の増加をＹ軸にとって回帰
分析を行ったところ、両者には強い相関が見られた。世界銀行（2000）は相対貧困と絶対貧
困の両方を使って同様の回帰分析を行っており、成長と貧困削減には相関があるという結果
を出している。このように一般的に成長は貧困削減に貢献する（Growth is good for the
poor）という結論が導き出されている。
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ロスカントリー分析で経済成長と貧困削減に統計的に有意な相関が見られる

一方、回帰線を外れた国が多くあり、国によって成長と貧困削減の経験が大

きく異なっているのが現状である12。DACによれば、所得下位20％の所得増

加分のうち、GDPの増加で説明できるのは約半分のみであり、あとの半分

は成長の質、つまり成長の構成と分配と持続可能性に大きく左右されるとし

ている13。

経済成長がどの程度貧困削減につながるかは、増加した所得がどのように

分配されるか（誰の所得になるか）に左右される。そこで、分配と貧困、分

配と成長に関して多くの研究が行われてきた。ここでは、１）所得分配の変

化が成長と貧困削減に与える影響、２）初期の不平等が成長と貧困削減に与

える影響について考察する。

１）所得分配の変化が貧困削減と経済成長に与える影響

経済成長が貧困削減に与える影響は、成長に伴う追加所得がどのように分

配されるかによって変化する。経済成長によって貧困層の所得の割合が増加

すれば、貧困層の所得は平均所得よりも大きく増加し、成長によってこの割

合が減少すれば、貧困層の所得の伸びは平均所得の伸びよりも少なくなるか

らである。

より公平な分配がより高い貧困削減率に結び付くとしても、公平な分配が

経済成長を阻害するとしたら成長は持続せず、成長による貧困削減は期待で

きない。そこで、成長と所得平等がどのような関係にあるかも考慮しなけれ

ばならない。初期の開発経済学では、発展初期段階では不平等の拡大が不可

避であるという考え方が主流であった。この考えを支えたのが、クズネッツ

の逆U字仮説である。クズネッツは、現在の先進国の歴史的な所得分配デー

（３）同じ成長率でも貧困削減率に差が生じる原因

12 貧困削減の成長に対する弾力性（経済成長率が１％伸びるのに伴い、貧困指数が何％変化す
るか）で見ると、貧困層の所得の増加が１人当たり平均所得の増加をはるかに上回っている
国もあれば（中国の３％）、はるかに下回っている国もある（ザンビアの0.2％）。（Hanmer
and Booth（2001）pp. 8-9）

13 OECD/DAC（2001）p. 9
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タ分析に基づき、経済発展の初期には所得分配が悪化し、ピークに達した後

に平均化すると主張した。1960～1970年代に、主にクロスカントリー分析で

クズネッツ仮説の検証が行われ、この仮説が支持された。しかし、近年この

仮説の有効性に対して疑問を呈する研究が出てきており14、現在では成長率

と不平等の変化には体系的な相関は見られないと理解されている。むしろ、

成長に伴う不平等度の変化は国による差が大きく、成長に伴って不平等度が

増加することもあれば（ラテンアメリカの例）、減少することもある（東ア

ジアの例）。

成長率が同じでも国によって不平等や、貧困削減率に差が生じるのは、国

によって成長や不平等をもたらした政策・制度の組み合わせが異なることに

由来し、言い換えれば、政策の違いが不平等や貧困削減の度合いに影響を与

えているためと考えられる。最近の国際的なクロスカントリー調査の集計的

な分析では、安定的な金融政策、国際貿易への門戸開放、適度な規模の政府

といったマクロ経済政策が、平均所得を引き上げると同時に、貧困層の所得

をも引き上げることが確認されている15。しかし、このような基本的な要因

以外で、どのような政策がより多くの貧困削減率をもたらすかを見いだすこ

とは、クロスカントリー調査では難しい。近年、途上国のデータが充実して

きたことから、国を特定したより詳細な分析が進むようになってきた（Box

２－３）。途上国のデータを活用して、セクターや地域により成長構造が違う

ため、所得分配や貧困削減率に差が生じる（農業など貧困層に所得をもたら

す可能性の高いセクターに成長が集中すれば、成長によって所得不平等が減

少し、貧困削減率も高くなるなど）、差異が初期条件の違いによって説明で

きる（貧困削減率の違いが教育水準の違いで説明できる）といった研究が進

んでいる。このような実際の政策提言に結び付く研究がさらに重ねられるこ

とを期待したい。

２）初期の不平等と成長と貧困削減

初期の不平等と貧困削減の関係では、ほかの条件が同じであれば、成長が

14 例えば、Deininger and Squireの研究では、逆U字仮説は支持されていない（絵所・山崎編
（1998）p. 102）。

15 世界銀行（2002）p. 90
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もたらす貧困削減の度合いは、所得分配の平等度が高い国の方が不平等度の

高い国よりも高くなる。これは、既存所得に占める貧困層の所得の割合が少

なければ、（所得格差に変化がなければ）成長がもたらす所得の増加分に占

める貧困層の所得の割合も少なくなるため、成長が貧困削減に及ぼす効果が

制限されるためである16。

Box２‐３　成長のセクター構成と初期条件がいかに貧困削減の度合い
に影響を及ぼすか

インドにおいて1960/61～1993/94年に行われた20の家計調査の結果に基づい
て、世界銀行は15州を比較し、成長が貧困削減につながる度合いが州によって
違いがある原因を調べた。ここで検討されているのは、①どのセクター・地域
が成長したかによって、貧困削減の度合いに違いがあるのではないか（地域・
セクター構成）と、②初期条件の違いから貧困削減の度合いの違いを説明でき
るのではないか（初期条件）、の２つである。

①の地域・セクター構成については、農村地域の成長が都市地域の成長より
も、より高い貧困削減をもたらす（貧困削減弾力性が高い）ことが分かった。
さらに、農村地域の中でも、特に農業とサービス・セクターの成長が貧困削減
に有効であるのに対し、工業セクターの成長はそうではなかった。インドの農
村地域では、より高い農業生産性が、pro-poorな経済成長に重要な役割を果た
した。実質賃金の上昇と収穫高の伸びが、生活水準平均を引き上げ、所得分配
が悪化しなかった。その結果として、絶対貧困が減少した。

②インドでは、非農業産出量（non-farm output）の増加が貧困削減に貢献
したが、非農業産出量に対する貧困削減弾力値は州によって大幅に異なる。こ
れを初期条件の違いで見ると、農業生産性が低く、都市部に比べて農村部の生
活水準が低く、初等教育の普及率が低い州ほど、貧困層は非農業セクターの成
長に参加できていないことが明らかになった。中でも初期条件としての識字率
の影響は大きく、ビハール州（インドの中で最も貧困削減弾力性が低い）とケ
ララ州（貧困削弾力性が最も高い）を比較した場合、非農業産出量に対する貧
困削減弾力値の違いのうち半分以上が、ケララ州の識字率がビハール州よりも
大幅に高いことで説明できた。また、識字率を男女別でみた場合は、男性の識
字率よりも女性の識字率の方が、わずかだが貧困削減により貢献している。

出所：世界銀行（2002）p. 93

16 1985～1990年の途上国を分析した実証研究によると、所得の不平等が低い国では10％の成長
率で絶対貧困者比率を９％改善できるのに対して、所得の不平等が高い国では10％の成長率
は３％しか貧困者比率を改善しない（Hanmer and Booth（2001）p. 10）。
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一方、成長と初期の不平等の関係を見ると、初期の開発経済学では、初期

の不平等は経済成長に必要だと考えられていた。富裕層は貯蓄率が高いため、

より多くの貯蓄がより多くの投資に結び付き、これがより高い経済成長をも

たらすと説明されたのである。従って、公平な分配と経済成長はトレード・

オフの関係にあると考えられていた。しかし、最近の研究ではこのトレー

ド・オフにも疑問が呈され、所得の不平等が少ない方が効率を改善し、経済

成長を促進することができるという実証研究もある17。
　

今のところ、所得の

不平等が成長を阻害するというコンセンサスは完全にはできていないが、資

産（特に土地）やジェンダーの不平等が経済成長にマイナスになるという実

証研究はかなり確立されている。

このように、成長と平等（成長部分の分配の平等及び初期の分配の平等）

はトレード・オフの関係にあるという定説が崩れたため、経済成長とともに

不平等を改善し、貧困も削減するという戦略が検討されるようになった。こ

の後で紹介するpro-poor growth戦略でも、機関によっては積極的に不平等

を改善する政策を戦略に含めている。

pro-poorな成長に資する政策が何かについては完全な合意はないものの、

主要ドナーの間で共通するいくつかの政策はある。以下では、経済開発協力

機構（Organization for Economic Cooperation and Development: OECD）

の開発援助委員会（Development Assistance Committee: DAC）18、スウェ

ーデン国際開発協力庁（Swedish International Development Cooperation

Agency: Sida）19、ドイツ技術協力公社（Gesellschaft für Technische

Zusammenarbeit: GTZ）20、世界銀行21、アジア開発銀行22、UNDP23の６機

（４）pro-poorな成長につながる政策は何か

17 World Bank（2001）pp. 56-57
18 OECD/DAC（2001）pp. 44-46, 51
19 Hanmer and Booth（2001）pp. 18-24
20 GTZのホームページより。
21 世界銀行（2002）pp. 9-29。ただし、世界銀行については、貧困削減の戦略で特にpro-poor

growthの戦略とは言っていない。
22 アジア開発銀行（1999） pp. 5-9
23 国連開発計画（1996）pp. 91-92
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関が提案しているpro-poor growthにつながる政策パッケージを紹介する。

各機関の戦略を比較したものが表２－１であり、政策の内容は表２－２に整

理した。ここでは、概ね各機関に共通する政策について検討したい。

まず、どの機関も意見が一致しているのが、法的・制度的なガバナンスの

整備と貧困層の社会・経済資本へのアクセスの改善がpro-poor growthに含

まれるという点である。法的・制度的なガバナンスの整備にマクロ安定政策

が含まれている場合もあるので（安定した財政・金融政策など）、この３つ

の政策については、成長を促進し、かつ貧困削減に寄与する政策としてコン

センサスが得られていると考えられる。世界銀行とアジア開発銀行は、法

的・制度的なガバナンスの整備の中でも民間の投資に資するような環境の整

備を重視している。貧困層の社会・経済資本へのアクセスの改善には、物的

なインフラ、教育・保健といった社会的なサービス、金融（マイクロ・クレ

ジットなど）や情報へのアクセスの改善、及び貧困層の資産形成に対する支

援が含まれる。

また、すべての機関ではないが、複数の機関が提唱している政策としては、

労働集約的で雇用を生むような成長の促進、不平等・差別の是正、農村・農

業セクターの重視、市場への統合、貧困層に対するリスク／外的なショック

への対処などがある。

労働集約的な成長は、従来から提案されているもので、貧困層の所有する

数少ない資産は労働であり、これを活用できるような成長が貧困層の所得増

加につながるというものである。

不平等・差別の是正には、女性・民族・人種・宗教・階級による障壁を取

り除くことが含まれ、また資産の不平等を減らす手段として、土地改革を提

案している機関もある。UNDPは特に公正に重点を置いている。

農村・農業セクターの重視は、一般に貧困層の多くが農村部に存在するた

めである。SIDAは貧困弾力性の高いセクターを支援することを提案してい

るが、多くの途上国においては貧困弾力性の高いセクターは農村・農業セク

ターである、として農村・農業セクター重視を意図している。

また、市場への統合については、DACと世界銀行は、対外市場への統合

がより多くの雇用や所得増加の機会をもたらすとしている。

貧困層のリスク／外的ショックへの対応については、貧困層が非貧困層よ
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りもリスクやショック対してより脆弱であることを考慮して、特別なセーフ

ティ・ネットの整備（失業対策、食糧プログラム、保険制度など）が提案さ

れている。

表２‐１　各機関のpro-poor growth戦略の比較

DAC Sida GTZ 世界銀行 アジア
開発銀行 UNDP

共
通
す
る
政
策

マクロ経済の安定 〇 △２ 〇

〇 〇 〇

〇 〇 〇

〇 △３ 〇

〇

〇 〇 △１

〇 〇 〇

〇 〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇 △２ 〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇 〇 〇 〇

複
数
機
関
で
共
通
す
る
政
策

労働集約的で雇用を生
む成長の促進

そ
の
他
の
政
策

税制度の改革

中小企業の振興

地方分権化の促進

NGOなどの地域活動
を支援

改革の政治面への配慮

環境への配慮

不平等・差別の是正

農村開発の重視

貧困弾力性の高いセク
ターを優先

市場への統合

リスク／ショックへの
対処

法的・制度的なガバナ
ンスの整備
（民間投資促進に必要
なものを含む）

貧困層の社会・経済資
本へのアクセス改善

△１：アジア開発銀行はグローバル市場に参加する足がかりとしてまず地域統合を重視。
△２：Sidaは経済成長に必要な一般的条件（高インフレを避けるなど）については、ここでは議

論しないと断っているが、これらは経済成長の必要条件に入っていると解釈した。
△３：Sidaは貧困弾力性の高いセクターを優先するべきとし、その結果おそらく多くの途上国で

は農村･農業セクターが該当するだろうとしている。
出所：表２－２を基に筆者作成。
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表２‐２　主要援助機関によるpro-poor growth戦略

●DAC（2001）Guidelines on Poverty Reduction

どのようなpro-poor growth戦略・政策が有効かは、それぞれの国の条件、つまり資源付与、
技術及び人的資本のレベル、歴史的・制度的・社会文化的なコンテクストによって異なるが、
一般的に以下のような主要な条件を満たせば、競争的な市場経済は民間部門の生産性と貯
蓄・投資に有利に働き、経済成長をもたらす。

・法的・制度的なガバナンスの整備（コーポレート・ガバナンスの整備、財務管理・貿易・
労働市場・金融セクター・インフラと土地に関する政策・インセンティブ・制度の改革）。

・マクロ経済の安定（低いインフレ、価格・生産の変動を少なくする、効率的かつ競争的な
市場、貯蓄・投資を促進する政策）と政治的な安定。

・貧困層の資源（土地、金融、人的能力）へのアクセスの確保：マイクロクレジット、社会
サービス（特に教育と保健）へのアクセスの改善、貧困削減を進める財政政策。

・対外市場への統合を積極的に適切に管理する：地域間の経済統合をまず足がかりにするこ
とも可能。

・資産・所得の（ジェンダー、民族、社会、地域間などの）不平等を改善する：土地改革など。

・労働集約的な生産。

・都市偏重を是正し、農業（特に小規模農業）セクターの成長と農村開発を促進する。

・国の持続可能な開発戦略の枠組みの中に成長政策を組み入れる。

●Sida（2001）Pro-poor Growth 

経済構造や不平等／貧困のパターンが国によって非常に異なるため、一般的な政策提言は
あまり意味がなく、pro-poor growthに必要な政策デザインは、国別もしくは少なくとも地域
別であるべき。しかし、最近の研究で、ほとんどすべての低所得国に共通していえることが
いくつか明らかになってきたため、以下の事項を実行または検討すべきとしている。

・貧困削減弾力性の高いセクターを優先する：どのセクター（もしくはサブ・セクター）の
成長がより貧困削減の度合いが高いかに注目する。セクター別貧困削減弾力性のデータが
ない場合は、どのセクターに貧困層が多いかを特定し、比較可能な他国の貧困削減弾力性
のデータを参照する。ほとんどの場合、農業セクターもしくは農村が対象となる。

・好ましい形の成長を実現するために利用できるすべての政策手段を動員する。具体的には
以下の３つに分類できる。
①公共投資（貸付、援助プロジェクト、経常支出などを含む）の配分の仕方から生じるイ

ンセンティブとディス・インセンティブ：優先させるべきセクターへの投資を阻害する
ような公共支出・援助のパターンを改める。

②税制度から生じるインセンティブ／ディス・インセンティブ（特に小規模事業や小規模
の土地の使用について）：多くの途上国で課税が逆進課税になっているのを改善する。
多くの農業中心の経済では、小規模農業の税の負担を軽減し、土地の所有に累進課税を
導入することは有効である。

③市場の失敗への対処。貧困層は、情報を十分持たず、取引費用が高く、リスクに対して
脆弱であるため、市場にまかせるだけでなく、これらを是正する特別な配慮が必要。

・資産（土地、労働、金融資源、人的資本、天然資源、公共インフラなど）の再分配と資産
の新しい創造を検討する：土地改革、初等教育の義務化、マイクロファイナンスなどを通
じて、貧困層の持つ資産への収益を高める。
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●世界銀行 (2001)  World Development Report 2000/2001 Attacking Poverty
（邦訳『世界開発報告2000/2001：貧困との闘い』（2002））

過去10年で得られたさまざまな証拠と体験やグローバル化という変化に基づき、「機会の拡
大（opportunity）」「エンパワメント（empowerment）」「安全保障（security）」３つの面か
ら貧困と闘うための戦略を発展させた。

○機会の拡大

・効果的な民間投資の強化。民間投資家のリスク軽減（安定した財政・金融政策、投資体制、
健全な財政システム、明確かつ透明なビジネス環境）、法の整備、商慣習の歪みや不正の是
正、零細企業・小規模ビジネス支援（信用アクセスなど）、民間部門の制約（特に女性に対
する）の軽減。

・国際市場への拡張。国際市場は雇用と所得増加の大きな機会をもたらす。貿易市場（貿易
による敗者への政策対応、インフラと制度の整備）、資本市場（国内金融セクター開発と同
調した慎重な資本の自由化）。

・貧困者の資産構築。公的支出の焦点を貧困者に（社会・経済サービス）、良質のサービス提
供（公的サービスの改革、民営化）、サービス供給側のアカウンタビリティの向上（サービ
スの選択・実施・モニタリングへの貧困層の参加）。

・成長を促進するような所得安定化政策を検討する：リスク対策として貧困層に社会的な保
護を提供する。貧困層の中でも最も貧しい人々（老人、子供、障害者）は資産をほとんど
持たず、資産を形成することも困難であるため、セーフティ・ネットが必要。貧困層は全
般的に自然・社会経済的なリスクに対して脆弱で、一時的貧困に陥りやすいため、所得平
準化策（income smoothing）を検討する。

・政治的側面を考慮する：上記の政策への賛同者を増やし、反対者を懐柔する策を勘案する
など、pro-poor growthの実行に必要な政治的要件も重視する。

●GTZ Concept for the Working Group on Pro-poor Growth

特定の国でとるべきpro-poor growth戦略というものがどんなものであるべきか/どんな戦
略が可能かについては、まだ議論の最中であるが、少なくとも健全なマクロ経済運営と全体
的な安定性が必要ということでは意見が一致している。これに加えて、経済の構造的・制度
的側面及びpro-poorな直接介入も重要であり、これには概ね以下のものが含まれる。

○構造的・制度的なバイアスの除去

・pro-poor growthを制約するようなマクロ政策（過大評価された為替相場、貿易・金融セク
ターにおける不適切な規制・制度、地域バイアスのある産業地政策や公共投資）を見直す。

・マクロ政策の見直し（高収入者居住地に対する公共サービス（安い水道料金など）への補
助金、主要な受益者が貧困層ではない公立大学（安い授業料）、低価格の住居の供給を妨げ
るような住宅政策（家賃のコントロールなど））。

・労働市場参入に対する人為的な障壁の除去。

・ジェンダー、民族、宗教を理由にした差別の撤廃。

○pro-poorな直接介入政策

・基礎教育、保健、家族計画サービスへのアクセスの改善。

・重要な生産要素（資本、土地など）へのアクセスの改善。

・商品市場へのアクセスの改善。

・中小企業の振興。

・税制度（特に累進課税）。
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・（性、民族、人種、社会的地位による）資産の不平等の改善。公的支出、制度改革、貧困
者の参加などの組み合わせが有効（貧困女性へのマイクロクレジットなど）。

・貧困地域へのインフラと情報の拡張。僻地の貧困地域や都市のスラムへの基本的なサービ
スを提供。

○エンパワメント（国や社会制度の機能の改善）

・政治的・法的基盤の整備。民主的かつ参加型の透明性の高い制度、経済成長と法的平等を
促進する法制度。

・成長と平等を促進する行政。政策を効率よく実行する、腐敗のない行政、市民の公共部門
への参加と監視、貧困者のニーズに対する政府機関の対応を改善する改革。

・分権化とコミュニティの開発。地方への権限委譲（地方の能力強化、財政資源の強化）、監
視のためのメカニズム、コミュニティや家庭の地方の活動への参加。

・男女格差の是正。女児の就学補助、マイクロファイナンスなど。

・社会障壁への対処。階級、性、民族、人種の差別など排他的で不平等な社会構造は、貧困
層の社会の上層部への移動を妨げる。

・貧困者の社会関係資本への支援。社会的な人権基準の確立、社会的ネットワークは、貧困
を脱する鍵となる資本。貧困者を取り巻く法律・規則の改善が必要。

○安全保障

・貧困者のリスク管理への支援。コミュニティ、市場、国のレベルで異なる介入を行う。経
済不況への公共事業計画、災害時の社会基金や食糧供給プログラムなど。

・金融・自然災害のショックの防止。健全なマクロ経済、確固とした金融システム、短期資
本取引の慎重な管理、社会政策プログラムと補助金、災害基金の設置、保険制度の整備な
ど。

・社会的リスクを管理する国家的システムの構築。失業者の労働意欲を奪わない保険と補助
制度、貧困者に対する社会年金や保険など。

・国内の摩擦に対する対応。紛争・内戦の予防（少数派の権利の支援、争いの平和的解決の
ための制度的な仕組みの提示、包括的で参加型の政治など）。

●アジア開発銀行（1999）Fighting Poverty in Asia and the Pacific: The Poverty Reduction
Strategy（邦訳『アジア太平洋地域の貧困と闘う：アジア開発銀行の貧困削減戦略』（1999））

アジア開発銀行では、貧困削減の基本対策として「貧困者を重視する（pro-poor）持続可能
な経済成長」と「社会開発」と「グッド・ガバナンス」を３つの柱としている。貧困者重視
の持続可能な経済成長に必要な主たる要素は以下のとおりである。

・雇用と所得の創出：特に、労働集約的な成長はよりいっそう貧困削減を推進できる。過大
評価された為替レート、輸入・輸出制限、貸付補助金、国有企業への依存を避ける。民間
部門に資する環境の整備、女性及び公的な労働市場から疎外されやすいグループのための
雇用機会、所得創出機会を増やすプログラムの実施（マイクロファイナンスなど）。これに
加えて、インフラ整備、貧困者の自営の機会、健全なマクロ経済運営が重要。

・民間部門の活用：民間部門による貧困者に資する基本サービス提供、物的・社会的インフ
ラの整備を促進する。政府の役割は、民間の役割が拡大するにつれて、所有者・生産者か
ら促進者・規制者へ変化する。

・農村地域の貧困者、都市の失業者に基本的サービスへのアクセス及び自営の機会を提供す
るための介入を行う。
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・地域協力・準地域協力：グローバル市場に参加する足がかりとして、より大きな市場、規
模の経済、分業をもたらす地域協力や準地域協力への参加を検討する。これは特に小国に
有効。

・環境への配慮：自然環境と資源を保全しない限り、成長は持続可能ではない。

●UNDP（1996）Human Development Report: Economic Growth and Human
Development（邦訳『経済成長と人間開発』（1996））

UNDPは貧困削減ではなく人間開発という言葉を使っているが、経済成長から人間開発へ
のつながりを強化するために必要な要素として以下のものを挙げている。

・公正：資金の配分が公正であるほど、所得の増加が生活の向上に反映される。

・優先度の高い社会サービスへの支出：特に基本サービスの普遍的な提供に重点的に資金を
配分する。

・所得増加の機会：雇用創出型の経済成長が必要。

・生産財へのアクセス：土地、資金、施設などの生産財のアクセスを阻む要因を取り除く。

・グッド・ガバナンス：政府が国民に経済成長の成果を享受する機会を与え、国民が公的な
活動に参画する。

・地域活動：多くのNGOや地域グループが政府を補完し、世論を喚起することで人間開発の
優先順位を高める。

２‐２　わが国の援助におけるpro-poor growthのインプリケーション

日本は自らの歴史経験から、経済成長が貧困削減に有効であるという前提

で援助を行ってきた。pro-poor growthも成長が貧困削減に必要という点は

基本的に変わらない。しかし、当該途上国の所与の条件（初期の所得・資産

分配、セクター構造など）によっては、必ずしも成長が十分な貧困削減に結

びつかないことも事実である。

まずは、成長と貧困削減の双方に有効であると合意ができている「マクロ

経済の安定」「法的・制度的なガバナンスの整備」「貧困層の社会・経済資本

へのアクセスの改善」と、「労働集約的で雇用を生む成長」「不平等・差別の

是正」「農村・農業セクターの重視」「貧困層のリスク／外的ショックへの対

応」などの複数機関が提唱するpro-poorな成長政策を念頭に置きつつ援助

戦略を策定することが重要である。

しかし、経済構造や貧困・不平等のパターンなどが国によって大きく異な

るため、一般的な政策提言をすべての国に当てはめるのではなく、個別の国

（１）援助事業戦略上のインプリケーション：その国の状況に応じた個別
戦略の必要性
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の状況を勘案した個別の戦略を検討する必要がある。国別に戦略を立てるこ

とが困難な場合は、地域別、または経済構造の類型別の政策を検討すること

も考えられる。これに加えて、pro-poor growthを実現した、または失敗し

た事例から教訓を学び、それぞれの途上国にふさわしいpro-poor growth戦

略を策定する必要がある。

過去の研究の積み重ねにより、経済成長が貧困削減に寄与することが明ら

かになり、同じ成長率が異なる貧困削減をもたらす理由についても研究が進

みつつある。どのような政策がより高い成長と貧困削減をもたらすかについ

て、現在合意ができているものは「マクロ経済の安定」「法的・制度的なガ

バナンスの整備」「貧困層の社会・経済資本へのアクセスの改善」といった

基本的な３つの政策パッケージである。しかし、クロスカントリー分析では、

残念ながらこれ以上具体的な政策提言を導き出すことは困難なようである。

Box２－３で紹介したインドの事例のような個別の国に関する実証研究が積

み重ねられれば、より具体的な政策提言を導き出せるであろう。

また、貧困削減弾力性が高いセクターに重点をおいて支援することも検討

に値すると思われるので、国別に貧困削減弾力性を測定し、比較調査すると

いった研究が有意義ではないかと思われる。

近年は、世界銀行の家計調査（Living Standards Measurement Study:

LSMS）を中心に、途上国の家計調査データが充実してきており、これから

も貧困に関する実証研究に新たな進展が見られると考えられるので、経済成

長と貧困削減の分野の研究をフォローしていくことが重要である。

（２）今後の検討・研究課題：実証研究の充実
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３．グローバリゼーションと途上国

�ここがポイント！
�冷戦の終結、運輸・通信分野の技術革命、自由化・市場経済化・規制緩和

の進展を背景に、1980年代よりグローバリゼーションが急速に進展した。

�グローバリゼーションは途上国の経済成長と貧困削減に大きな機会を提供

する可能性をもっている一方、グローバリゼーションの恩恵を受けること

ができずに、周縁化の危険に直面している国や人々も多数存在する。

�途上国がグローバリゼーションの機会を最大限に活用すること（機会活用）

と、グローバリゼーションから不利益を被る人々やグローバリゼーション

から取り残された人々への対応（リスク管理）が大きな課題となっている。

�ここで取り上げるグローバリゼーションは貿易、投資、金融の自由化である。

�貿易の自由化は、競争圧力で資源の配分が効率的になり、財・サービスの

選択の余地を広げ、大きな海外市場へのアクセスが可能になるなどの機会

をもたらす一方、それまで保護されてきた競争力のない地元産業・企業の

淘汰、関税収入の減少といったコストもある。また、途上国が競争力をも

つ産品に対して先進国の市場が開かれていない、途上国の輸出の主力であ

る一次産品の価格が不安定で下落傾向にあるといった問題もある。

→貿易を促進するための制度整備と能力構築、一次産品価格問題への対処、

自由化の順序とタイミングの検討が必要。国際貿易ルールを見直す方向

でWTOの新しいラウンドが開始。

�海外直接投資の自由化は、資本、海外市場への参入機会、外貨収入、税収

入、雇用、技術・技能の移転などをもたらす一方、競争力のない地元産

業・企業の淘汰、農村と都市の格差の拡大、独占・寡占による価格の上昇、

地元の企業家精神の抑圧などを引き起こすリスクがある。

→海外直接投資促進のための制度整備と能力構築、人材の育成、技能レベ

ルの向上、多国籍企業の活動を監督・規制する多国間の枠組みの検討が

必要。

�資本・金融投資の自由化は、金融の深化を促進し、企業の資金調達を容易

にし、投資家の資産の多様化を助け、資金配分の効率化を促進し、金融部
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はじめに

1990年代以降の最も顕著な特徴の一つとして挙げられるのが、急速に進む

グローバリゼーションである。冷戦の終結と通信・運輸分野での技術革新を

背景に、経済分野では貿易及び投資（直接投資と間接投資（金融や資本への

投資））の自由化が急速に進展した。グローバリゼーションの波に乗った途

上国が、高い経済成長率と貧困削減を達成してきた一方で、グローバリゼー

ションから取り残され、恩恵を得られていない国（人々）も多い。グローバ

リゼーションが途上国に大きな機会を提供する可能性をもっていることに疑

問の余地はないが、より多くの国（人々）がグローバリゼーションの便益を

享受できるようになるためにはグローバリゼーションをいかに管理・運営

（manage）するかが課題となる。本節では、グローバリゼーションの中で

も特に貿易の自由化、直接投資の自由化、金融・資本の自由化に注目し、こ

れらの自由化と途上国の問題を考察する。

門の効率化を実現させる一方、競争力のない金融機関の倒産や、短期の不安

定な資金の流れが金融市場の混乱を招き、通貨金融危機を引き起こす危険性

がある。

→短期資本の自由化には慎重な取り組みが必要。国際金融アーキテクチャー

強化の試みもある。

�途上国が取り組むべき課題：貿易・投資を促進するような環境の整備、社

会サービスの充実、セーフティ・ネットの構築。

�援助の役割：途上国のグローバリゼーション参加支援、民間投資への橋渡

し、債務救済。

�今後の課題：グローバル・ガバナンスの構築と、グローバル化できない

国・地域への対応。
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24 世界銀行（2002）p. 4
25 UNDP（1999）p. 31
26 UNDP（1999）p. 35
27 ワシントンに集中する諸機関やオピニオンリーダーのネットワーク（特にIMF、世界銀行と

米国財務省を指す）の間で確認された開発途上国に対する政策に関する合意のこと。

３‐１　グローバリゼーションの概略

３‐１‐１　背景・経緯
グローバリゼーションは、一般的には「世界の経済及び社会の統合が進む

こと24」と定義される。経済現象に注目した場合は、「貿易の自由化、投資

と資本の流れ、急速な技術革新と情報革命によってもたらされた急速な経済

統合のプロセス」と説明されるが、一般には経済だけではなく、技術、文化、

ガバナンスの分野における国境を超えた交流を促進するととらえられる25。

1980年代以降にグローバリゼーションが急速に進んだ第１の原因は、冷戦

の終結である。1989年のベルリンの壁崩壊は、東西の政治経済の垣根を取り

払い、東欧・旧ソ連（Commonwealth of Independent States: CIS）諸国の

４億近い人々、さらに中国とべトナムのほぼ13億人をグローバルな交流と通

信の世界に組み込んだ26。

グローバル化の第２の理由は、運輸分野での技術革新に加えて情報通信分

野での飛躍的な技術革新（IT革命）が進んだことである。これらの技術革

新により、取引費用が著しく低下し、人・物・資金・情報・技術の流れが大

幅に増大した。

第３の理由は、規制緩和、自由化、市場経済化の進展である。この理論的

根拠となったのが、1980年代以降に開発経済学においても主流となった新古

典派経済学である。新古典派経済学では規制緩和、自由化を促進して競争原

理を働かせることで、地球規模で効率を高め、より高い生活水準が達成でき

るとされた。またこの間に、自由な市場と健全な通貨こそが経済を発展させ

る鍵であるという信念が、「ワシントン・コンセンサス27」として定着した

（Box２－４参照）。

しかしながら、グローバルな統合がすべての分野で急速に進んでいるわけ

ではない。物や資本や技術に比べて、労働力の流れは今でも大きく制限され
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ており、中でも非熟練労働者の合法的な移住は非常に限られている。

グローバリゼーションが起こったのは今回が初めてではなく、例えば16世

紀初頭や19世紀末にも大きなグローバル化が見られたといわれているが28、

今回のグローバリゼーションは以下の点で過去と大きく異なっている29。

①新しい市場（外国為替市場と資本市場が世界を結び24時間取引を行う）

②新しい技術（インターネット、携帯電話、メディアのネットワーク）

③新しい主体（世界貿易機構［World Trade Organization: WTO］、多国

籍企業30、NGO）

④新しいルール（多国間の貿易、サービス、知的所有権に関する協定が各

政府に対して強制力をもって国の政策のスコープを狭めている）

Box２‐４　ワシントン・コンセンサス

市場優先の改革に関するワシントン・コンセンサスでは以下の10の政策目標
を規定する。

①財政節度
②公的支出を、教育、保健、インフラストラクチャー投資に向ける
③税制改革（税基盤の拡大、限界税率の低下）
④市場が決定する、実質的にプラスの利子率
⑤競争的為替レート
⑥貿易の自由化
⑦外国直接投資への門戸開放
⑧国有企業の民営化
⑨規制撤廃（参入障壁、競争を抑圧する規制の廃止。安全・環境・消費者保

護を目的とする場合はこの限りではなく、金融機関は慎重な監視にとどめ
る）

⑩財産権に対する法的保障

出所：世界銀行（2002）p. 108

28 15世紀末から16世紀初頭にかけて、スペインやポルトガルなどの西欧諸国が大西洋やインド
洋に進出していった大航海時代と、19世紀末から20世紀初頭にかけて、運輸通信技術の進歩
と貿易障壁の緩和の結果として財・資本・労働力が大規模に移動した時代を指す。

29 UNDP（1999）p. 1
30 多国籍企業とは「複数の国にまたがって開発・調達・生産・販売活動を行っている企業」を

指す（伊藤（1989）p. 433）。
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1990年代初めまでは、概ねグローバリゼーションは経済発展を推進するも

のであると好意的に受け止められてきた。実際に、グローバリゼーションは、

流れに乗ることのできた途上国の人々に大きな恩恵をもたらした。過去20年

間で世界経済に統合することに成功した途上国に住む約30億の人々は、1990

年代に年平均約５％所得が増加し、平均余命が伸び、より良い教育を受ける

ことができるようになった。これらの国は、雇用を創出するように民間部門

の投資環境を改善し、貧困層が成長に参加できる能力を与えるという２つの

開発政策の下に自国の経済を開放した31。このように、グローバリゼーショ

ンが経済成長と貧困削減に大きな機会を提供する可能性があるということは

疑問の余地はない。

しかしながら、グローバリゼーションの恩恵にあずかることのできる人々

が限られており、グローバリゼーションとは無縁で、ますます周縁におしや

られる（marginalization）人々が多く存在することも事実である。世界銀

行は、グローバル化した途上国（globalizer）に居住する30億もの人々の間

で大幅な貧困削減が実現できた一方で、グローバル化していない国々（non-

globalizer）の20億人の間では所得が下がり、貧困が増加していると指摘し

ている32。グローバル化した24ヵ国に含まれるのはブラジル、中国、ハンガ

リー、インド、メキシコなどで、グローバル化していない国のほとんどは、

サブサハラ・アフリカ、中東、旧ソ連諸国である。これらの国々がグローバ

ル化していない（できない）原因は、地理的に不利な位置にある場合（へき

地、感染症が蔓延している地域など）もあれば、政策・制度・ガバナンスが

脆弱な場合もあり、また内戦が原因の場合もある。また、グローバルな市場

への統合が進んでいるにもかかわらず、グローバリゼーションから恩恵を受

けることができずに周縁化が進んでいる途上国も多い33。

グローバリゼーションに対する批判の一つは、グローバリゼーションが恩

恵を得ることのできる人々（勝ち組）と恩恵を得られない人々（負け組）を

31 Hoekman et al.（2002）p.xi
32 世界銀行（2002）pp.11 ix-x
33 例えば、サブサハラ･アフリカ諸国のGDPに対する輸出の割合は30％でOECD諸国の19％よ

りも大きいが、主要な輸出品目である一次産品の価格の不安定及び下落により、輸出がほと
んど伸びず、外国投資を引きつけることもできていない。（国連開発計画（1999）p. 3）
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作り出す過程で、国家間だけでなく、国内でも強者と弱者の格差がますます

広がっているという指摘である34。こうした大きな格差が国内社会の不安を

生み、世界システムの安定を脅かすのではないかという懸念が強まっている。

また、もう一つの批判は、アジア通貨金融危機に見られたように、グローバ

リゼーションそのものが、経済ひいては社会的・政治的な不安定をもたらす

原因となっているという指摘である。

WTOや世界銀行／IMF総会への反対デモなど、グローバリゼーションそ

のものに反対する論者・グループもあるが、開発・援助業界では、「グロー

バリゼーションは、途上国に大きな機会をもたらすとともに、リスクも伴う」

という考え方が主流である。従って、途上国がグローバリゼーションの機会

を最大限に活用できるためにはどうすればよいのか（機会活用）と、グロー

バリゼーションから不利益を被る人々や、グローバリゼーションから取り残

された人々に対してどうするべきか（リスク管理）というのが、大きな課題

となっている。

以下では、グローバリゼーションの３つの形態（財・サービスの貿易、海

外直接投資、国際金融取引の自由化）について、これらの自由化がもたらす

利点と問題点、そして対応策に関する議論を分析・整理する。また、1990年

代以降、貿易、投資、開発は、三位一体で進めるべきであり、この３つの分

野で政策に一貫性を持たせることで、より大きな相乗効果が得られると考え

られている。そこで、貿易・投資の自由化に対する援助の役割についても併

せて考える。

３‐１‐２　論点の整理
グローバリゼーション（特にここで議論する貿易・投資の自由化）は、必

然的に当該国に経済・社会構造の変化をもたらすため、このような構造変化

に対応・適応する過程で便益を得る人々がいる一方で、不利益を被る人々が

34 所得上位20％の人々の世界の総所得に占める割合は、1960年から1990年後期の間に70％から
86％に増加したのに対し、下位20％の人々の所得の占める割合は、2.3％から１％に減少した。
最高所得層（上位20％）と最低所得層の所得（下位20％）の割合は、1960年の30対１から、
1990年に60対1、1997年には74対１にまで広がった。（国連開発計画（1996）p. 18、 国連開
発計画（1999）p. 3）
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どうしても出てくる。このようにグローバリゼーションは正と負の両方の影

響をもたらすものであることを理解しておかなければならない。また、グロ

ーバリゼーションがどのような影響をもたらすかはその国の状況や政策等に

よって異なることも認識しておかなければならない。

貿易及び投資の自由化がもたらす利点、問題点、対応策を表２－３にまと

めた。貿易・投資の自由化のもたらす利点については、新古典派経済学の理

論で比較的簡単に説明できる。つまり、貿易・投資の自由化による利点は、

①自由化することで市場の機能が改善し、より効率的な資源配分が達成され、

経済・社会の効率が改善される、②経済を開放することで、一国内で手に入

る以上の市場や資本へのアクセスが可能になり、より高い成長率及び貧困削

減を実現することができる、の２点である。

これに対して、貿易・投資の自由化がもたらす問題点は、当該国の社会・

経済・政治の構造や初期条件（資源、労働の付与状況など）によって大きく

左右されるため、一概にはいえない。本節の自由化の利点及び問題点の記述

の中で、やや問題点に関する議論の方が多くなっているのは、まさにこの理

由によるもので、自由化が利点よりも問題点をもたらすということではない。

また、列挙された問題点がすべての途上国に当てはまるわけではなく、あく

までも起こる可能性のある問題点ということである。

貿易・投資の自由化への対応策は大きく３つに分けられる。第１に、自由

化から得られる便益を最大化するために、貿易や投資を促進するような国内

及び国際的な制度環境を整え、また自由化に対応できる人材の育成を行うこ

とである。第２に、自由化によって（少なくとも短期的に）損害を受ける

人々への対応策として、失業対策や自由化のタイミング・順序を考慮して損

害の度合いを軽減するなどの処置を講じることである。第３に、金融・経済

危機などに対しては、防止策及び危機が生じた場合の対応策が必要となる。

貿易・投資の自由化がどのような影響をもたらすかは、それぞれの国の状

況によって異なる（Box２－５参照）。貿易・投資の自由化が国民に便益をも

たらすかどうか、また誰にどれだけ便益をもたらすかは、その国の政策・制

度に大きく依存する。従って、それぞれの途上国について、貿易・投資の自

由化の現状、更なる自由化がもたらす（プラス及びマイナスの）影響を分析

した上で、自由化を促進し、自由化のもたらす負の影響を最小限にするため
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表２‐３貿易･投資の自由化がもたらす利点、問題点と対応策

全
　
　
般

利点 問題点 対応策

・市場、資本、財へのアクセス
の改善

・競争圧力による効率の改
善

・競争力のない企業の倒産・失
業の増加

・貿易・投資を促進する環境の
整備

・人材育成

・社会サービス、セーフティ・
ネットの提供

・自由化のタイミング・順序に
配慮

貿
　
　
易

直
接
投
資

・特化による資源配分の効率化
・財・市場へのアクセスの改善

・資本・市場へのアクセスの改善

・競争圧力による効率の改善

・競争圧力による効率の改善

・商品価格の低下（消費者）

・国際貿易体制の制約

・競争力のない企業の倒産・失
業の増加

・競争力のない企業の倒産・失
業の増加

・物価の下落による売り上げの
減少（生産者）

・貿易を促進する環境の整備
・国際貿易体制の見直し

・直接投資を促進する環境の整備

・セーフティ・ネットの提供

・雇用の創出
・技術・技能の移転
・国の税収への貢献

・多国籍企業の目的が途上国の
開発目的に沿っていなければ、
期待した効果は得られない

・国の規制を遵守させる
・国際的な規制枠組みの整備

間
接
投
資

・資本、市場へのアクセスの改
善

・資金配分の効率化
・投資先の多様化

・競争力のない企業の倒産・失業

・間接投資を促進する環境整備
・金融・資本制度の構築・強化
・自由化のタイミング・順序に

配慮

・セーフティ・ネットの提供・競争圧力による効率の改善

・通貨・金融危機 ・短期資本の自由化は慎重に
・国際的な規制枠組みの整備

・セーフティ・ネットの提供

・自由化のタイミング・順序に
配慮

・税収の減少 ・税源･税徴収方法の改善

・一次産品の問題（価格の下落、
変動）

・輸出品目の多様化、価格安定
策

の政策及び制度づくりを行うことが重要である。

以下では、途上国の貿易、海外直接投資、資本・金融投資（間接投資）に

ついて、これまでの推移と、自由化のもたらす利点及び問題点、自由化への

対応策に関する議論を整理する。なお、３つの形態の自由化に共通する対応

策は、最後にまとめて紹介することとする。
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世界の財・サービスの輸出額は、実質ベースで1970年代から1997年の間で

ほぼ３倍に膨らんだ。しかしながら、最貧国49ヵ国について見ると、世界人

（１）貿易の自由化

Box２‐５　貿易・投資の自由化がもたらす影響

自由化には常にトレードオフ（利益を得るグループと、損害を受けるグルー
プ）が伴う。例えば、貿易の自由化を見てみよう。輸入が自由化されて海外か
ら安い製品が入ってくることで、ある財の価格が下がったとする。その財を消
費する人々にとって自由化は便益をもたらすが、その財を生産する人にとって
は販売価格の低下は利益の低下につながり、もし輸入品と競争できずに企業が
倒産してしまえば失業を生むことになる。同様に、海外からの直接投資で新し
く工場が建設された場合は、その工場で雇われることになった人にとっては自
由化は便益をもたらすが、より効率的な製造拠点ができたことで競争力の劣る
地元の工場の経営が悪化し倒産してしまえば、その工場で働く人にとっては大
きなダメージとなる。

また、自由化によってどのような人々がどのように影響されるかは、当該国
の状況によって大きく左右される。従って、各国政府は、貿易自由化の影響を
分析した上で、自由化のもたらすマイナスの側面から貧困層を保護する政策を
立案・実施しなければならない。

DFIDの貿易が貧困層に与える影響を分析した研究によれば、自由化は以下
の３つ経路で貧困に影響を与える。
価格：自由化された財の価格が下落すれば、消費者は利益を得るが、生産者

には打撃。従って、貧困層が価格の変化した財を消費する以上に生産
しているかによって影響が異なる。

企業：価格の変化は企業が生産を増加・減少させるインセンティブに影響を
与える。また、自由化による競争の激化により企業収益が左右される
と、雇用や賃金が調整される（賃金が伸縮的で完全雇用状態であれば
賃金が、雇用されたり解雇されたりする労働予備軍が大量に存在する
場合は雇用が調整される）。従って、雇用状態の変化、貧困層の提供
する労働の種類、賃金の設定方法などによって影響が左右される。

財政：自由化により（関税などの）財政収入が減少し、社会支出が削減され
れば、貧困にマイナスの影響を及ぼす。影響の度合いは、非関税障壁
の度合い・輸入増加の度合い、政府が貧困層への支出を削減するかど
うか、他の税源や税徴収方法を利用できるかどうかに左右される。

出所：McCulloch et al.（2001）
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口では10％を占めるが、世界貿易のシェアでは0.4％にとどまっている。

1950～1960年代には、構造主義アプローチの提唱する輸出ペシミズム論に

基づいて、多くの途上国が輸入代替政策を採用した。輸出ペシミズム論を支

えたのが、途上国の輸出する一次産品に対する世界的な需要は長期低迷にあ

り、途上国の交易条件は工業製品の輸出国である先進国に対して長期的に悪

化する傾向にあるとしたプレビッシュ＝シンガー命題である。これに従って、

それまで輸入していた工業製品を国内で生産・供給できるようにする（海外

直接投資を利用する場合もあった）、輸入代替政策が採用された。しかし、

関税障壁の保護の下で国内の新規産業を育成しようとする輸入代替政策は、

ほとんどの場合成功しなかった。1960年代後半期から輸入代替政策に対する

批判が高まり、1970年代以降に労働集約的な輸出志向型の工業化を目指した

アジアNIES諸国が高度成長を遂げたことと、1980年代以降の経済自由化の

流れを受けて、ますます多くの途上国が輸入代替政策を脱却して、開放的な

貿易政策を採用するようになった。

１）貿易の自由化がもたらす利点と問題点

貿易と開発の問題は古くから議論されているが、その議論のほとんどが国

（マクロ）レベル、つまり国全体としてどのような便益があるかが中心であ

った。近年貧困削減が開発もしくは援助の究極的な目的として定義されるよ

うになった中で、貿易（中でも貿易の自由化）が貧困に与える影響に注目が

集まってきた。従来の貿易と貧困に関する議論では、貿易は経済成長のエン

ジンとなるから、貿易の自由化によって貿易が進展すれば、より高い経済成

長が達成され、貧困も削減されるというように、貿易の自由化は経済成長を

通じて貧困削減に寄与すると説明されてきた。最近の研究では、貿易の自由

化が、貧困に直接どのような影響を与えるかを探る試みがなされている

（Box２－５のDFIDの研究を参照）。

貿易自由化と貧困削減がどのような関係にあるかについては、研究が始ま

ったばかりでまだコンセンサスはできていないものの、貿易の自由化は貧困

に以下のような影響をもたらすと考えられている。

・労働市場に対する影響については、自由化は教育水準の高い労働者層に
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はプラスだが教育水準の低い労働者層にはマイナスの影響をもたらす可

能性がある。

・輸入産業が打撃を受け輸出産業が進展するため、輸入産業から輸出産業

へ労働者・資本の移転が起こるので、政府は生産要素の移動を促進する

政策と短期的な格差の拡大に対応するために資源再配分を配慮した政策

の実施が必要である。

・貿易の自由化が貧困削減につながるかどうかは、その国の政府の制度・

政策や能力に大きくかかわっている。

貿易自由化に対する政策を立案するためには、まず自由化の影響を分析す

ることが不可欠である。その意味でも、自由化の貧困への影響に関する研究

の重要性はますます高くなると考えられるので、この分野での研究の進展を

しっかりと見ていくべきである。

【利点】

�資源配分の効率化：各国が比較優位を活かし特化することで、世界的

に資源の配分が効率的になり、経済成長に貢献する。

�財へのアクセス：輸入が増えることで、途上国国民が国内では手に入

らない商品にアクセスできる。海外からの競争圧力で、価格が低下し、

より安価に商品が購入できる。

�市場へのアクセス：途上国は国内市場が小さい、もしくは所得水準が

低いため、国内での需要が限られている。自由化による海外市場への

アクセスの拡大は、新たに大きな需要が生まれることを意味し、途上

国が輸出を増やす機会となる。また、大きな市場にアクセスできるこ

とで、規模の経済を利用できる。

�競争圧力：貿易が自由化されれば、国際競争の圧力で国内の資源（労

働や資本など）を生産性の低い用途から高い用途へと移さざるを得な

くなり、効率化が進む。効率が改善されることで、長期的には生産量

が増え、経済成長が促進される。
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【問題点】

�産業育成と失業問題：競争力のない国内産業の製品が強力な外国の輸

入品との競争にさらされると、非効率な産業がつぶれ、失業が生じる。

これが自由化反対グループの自由化に反対する最大の理由である。途

上国には、失業保険や貯金などのセーフティ・ネットが不足している

ため、失業が即貧困につながることも多い。

�完全競争モデルでは、（完全競争、完全情報、取引費用ゼロという条

件の下で）市場は完璧に機能すると想定され、ほかの商品と同様に労

働についても需要と供給は必ず一致するとされるから、失業があると

すれば、それは（組合や政府の最低賃金などの政策によって）賃金が

十分に下がっていないからだと考える。しかし、多くの途上国では市

場が未発達で、完全には機能していない。市場制度が機能するには、

明確に定義された財産権とそれを守る法律が必要で、また競争と十分

な情報が必要だが、途上国ではそのどれもが不十分である。政府介入

を取り払って経済を自由化しただけで、自動的かつ即座に市場が機能

する前提条件がそろい、競争的な民間市場が生まれるわけではない。

また、非効率的な産業がつぶれても、現実には簡単により生産的な雇

用が生まれるわけでもない。新しい産業が生まれるには、資本と起業

家精神が必要であるが、多くの途上国では銀行融資が不十分で、教育

が不十分であるため、そのどちらも不足しているからである。自由化

が効率を改善し、成長をもたらすという考え方は、社会が変化に適応

するコスト、貧困層に強いるリスクを過小評価し過ぎている。

�国際貿易体制の不平等：先進国は自分たちの輸出する工業製品に関し

て貿易の自由化を進める一方で、多くの途上国が競争力を持つ農産物

や繊維製品に関しては自国の市場を開放せず、農産物への補助金など

の保護政策を取り続けた。前回の多国間貿易交渉ラウンドであるウル

グアイ・ラウンドで新たに交渉の対象となったサービス分野でも、自

由化が決定されたのは先進国が輸出するサービス（金融、情報技術）

で、途上国が進出できそうな海運や建築サービスは除外された。これ

は先進国のダブル・スタンダードであるとして、従来から厳しく批判

されてきた。また、先進国の農産物に対する補助金は年間約3500億ド
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ル（2001年）にも上り、政府開発援助総額（約570億ドル）の６倍強

になっている35。また、先進国の保護政策が途上国に与える損害は年

間1000億ドル以上で、援助額の約２倍になると推定されている36。

途上国側は、ウルグアイ・ラウンドの結果である現在のWTO協定は

あまりにも先進国に有利であり、実施面（implementation）37で問題

があるとし、改善を求めてきた。

�税収の減少：自由化で関税率を下げた場合、国の税収が減少する。特

に関税が国の税収の主な財源である途上国では、影響が大きい38。

�一次産品の価格問題：大多数の途上国にとって、一次産品（食糧、食

品、原材料、鉱物及び化石燃料）の輸出はなお全輸出の４分の３以上

を占めており、少数品目の商品に輸出の大部分を依存している場合が

多い（化石燃料を除く）。一次産品の国際価格が1960年代以来ずっと

下落傾向にあり、また価格の変動が激しいことが、一次産品の輸出に

依存する途上国の経済を大変不安定なものにしてしまっている39。

２）対応策

�貿易促進のための制度整備と能力構築：貿易自由化の恩恵を途上国が

享受するためには、貿易の自由化とともに以下のような貿易を促進す

る制度整備と能力構築が必要である。

・貿易促進制度の整備：貿易関連法の整備、政策の整備（貿易政策、

35 南アフリカのヨハネスブルクで開かれた環境開発サミットに関する新聞記事（読売新聞2002
年８月20日、News@niftyホームページより（http://newsflash.nifty.com/））。このほか、農
産物への補助金額については、「年間3000億ドル以上」（Hoekman et al.（2002）p.xxvii）、

「対外援助総額の約６倍」（2002年３月、世界銀行ウォルフェンソン総裁のウッドロー・ウィ
ルソン国際学識者センターでの演説（The World Bank News Release No.2002/226/S））、「1
日約10億ドル」（World Summit on Sustainable Development, Chairperson’s Summaries of
the Partnership, p. 6）がある。

36 世界銀行（2002）p. 9
37 ここでいう実施問題とは、途上国の能力不足、あるいは開発を妨げるために実施できない問

題と、先進国が約束していながらまだ実施されていない問題の双方を含む。
38 途上国平均で、関税は税収の約３分の１を占めている。（国連開発計画（1999）p.121）
39 1997～1999年でサービス輸出低開発国（Less Developed Countries: LDC）の貧困者指数（1

日1ドル以下）が43％、工業品輸出LDCの貧困者指数が44％（パキスタンを除けば25％）で
あったのに対し、非石油一次産品輸出LDCの貧困者指数は67％、鉱物輸出LDCの貧困者指数
は80％以上であった。（UNCTAD（2002）pp. 9-10）
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40 資金の手当てには商品コモン・ファンド（Common Fund for Commodities: CFC）などを利
用することが考えられる。CFCは国連の枠組みの中で設置された基金で、特に後開発国向け
に一次産品の開発プロジェクトを支援するもので、マーケティング･貿易のリスク減少、法
的・制度的枠組みの改善、R&D、生産性･品質改善、市場開拓、貿易品の多様化と付加価値
化などのプロジェクトに資金（無償及び有償）を提供する。

41 UNCTAD（2002）p. 37

輸出振興計画、関税引き下げ・非関税障壁の撤廃に向けた政策な

ど）、貿易関連手続きの簡素化など

・貿易関連情報の整備：海外市場開拓、相互交流の促進など

・輸出産業の育成：中小産業振興への支援、生産性・品質向上プログ

ラム、輸出用生産に対する優遇措置の提供など

�教育の充実：貿易の自由化は教育水準の高い労働者にはプラスに働

く。従って、より多くの人々が自由化から恩恵を得るためには、国民

の教育水準を向上させることが重要である。

�自由化のタイミングと順序：米国や日本を含む先進工業国のほとんど

は、保護するべき自国の産業を選択して、経済を十分に強化してから、

外国企業との競争に入った。東アジア諸国も、グローバリゼーション

を利用して輸出を伸ばしたが、保護障壁の撤去には慎重で、新しい雇

用が創出された後に段階的に障壁を取り払っていた。このように、自

由化にはタイミングと順序が重要であり、また雇用創出を盛り込んだ

包括的なプログラムが必要である。

�付加価値の高い商品の輸出：一次産品の価格は下落傾向にあり、また

価格変動も大きいことから、より高品質かつ付加価値の高い（加工水

準の高い）商品の輸出を目指すことが必要である。そのためには技術

支援と、投資のための資金の手当て40が必要である。価格の安定対策

としては、商品取引をより長期の契約で行う、関係者の合意に基づく

「フェア・トレード」原則を導入する、輸出価格の急激な下落に備え

た補償融資制度の活用などが提案されている41。

�国際貿易ルールの見直し：途上国が貿易自由化の利益を拡大するため

には先進国に有利な国際貿易体制を見直すことが必要であり、それに

向けた取り組みが進められている。例えば2001年に始まったWTOの

新ラウンドは、市場の開放を進めるばかりでなく、過去の不均衡を是
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正することも意図した「開発ラウンド」として位置付けられている。

2001年のWTOドーハ閣僚会議では、農業補助金、繊維製品、知的所

有権の貿易に関連する（Trade-Related Aspects of Intellectual

Property Rights: TRIPs）協定の例外処置、反ダンピング法の見直し

などの分野で、ルールの改正もしくは改正に向けて検討することが合

意され、先進国に有利なWTOルールの是正にある程度の成果が得ら

れたと評価されている（Box２－６参照）。

また、近年WTO以外でも先進国側から低開発国に対して市場アクセ

スを拡大する動きが見られる。米国は2000年５月にアフリカ成長機会

法（African Growth and Opportunity Act: AGOA）を施行し、サブ

サハラ・アフリカ35ヵ国を対象に免税輸入品目の拡大と数量制限の緩

和を決定した。また、欧州連合は、2001年５月の第３回国連後発開発

途上国会議で、世界の最貧国49ヵ国から武器を除く全品目の輸入に対

する制限枠と関税を2002年から2004年にかけて段階的に廃止すると公

約した。

海外直接投資とは、「企業が経営に関与する目的で海外の企業の株式を収

得したり、貸付を行ったりする行為」で、国際収支統計上では「海外企業の

株式の10％以上を収得した場合」を指す42。直接投資の形態としては、親会

社から現地法人（海外子会社）への出資（現地法人の株式を親会社が購入）、

現地企業の買収もしくは現地企業と合弁会社の設立などがある。

海外直接投資の中心となるのが、先進国に本社を置く多国籍企業である。

グローバリゼーションは、巨大な多国籍企業の急激な成長を促進してきた43。

（２）直接投資の自由化

42 伊藤（1989）p. 425
43 国連貿易開発会議（United Nations Conference on Trade and Development: UNCTAD）に

よれば、2000年の国家（GNP）と企業（付加価値）を合わせてランク付けを行ったところ、
100位以内に29社が入った。GDPが付加価値の総和であることを考慮して、企業の売り上げ
ではなく付加価値（給与・手当、減価償却、割賦償却、税引き前所得の総和）を使って計算
している。企業１位はエクソンモービルの630億ドルで、全体では第45位（44位のチリと46
位のパキスタンの間）。世界の上位100社の付加価値総計は、1990年には世界全体のGDPの
3.5％であったが、2000年には4.3％に成長している。（UNCTAD Press Release
TAD/INF/2850（12 August 2002））
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Box２‐６　WTOドーハ閣僚会議における途上国関連の決定事項

�前文にて、「グローバル経済に直面するLDC（Least Developed Countries:
低開発国）に特別な脆弱性と構造的な困難がある」と認め、「多国間貿易シ
ス テ ム に よ り 効 果 的 に 参 加 で き る よ う、 L D C 諸 国 の 周 縁 化 問 題

（marginalization）に取り組む」ことへの決意を表明。
�途上国から提出された101項目中、42項目について実施を決定し、残りの52

項目と新たに提起された25項目はドーハ以降の交渉の対象とした。
・繊維製品：輸入枠の拡大などの自由化措置の検討を決定。
・農業補助金：農業補助金のルールを途上国には穏やかに適応することを決

定。
・途上国に対する「特別かつ異なる待遇（special and differential treatment:

S&D）」条項：S&D条項が盛り込まれていても、そのほとんどが先進国側
に「最大の努力（best endeavor）」を求めるだけで強制力がないため、実
際には機能していない状態にある。そのため、途上国側はS&Dの義務化を
主張、先進国側はこれに反対し、その結果、S&D条項を活性化することで
合意。

・ダンピング防止措置の繰り返し調査の抑制を決定（先進国が反ダンピング
措置を使って繰り返し制裁をかけることを制限するもの）。

・TRIPs（知的所有権）協定の見直し：途上国側から、特許制度により医薬
品（特にHIV/AIDS、マラリア、結核など感染症に対するもの）が高価に
なる、またはコピー薬の生産・使用・輸入などが制限される結果、医薬品
へのアクセスが阻害されているとして、改善を求めていたもの。これにつ
いては、加盟国が公衆衛生を保護するための措置をとることを妨げないし、
妨げるべきではないことに合意。国家的緊急事態（HIV/AIDS、結核、マ
ラリアやその他の感染症が含まれる）では、強制実施権（特許権者の許諾
なしに第三者に使用を認めること）を実施できることで合意。

・農業：すべての輸出補助金の段階的撤廃を視野に入れた削減、すべての国
内補助金の削減に関する包括的交渉を行うことに合意。S&DがWTO交渉
の不可分の要素であることを確認（ウルグアイ・ラウンドでは例外処置と
されていた）。

・貿易と投資、貿易と競争：途上国が義務及び約束を引き受けるにあたり、
特別な開発、貿易、財政上の必要性に考慮。途上国及びLDC諸国への技術
支援の必要性を認める。

・技術協力、LDC支援：貿易関連能力の向上を支援。特にLDC向けの技術支
援を強化。LDC産品の無税・無枠措置に向けた更なる市場化アクセスの改
善。
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海外直接投資は1997年に4000億ドルに達し、実質で1970年代の水準の７倍に

なった。海外直接投資のうち58％が先進国向けで、37％は途上国に、移行経

済諸国に投資されたのは５％であった。海外直接投資先も集中しており、途

上国及び移行経済国向けの投資資金の85％が20ヵ国に向けられている44。

途上国に対する海外直接投資は、初期には資源採取（石油、非燃料鉱物）

もしくはプランテーション農業などの一次産品が中心で、製造業の場合は途

上国の貿易障壁を回避するために現地で製造し、現地市場での販売を目的に

したものが主であった。1960年代から途上国で強まってきた資源ナショナリ

ズムの動きや、多国籍企業による途上国政府への政治介入事件45などにより、

1970年代には多くの途上国が多国籍企業の活動を制限（場合によっては企業

の国有化）する動きが活発になった。しかし、1980年代には大きな転換が見

られ、海外直接投資は経済成長と開発を促進するための良い機会であるとい

う見方が強まってきた。途上国で民営化が進められたことと、アジアNIES

で海外直接投資を利用した輸出主導の成長が大きな成功を収めたこともあ

り、多くの途上国で海外直接投資に対する制限が大幅に緩和され、輸出加工

区を設ける国も増加した。1990年代以降には、さらに自由化が進んでいる。

１）海外直接投資のもたらす利点と問題点

海外直接投資に関する議論を整理すると、以下の利点と問題点に見られる

ように矛盾する見方があることが分かる（例：雇用を創出する可能性がある

一方、競争力のない地元企業が倒産して失業が増える可能性もある）。この

ように矛盾する見方が生じる理由の一つは、イデオロギー的判断や価値判断

の相違である。直接投資自由化の賛成論者が自由市場メカニズムの効率性と

便益の支持者である一方、反対論者は強力な経済・政治力を持つ多国籍企業

44 アジア（中国、シンガポール、インドネシア、マレーシア、タイ、インド、香港、韓国、台
湾）、中南米（ブラジル、メキシコ、アルゼンチン、チリ、べネズエラ、コロンビア、ペル
ー）、移行経済諸国（ロシア、ポーランド、ハンガリー、カザフスタン）の20ヵ国。（国連開
発計画（1999）p. 33）

45 米国の通信会社（International Telephone & Telegraph: ITT）が、チリで社会主義政権が
できて子会社が国有化されることを懸念して、1970年から1972年にかけて、大統領候補者へ
の選挙反対運動、政権不安定化工作などの活動を行っていたことが1972年に明らかになり、
大きな問題となった。（Spero（1990）pp. 244-245）
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を先進国と途上国の支配・従属関係を強化し、開発を妨げる媒体と見なして

いるからである。

もう一つの理由は、多国籍企業が民間企業である以上、自社の地球規模で

の利潤の最大化を目的に活動しており、その目的が必ずしも進出先の途上国

の開発や貧困削減といった目的に合致するとは限らないからである。実際に、

多国籍企業は雇用機会を創出し、税金を支払い、全体的に経済の近代化に貢

献すると同時に、最も有利な投資機会に引き寄せられ、なるべく低い税率の

国で税金を払うよう操作し、できるだけ多くの利益を本国に送還しようとす

るだろう。

直接投資がどれだけ受け入れ先の途上国にとってプラスになるかは、途上

国の政策・制度や多国籍企業との交渉力に大きく左右される。従って、直接

投資を促進する環境を整備するとともに、直接投資が自国の開発の優先目的

に合致するように規制・監視体制を整えることが必要であろう。

【利点】

�資本・市場へのアクセス：海外直接投資は途上国に不足しがちな資本

をもたらし、国内で供給可能な貯蓄、外貨政府収入、人的資本と望ま

しい水準とのギャップを埋める。国際収支の経常赤字の一部または全

部を埋めるのに役立つ。途上国が外国市場へ参入する機会をもたらす。

新たな金融機関とのつながりもできる。

�企業の効率性の改善：競争圧力により、効率性が改善する。より安く

製品が提供されることが期待できる。

�雇用の創出：直接投資で進出した企業が、地元で新しい雇用を創出す

る。

�技術・技能の移転：途上国に近代的な生産設備を移転することを通じ

て、生産過程についての技術・技能の移転が行われる。また、研修プ

ログラムや実地訓練を通じて、マネジメント能力（経営経験、企業家

としての能力など）が移転される。

�税収への貢献：進出した多国籍企業が利益を生めば、国の税収が増え

る。
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【問題点】

�失業問題：競争力のない地元の競合企業が経営難に陥り、失業が増加

する（失業問題については貿易の自由化に同じ）。

�雇用への貢献：多国籍企業の投資は資本集約的であるため雇用する人

数は比較的少なく、高賃金の近代的都市セクターに集中する傾向があ

る。これが農村から都市への人口移動の流れを助長し、農村と都市の

経済格差を拡大し、二重経済を作り出す。そのため、多国籍企業の投

資は途上国の経済全体の発展には結びつかず、不平等を助長する。

�税収への貢献：多国籍企業は節税のために国内の確定利益を引き下げ

るよう振替価格操作（海外の関連会社から購入する中間生産物の価格

を人為的に引き上げることで、低税率国に利益を移す）を行うので、

本来払うべき税金の一部しか途上国に残らない。

�市場の独占：多国籍企業は受け入れ先の政府と排他的な生産協定を結

ぶことで、競争を抑制し、独占・寡占状態を作り出し、独占力を使っ

て価格を引き上げる。

�技術移転：技術に対する独占力保持などの目的で、研究開発等の主要

な技術は本社に温存することが多いため、実際には技術移転はほとん

ど実現しない。かえって多国籍企業が国内市場を支配するために、地

元の企業家精神の成長を阻害する。

�国際資本移動：長期的に見れば、多国籍企業は、経常収支でも資本収

支でも期待したほどの外貨収入を途上国にもたらさない。経常収支は、

資本設備と中間生産物（通常、海外の関連会社から水増しした価格で

持ち込まれることが多い）の輸入により悪化し、資本収支は、多国籍

企業の本国への利益送還、管理費、特許料、民間借款の利子の支払い

により悪化する。

�環境・労働基準への影響：多国籍企業は途上国で労働者保護法や環境

保護法が整っていないことを利用し、劣悪な労働環境で人を雇い、環

境破壊を引き起こす。外資導入を競い合う途上国政府が、規制を緩和

することで投資を引きつけようとする場合もある（輸出加工区など）。

�政治的な影響：大きな経済・政治力をもつ多国籍企業が、途上国にお

ける現地資産や雇用に対する支配力を手に入れることで、あらゆるレ
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ベルの政治的決定に大きな影響力を及ぼすのではないかという懸念も

ある。極端な場合には、賄賂や政治献金で特権を獲得し、間接的に受

け入れ国の政治過程を腐敗させる可能性もあり得る。

２）対応策

�海外直接投資促進のための制度整備と能力構築：長期資本投資の自由

化とともに、以下のような投資を促進する制度整備と能力構築が必要

である。

・投資促進制度の整備：投資関連法の整備（投資法、競争法、保護協

定、知的財産権の整備など）、投資促進政策（産業政策の策定、海

外直接投資誘致にかかわる政策の立案、投資に対する優遇措置の適

用など）、資材調達の円滑化（手続きの簡素化など）

・投資に関する情報の整備：投資情報サービスの充実（投資窓口の強

化、企業データベース作成、産業統計の整備、企業コンサルティン

グサービスなど）、投資の相互交流の促進など

・政治リスクの軽減：海外直接投資は投資先の政治リスクに敏感であ

るため、民主制度を保障し、透明性と説明責任を促進し、報道と市

民社会の自主性を尊重し、民主的な政治制度の機能を通じて政治的

な安定を維持することが重要である。

�教育と訓練：教育水準の向上を図り、技能レベルを上げることは、海

外直接投資を誘致する上で不可欠である。

�多国籍企業への国家規則の適用：投資に友好的な環境を維持しつつ

も、多国籍企業の運営にあたっては一般的な法律から経済規制までそ

の国のすべての規則や規制を遵守させる。そのためには、規制・監視

の体制づくりと、多国籍企業と交渉し、規則を遵守させるための能力

構築が重要である。

�多国籍企業の活動を監督・規制する多国間の枠組み：多くの途上国は

多国籍企業に対する監督・規制能力が十分ではない。また、国境を超

えて活動する多国籍企業に国ごとの規制枠組みのみで対応することは

不十分である。そのため、国際的な枠組みづくりの検討がなされてい

る。
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民間の資本・金融投資（間接投資）は一般に、外国人による株式（普通株）、

債券、預金証書、商業手形の購入といった形態をとる。

従来、多くの途上国は、投資を促進する目的で、政府による人為的な低金

利政策と低金利による過剰な貸出需要を調整するための信用割当が行われて

きた。しかし、1970年代に提唱された「金融抑圧（financial repression）」

論では、このような政府介入は金融市場を抑圧し、金融の役割、特に資源移

転機能を阻害しているとされた。金融抑圧論では、金融を自由化して市場の

機能が改善されれば、金利が上昇し、銀行は預金動員ができ、貸出への超過

需要が解消するため信用割当も必要なくなり、収益をもとに資源配分が行わ

れるので、経済全体の投資効率が改善されると考えられ、金融抑圧論は金融

自由化を推進する根拠とされた。途上国の規制緩和の速度はそれほど速くな

かったものの、金融自由化が構造調整の条件（コンディショナリティ）とし

て課せられたことや、1980年代以降の経済自由化の流れにより、途上国でも

資本の自由化が進んだ。

1980～1990年代には資本・金融市場の自由化を背景に、国際的な金融資産

取引は増大したが46、このような間接投資資金の行き先は限られており、ア

ジア通貨金融危機直前の1996年において、途上国及び移行経済諸国に対する

証券投資及びその他の短期資金の94％が20ヵ国に集中していた47。

１）資本・金融投資の自由化のもたらす利点と問題点

【利点】

�資本配分の効率化：資本移動の自由化が貯蓄と投資の世界レベルでの

より効率的な配分を可能にする。

�資金・市場へのアクセスの改善：国内株式市場に海外からの資金が入

（３）資本・金融投資の自由化

46 外国為替市場の１日の売買高は、1970年代には100億～200億ドルだったが、1998年には１兆
5000億ドルに増加し、証券投資及び短期資金の流れは2兆ドル以上で、1980年代の水準の３
倍に達している。（国連開発計画（1999）p. 31）

47 中南米（ブラジル、メキシコ、アルゼンチン、コロンビア、チリ、べネズエラ、ペルー）、
アジア（タイ、インドネシア、中国、マレーシア、インド、フィリピン、パキスタン）、移
行経済国（ロシア、チェコ、ルーマニア、スロベニア）、その他（トルコ、南アフリカ）の
20ヵ国。（国連開発計画（1999）p. 33）
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ってくることで、国内企業が利用できる資金量・種類が増え、資金調

達が容易になる。

�投資先の多様化：国内資本市場に海外からの資金が入ってくること

で、国内の投資家が資産を多様化するのに役立つ。

�競争圧力による効率化：海外の金融機関からの競争圧力で、金融機関

の効率性が高まる。貸出金利が低下する。株式市場の発達は、最も収

益見込みの高い産業や企業に資金を割り当てるための選別・監視装置

として機能し、金融部門全体の効率化を促進する。

�金融制度の発達：金融市場の開放は、金融の深化48を促進し、金融に

かかわる制度の発達を促す。

【問題点】

�失業問題：競争力のない金融機関が経営難に陥り、失業が増加する

（失業問題については貿易に同じ）。

�通貨・金融危機：短期的で不安定な資金の流れが国内の金融市場の混

乱を招き、通貨金融危機を引き起こす可能性がある（通貨金融危機に

ついては、Box２－７参照）。

２）対応策

�金融・資本制度の構築：金融・資本の自由化の際には、それに見合っ

た制度の構築が不可欠である。

�短期資本自由化への慎重な取り組み：特に、金融市場が十分発達して

いない段階で、外国からの短期資本に市場を開放することは危険を伴

う。従って、短期資本の自由化には慎重な取り組みが必要であると理

解されている。

�国際的な規制・監視枠組み：短期資金移動を安定させることと、国際

金融システムのアーキテクチャー（Architecture of the International

48 経済において金融部門が発展することで、深化の度合いは通常、「マネーサプライ（M2）
/GDP」で計測される。金融の深化に伴い、金融資産の種類の多様化、金融機関の多様化、
金融･資本市場の多様化が起こる。
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Box２‐７　アジア通貨・金融危機

（１）アジア通貨・金融危機の背景
通貨危機に見舞われたアジア諸国の危機以前のインフレ率は低く、財政赤字

は少なく、貯蓄率は高いとマクロ経済指標は概ね良好であった。金融システム
の透明性の欠如と金融機関の脆弱性が通貨・金融危機の原因として指摘されて
いるが、世界で最も透明性が高い機関をもつ北欧でも金融危機（1980年代末か
ら1990年代初頭にかけた不動産の暴落）が起きたことを考えると、必ずしも透
明性が危機を防ぐとはいえない。急速な金融及び資本取引の自由化は、監督機
関とセーフティ・ネットの強化を同時に行っておかなければ、高いリスクに国
家をさらしてしまう危険性がある。東アジアの国々は1990年代に金融及び資本
の自由化を急速に進め、それが大規模な資本の流入を招き、不動産バブルと為
替レート管理の問題を引き起こした。さらに、資本市場を開くことにより、資
本が突然大々的に流出する危険性も増加していた。

（２）IMFのアジア通貨・金融危機への対応に対する批判
IMFは概ね良好な経済基礎指標（ファンダメンタルズ）の下で通貨・金融危

機が生じたアジア３国（タイ、インドネシア、韓国）に対して、従来どおりの
財政金融緊縮政策を適用した。そのため、為替相場は下落し（為替引き下げを
維持しすぎた）、資本が流出するという悪循環が続き、企業及び金融機関の外
貨建て債務返済負担が増大したことから経営破綻が増加し、通貨・金融危機は
経済危機や、国によっては政治・社会危機に発展した。IMFは後に財政緊縮政
策が行き過ぎであったことを認めている。

（３）通貨・金融危機の原因分析
アジア通貨・金融危機の原因については、1990年代に新興市場でしかるべき

制度構築がなされないまま、金融・資本の自由化が進行したためと理解されて
いる。大手銀行、機関投資家、ヘッジファンドなどによる国際短期資本移動の
巨額化・迅速化が進んだ結果、資本の急激な反転により危機が引き起こされる
リスクが常に内在するようになった。今では、資本取引の自由化については、
各国がそれぞれの状況に応じて順序立てて実施することが必要で、特に短期資
本の自由化には慎重な対応策が必要であると認識されるようになっている。し
かし、途上国にとって、自由化の時期、順序、スピードをどうするかは、依然
として大きな課題である。
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Box２‐８　国際金融システムのアーキテクチャーの例

【予防的措置】
（１）透明性の改善

国際基準や行動規範を充実させ、実施の度合いを調査する。
・国際基準：会計・監査、破産手続き、コーポレート・ガバナンス、証券取

引等
・行動規範：財政の透明性に関する行動規範、金融政策・金融監督政策の透

明性に関する行動規範、金融部門の健全性に関するガイドライン等
・実施度合い：IMFの特別データ公表基準（Special Data Dissemination

Standard: SDDS）

（２）金融セクターの強化
IMF・世界銀行の金融セクター評価プログラム（Financial Sector

Assessment Program: FSAP）で加盟国の金融システム評価を強化、バーゼル
銀行監督委員会による監督基準の是正への取り組み

（３）ヘッジファンド注1の適切な規制
ヘッジファンドの多くはオフショアセンターに拠点を置き、情報開示や規制

の網から逃れている。ヘッジファンドなど高レバレッジ機関注２の情報開示、規
制についての議論が高まったが、多くのヘッジファンドを有し、オフショア金
融センターに利害関係のある米英が直接規制に消極的であることを反映して、
ヘッジファンドに融資・出資する銀行のリスク管理を強化するという、間接的
な規制政策を提案するにとどまっている。

【危機の解決策】
（１）国家破産制度

企業の破産法を応用して、対外債務の返済が困難になった債務国にIMFが支
払いの一時停止（スタンドスティル）を承認し、これにより抜け駆け的な債権
回収や急激な資本流出を防ぐもの。これにより、債権者間の協調行動に即して、
円滑に債務を再構築し、危機による債務国への打撃を小さくすることができる。
しかし、債務不履行のコストが減るために、借り手側の危機回避に向けたイン
センティブが低下するというモラルハザードが問題となる。

（２）民間部門の関与
危機管理において、民間にも応分の責任を負わせることが必要であるとの考

え。モラルハザードの抑制、リスク評価の改善を通じ市場の規律を強化する働
きがある。IMF融資に民間部門の融資残高の維持や借り替えを条件とすること、
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債券発行時に集団行動に関する条項を盛り込むことなどが議論されてきたが、
これに反対する国際金融界のロビーもあり、あまり進捗していない。

注１：ヘッジファンドとは高い収益を目標とした投機的な投資信託の一種。
注２：レバレッジとは、少額の投資資金で大きなリターンが期待できる（同時に大きな

リスクも負う）「てこ」の効果を指し、デリバティブなど高いレバレッジ効果を持
つ商品を運用する機関を高レバレッジ機関と呼ぶ。

Financial System）49の強化が提唱されている（具体的な内容はBox

２－８を参照）。

ここでは、貿易・投資の自由化に共通する対応策について、①途上国政府

が実施すべき取り組み、②援助の役割、③今後の課題、に分けて検討する。

１）途上国政府が実施すべき取り組み

途上国政府が実施すべき取り組みとしては①貿易・投資を促進するような

国内環境の整備とともに、②グローバリゼーションによって不利益を被る危

険性のある人々に対するセーフティ・ネットの構築がある。

①貿易・投資を促進するような環境の整備

現在、グローバリゼーションに参加できていない国々が抱える最大の

問題は、貿易・投資に関する制度や政策が十分に整備されていないこと

である。貿易及び投資を促進するような環境に必要な制度・政策には、

以下のものが含まれる。

・健全なマクロ経済管理：低いインフレ率、適切な為替レート、財政赤

字の削減等

（４）貿易・資本の自由化全般に関する対応策

49 ここでいうアーキテクチャーとは、「政府･企業･個人などが経済活動や金融活動を行う際に
用いる各種制度や市場、それの慣行などすべて」を意味する。国際金融システムの強化によ
り、金融危機に対する世界の対応力が増し、グローバリゼーションの恩恵をすべての国が享
受できるようになるとしている。（国際通貨基金（2000））
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・インフラの整備：特に外部との接続に必要な運輸（港、道路、空港）、

電気通信などの分野と、金融サービス、電力

・制度改革：所有権・財産権の尊重、商法の整備、契約の履行とそれを

支える法制度の整備、会社設立・倒産に関する制度、雇用・解雇に関

する制度、公正な税制度、効率的な官僚制度、汚職の取り締まり等

・人材育成：労働者の質の向上（高等教育、技術職業教育など）、民間

部門のビジネス人材の育成、公共部門の経済政策立案者の育成等

・国内産業育成：産業振興戦略の立案、基盤技術の育成等

・国際的な貿易・投資ルールへの対応：国際協定に関する理解の向上、

交渉能力・人材の育成、国際ルールに整合的な通商政策・国内法の整

備等

・政策・制度改革に対する国内の支持の取り付け：民主的な手法で政策

に透明性と説明責任を保ち、改革に対する国民の合意形成をしやすく

すること等

また、国民が経済的な機会に参加し、そこから恩恵を得ることができるよ

うになるためには、社会サービス（特に教育・保健）の充実が必要である。

社会サービスが十分整わない状態でグローバリゼーションを進めると、国内

の格差が拡大し、貧困が悪化する危険がある。近年グローバル化に成功した

途上国は、貿易・投資を促進するような環境づくりと同時に、社会サービス

に対する投資を行い、経済成長と教育（特に初等教育）の普及、乳児死亡率

の減少を達成してきた。貧困層もグローバリゼーションから恩恵を受けるよ

うにするためには、教育、保健に対する投資が不可欠である。

②セーフティ・ネットの構築

・失業対策：貿易・投資の自由化は、必然的に外部からの競争圧力を高

めるため、国内の競争力のない産業・企業が淘汰されることは避けら

れない。産業・企業の淘汰により長期的に見れば経済の効率性が向上

するが、少なくとも短期的には失業がもたらす経済的・社会的な費用

は大きい。改革に伴う痛みを最小限に抑えるためには、失業者に対す

る何らかの手当てが必要である。これには、失業者への訓練の実施、

失業者の求職支援、失業保険、解職手当などの公的保護が含まれる。
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・脆弱な人々への対策：危機が既に起きて経済が不況に陥ってしまった

場合に、社会の中で最も脆弱な人々に対する衝撃を吸収できるように、

制度を整えることも必要である。多くの途上国では、伝統的でインフ

ォーマルな（家族や共同体が供給するような）セーフティ・ネットが

弱体化しているが、いまだそれにかわるような公的制度・組織が十分

には整備されていない。セーフティ・ネットの形態としては、貧困層

を対象にした公共事業計画や食糧援助の実施（貧困層にセルフ・ター

ゲット50できるようなプログラムが望ましい）、貧困層への基本的社

会サービス提供のための公共支出の確保、授業料の軽減や免除、貧し

い学生への奨学金の拡大、基本的な保健サービスや栄養改善プログラ

ムの拡大などが含まれる。

２）援助の役割

①グローバリゼーション参加への支援

貿易・投資を促進するような環境を整備するため、政策・制度改革に

着手する途上国を支援する。途上国の財政が厳しい状況でも、教育と保

健医療への支出を確保できるように支援する。

②民間投資への橋渡し

途上国が国内の投資環境を整え、社会サービスを向上させる改革に取

り組んでも、その成果が表れて民間投資が反応するまでには時間がかか

る。こういった国には、援助が民間投資への橋渡しとなり、経済成長や

貧困の削減に大きな役割を果たすことができる。

③債務救済

多くのグローバル化に取り残された国々、特にアフリカ諸国は、過剰

50 貧困層を対象とした支援を効率的に行うためには、誰が貧困者かを特定することが必要であ
るが、貧困層を正確に把握するにはしばしば多大な費用がかかる。セルフ･ターゲティング
とは、貧困層の人々が自ら参加するように（そして非貧困層には参加するインセンティブが
少ないように）プログラムを設計することで、少ない費用で効率的に援助を提供しようとす
るものである。これには、food for work（公的雇用事業へ労働を提供することで福祉の受給
資格を得ることができる）などがある。（絵所･山崎（1998）pp. 136-144）
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51 World Bank（2002）p.147
52 以下は、Kaul et al.（1999）及びカール（2001）による。
53 公共財とは一般に「その財を消費する者を排除できない性質を主としてもっている財」と定

義される。財が生み出す便益（不利益）を占有できないため、市場では財の供給が不足（過
剰）になるという性格を持つ。

な債務問題を抱えていることが多い。このような国々には、政策改革

（投資環境の整備、社会サービスの改善）と債務削減の組み合わせが効

果的である。

３）今後の課題

①グローバル化できない国・地域への対応

地理的に不利な場所に位置しているために、制度や政策の改革を行っ

てもグローバリゼーションから恩恵を得ることができず、周縁化されて

しまう国や地域が残ると思われるが、これらの国・地域に対する有効な

対処法は今のところ提案されていない。グローバル化からの恩恵を得る

ことができない場合の解決策として世界銀行が提案しているのは、代替

的な開発戦略（具体的にどのような戦略かは説明されていない）を支援

することと、ほかの地域への移民を可能にすることの２つのみである51。

このような国・地域の住民をすべて移民させることは現実には不可能で

あるので、具体的にどのような代替的開発戦略が可能かを検討すること

が今後の課題である。

②地球公共財：グローバルなガバナンスの構築

より多くの人がグローバリゼーションのもたらす恩恵を享受できるよ

うにするためには、グローバリゼーションをよりよく機能させることが

重要で、それには何らかの方法でグローバリゼーションを管理するガバ

ナンスが必要である。グローバルな問題に対処する枠組みとして提案さ

れたのが、「地球公共財（Global Public Goods）」という考えである52。

グローバリゼーションが進展した結果、従来は国内の公共財53と考えら

れていたものが、国家間で連動するようになった。例えば、紛争（隣国

に波及）、景気下降（他国の景気後退につながる）、地球環境（海洋、大
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気汚染が国境を超えて広がる）、健康問題（エイズなどの感染症が国境

を超えて蔓延）などである。

現在のグローバルな危機（金融危機、貧困など）の原因は、このよう

な地球公共財の供給不足もしくは質が良くないことが原因であるととら

えられる。また、開発のための最低限の基礎や国家開発のマネジメント

能力が不足している国は、国際供給財の供給を効果的に行うことは期待

できないので、援助は、こういった国々の地球公共財供給を支援すると

いう新たな使命を担うこととなる。

国内とは事情が異なり、地球公共財を提供・管理する世界政府という

ものは存在しない。そこで、地球公共財の管理には、政府、国際機関、

市場企業に加えて、市民社会の積極的な関与が不可欠となる。これらの

主体が地球公共財の管理に参加するインセンティブを保つためには、合

意形成から問題解決に至るプロセスにおける透明性の高い、民主的な手

続きが何よりも重要である。

３‐２　わが国の援助におけるグローバリゼーションのインプリケー
ション

グローバリゼーションがこれからも進んでいくことに間違いはなく、途上

国が経済成長と貧困削減を実行できるかどうかは、この波に乗れるかどうか

に大きく左右される。途上国がグローバリゼーションの機会を最大限に活用

できるためにはどうすればよいのか、そしてグローバリゼーションから不利

益を被る人々や、グローバリゼーションから取り残された人々に対してどう

するべきかは、これからの開発の大きな課題である。

貿易・投資を促進するためには、物的なインフラの整備、人的資本の育成

（教育・保健への投資）が重要であることは明らかであり、この分野は今ま

でも日本の援助が得意としてきた分野であり、今後も支援していくことが重

要である。

従来の日本の援助戦略は、日本や東アジア・東南アジア諸国の経験に照ら

（１）援助事業戦略上のインプリケーション：市場開放に向けた支援の必要性
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54 Yusuf（2001）p. 41

して、海外の競争から国内産業を保護しつつ（しかし国内の競争は阻害せず）

競争力がついた時点で市場を開放する、輸出促進に積極的に政府介入を行う

という政策を支援してきた。しかし、現在のWTO体制の下では、途上国の

発展段階に合わせて多少時間の猶予が与えられるものの、時限を決めて積極

的な市場開放を迫られることは間違いなく、政府主導の今までの援助戦略か

ら方向転換が必要となるであろう。そのため、市場開放に必要な制度・政策

の整備により重点を置いた支援、WTOなどの国際交渉に際して途上国が意

思決定に必要な情報を収集する能力や交渉能力の強化への支援、といった支

援が重要になってくるのではないかと思われる。

過去の経験から自由化については順序とタイミングが重要だと思われる

が、自由化の順序とタイミングについては、自由化に猶予を与えたり順序付

けて自由化するメリットを裏付けるような研究はないとする説もあり54、ま

た適切な順序とタイミングが何かも（短期資本の自由化についてはごく慎重

にという合意はできているが）まだよくわかっていない。従って、この分野

での更なる研究が必要であると思われる。

自由化が貧困に与える影響については、近年貿易の自由化と貧困の関係に

ついて研究が始まったばかりで、これから更なる努力が必要な分野である。

事例研究を行って自由化が貧困削減に与えたインパクトを計測することは、

教訓を引き出し、他国への教訓の応用へ道を開く意味で重要である。将来的

に自由化が貧困にどのようなインパクトを与えるかについての分析も自由化

の影響に対処する政策を立案する上で不可欠となる。自ら自由化の影響を予

測し、政策を立案する能力が不足しがちな途上国に対して、技術協力などの

形態で支援を行うことも考えられる。

グローバル化できない国に対してどう対処するか、グローバリゼーション

を管理するガバナンスを実際にどのように構築し、運営するかも大きな課題

である。

（２）今後の検討・研究課題：自由化の順序とタイミング、自由化と貧困、
グローバル化できない国への対応、グローバル・ガバナンス
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には、どのような行動が必要かを、国際環境（国際貿易協定など）、国内環

境（良好な投資環境のための制度と政策など）、その他の関連問題（権力、

文化、環境問題）について論じ、行動計画を提案している。
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第３章

政治・行政分野における援助戦略・アプローチの動向とその特徴

１．概観

冷戦の終結に伴い、援助ドナーの側では東西イデオロギーにかわる新たな

援助戦略の模索が始まり、また世界銀行を中心とする構造調整政策の成果へ

の反省や援助の有効性への疑問が出されるようになった。途上国の側では政

治的民主化や市場経済化が進展し、これらをきっかけとして、1990年代以降

の開発援助を巡る議論は、政治体制や行政能力・制度の問題と切り離すこと

ができなくなってきている。

民主主義や人権などの普遍的な価値とされる課題や政治体制の問題、政策

の企画･実施を担う政府の組織・運営能力、政府と市民社会や民間部門との

関係やそれらにかかわる制度の問題は、途上国の貧困問題や開発の遅れに大

きく関係するものとして、これらを総称するガバナンスという概念が注目さ

れてきた。これらは、援助の効果、効率に影響する重要な政治、社会・文化

的要素、あるいは、持続的開発のための前提条件と考えられるようになり、

開発援助におけるガバナンスの位置付けはますます大きくなった。この背景

には、開発における国家の役割の再認識や、成果重視の行政運営の考え方で

あるニュー・パブリック・マネジメント（New Public Management: NPM）

理論の影響があり、この観点から、多くの途上国において、行財政改革や公

務員改革、地方分権化などを含む公共部門改革が進められている。さらに、

援助ドナー側では、成果重視の考え方に沿って、途上国のガバナンスの状況

に応じて適切な援助内容や方法を選択すべきという選択的援助（セレクティ

ビティ）という政策論が出てきている。（図３－１参照）

本章では、「１．概観」で、政治・行政分野の援助戦略・アプローチの流

れを概観した上で、JICAが途上国に対する援助を行っていく際に重大な関

連があると思われるガバナンスの概念や公共部門改革の背景となる考え方あ

るいは論点を取り上げる。「２．途上国の公共部門改革」では、多くの途上
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国で進行中の公共部門改革の概要と課題について考察し、「３．援助の選択

性」では、主要ドナーのセレクティビティの適用状況や課題について整理す

る。

１‐１　政治・行政分野における援助戦略・アプローチの変遷

冷戦終結後、途上国の政治・行政の側面が開発や援助の重要な課題として

より一層重視されるようになった。以下では、冷戦時代から現在に至るまで

の政治・行政分野に焦点を当てて、援助戦略・アプローチの変遷と背景状況

図３‐１　1990年代以降の政治・行政分野における援助戦略・アプローチの流れ

構造調整の�
成果への反省�
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を概観する。

米国を中心とした西側諸国とソ連を盟主とする東側諸国とが対立していた

冷戦下では、途上国援助は、両陣営ともにそれぞれ友好国獲得を大きな目的

として実施されていた。冷戦は1960年代にピークを迎え、1970年代にかけて

は新興独立諸国の政治的不安定や紛争を口実に、両陣営からの直接的・間接

的介入が行われた。1970年には米ソ間でデタント（緊張緩和）の機運が生じ

ていたものの、東西間の援助競争は続き、紛争当事国への援助を通じた影響

力の拡大が図られた。途上国は政治体制によって色分けされ、両陣営は自ら

に近い政権にのみ戦略的に援助を実施していた1。言い換えれば、政治体制

（資本主義か共産主義か）が援助対象国の選択基準となっていた。

1980年代には、多くの途上国の成長率は低迷し、累積債務が膨らみ、それ

までの政府主導の開発の失敗への反省から、経済政策としては市場を重視し、

市場を歪める政府の介入を排除するとともに輸出志向を高めようとする開発

戦略が推進されるようになった。累積債務を抱える途上国に対し、世界銀行

とIMFの主導で採用された援助形態が、途上国の構造改革を進めるいわゆる

構造調整融資2である。世界銀行とIMFは、途上国の発展を阻害しているの

は市場を歪める政府の介入政策（政府の失敗）であり、市場メカニズムと民

間活力導入が開発の鍵であるとし、構造調整融資の条件として、政府支出の

1980年代：構造調整の時代

1960～1970年代：冷戦構造下における援助

1 小田（1996）p.286
2 途上国の構造改革を支援する「構造調整」への融資には、世界銀行はStructural Adjustment
Loan/ Credit（SAL/SAC：構造調整貸付／融資：融資期間３年）という融資手段を採用した。
IMFの支援ではStructural Adjustment Facility（SAF：構造調整ファシリティ：融資期間３
年）、Extended Structural Adjustment Facility（ESAF：拡大構造調整ファシリティ：融資
期間３～４年）という融資手段が構造調整への支援となっていた。SAL/SACは主として中期
的な幅広い構造改革を対象とし、SAF/ESAFはマクロ経済の安定を核とした構造改革への支
援を行ってきた。なお近年の貧困削減支援の流れの中で、現在Structural Adjustment Credit
はPoverty Reduction Support Credit（PRSC）、Extended Structural Adjustment Facilityは
Poverty Reduction and Growth Facility（PRGF）と名称が変更されている。
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削減と増税による財政均衡、公営事業の閉鎖または民営化、補助金撤廃、政

府規制の緩和等の経済自由化、外資導入政策の採用等の受け入れを求めた。

これらの市場主義的な政策への変更を求める融資条件を、コンディショナリ

ティ（Conditionality）3という。

経済体制の改善は多くの途上国にとって必要なものであったが、構造調整

融資のコンディショナリティには実施が難しいものも多かった。コンディシ

ョナリティの設定は往々にして画一的で、数が非常に多く、かつ政策順序等

が十分考慮されずに適用されたため、途上国政府はそれらのコンディショナ

リティの達成に忙殺されるようになると同時に、途上国政府の政策上のオー

ナーシップが失われることとなった。一方で、サブサハラ・アフリカを中心

に、構造調整は所期の成果が上がらず、構造調整プログラムが有効に機能す

るためには途上国の政治的コミットメントや政治的・法的な諸制度の整備状

況、意思決定のプロセスの透明性、行政運営能力など、政治・行政面の要素

が重要であると考えられるようになった4。

1989年から91年にかけての冷戦の終焉に至る急激な国際環境の変化に伴っ

て、冷戦体制下での戦略援助という前提が崩れ、主要ドナー諸国は、安全保

障の確保という理由のみで援助を正当化することは難しくなった。加えて、

アフリカや中南米諸国の経済停滞により、援助国の国民は援助の効果に疑問

を抱くようになり、また同時に先進諸国の財政がひっ迫してきたため、援助

1990年代以降：冷戦の終結、ガバナンス重視の時代

3 コンディショナリティの考え方は、援助は政策変更のためのインセンティブとなり得る、と
いうものであり、構造調整融資はコンディショナリティを通じて市場主義的な方向への政策
変更を求めたものであった。構造調整プログラムにおけるコンディショナリティは政策変更
そのものの実行に重点を置いており、いわば「適正手続き（due process：手続きを遵守する
ことを通じて結果が保証されるとする考え方）」を重視していた。しかし、PRSC等（脚注２
参照）のコンディショナリティでは、結果（アウトプット）あるいは成果（アウトカム）の
達成を求めるものに変化している。これは近年先進国で進められている公共部門改革に見ら
れる成果重視につながるものである。（従来のインプット主体のコンディショナリティをex
ante型のコンディショナリティ、近年のアウトプット、アウトカム主体のコンディショナリ
ティをex post型のコンディショナリティと呼ぶ場合もある。）

4 石川（1996）p.77
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資金は伸び悩み、いわゆる「援助疲れ」の状況が続いた。

このような状況下で、先進諸国は、納税者を納得させるためにも、冷戦体

制下では控えられていた人権の擁護、民主化の促進といった政治改革への支

援を重視するようになり、援助する前提として途上国の政策や実施体制にま

で積極的に関与すべきという認識が高まってきた。また、先進諸国は、限り

ある援助資金が「途上国の開発」という本来の目的に沿った形で効果的・効

率的に使われることをこれまで以上に強く要請するようになった。特に、効

果的・効率的な開発の観点から、途上国が十分な援助吸収能力と援助を有効

に活用し得る体制を持っているかどうか、援助を必要としている人々に開発

の成果が届いているかどうかが援助の際に重視されるようになった。

こうした中で、重要な概念として援助の世界で取り上げられるようになっ

たのが「ガバナンス5」である。そして、開発の効果を上げるためには、「グ

ッド・ガバナンス」が重要であり、この実現のためには、利害関係者が開発

の計画・実施、資源配分に対して参画する「参加型開発」がガバナンスと不

可分とされるようになった6。特に、1980年代以降、環境問題、持続可能な

開発への関心が高まる中で、援助を受ける側の自主性を損なうようなドナー

主導型支援ではなく、途上国政府及び受益者自身が開発への強い意志を持ち、

当事者としての責任を分かち合いながら主体的に開発に取り組むための「オ

ーナーシップ（当事者意識、当事者能力）」の醸成が重要だとの考え方が重

視されるようになってきた7。

近年、ミレニアム開発目標（Millennium Development Goals: MDGs）8や

各国の貧困削減戦略ペーパー（Poverty Reduction Strategy Paper:

PRSP）9に
　

見られるように、個別の開発活動では達成できない高次の開発目

5 ガバナンスには政治的側面と経済的側面の２つがあり、前者は人権や民主主義のような政治
的民主化を指し、後者は開発を効果的に行うための行政組織や法制を指す（白鳥（1998）
p.135）。OECDのDACでは、（1）政治体制、（2）ある国の経済的・社会的資源の活用におけ
る権力行使のあり方、（3）政策の立案・実施や行政運営能力、の３つが重要なガバナンスの
側面だとして、法の支配、公的部門マネジメント、汚職・腐敗の抑制、過度な軍事支出の削
減などの要素が重要とされた（桑島（2002）p.70）。

6 OECD/DAC（1995）
7 Ibid.
8 第１章Box1-2参照。
9 第１章Box1-1参照。
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標の実現をドナーと途上国が共同して目指そうとの動きとなっており、目標

達成のためには途上国のオーナーシップと関係者間のパートナーシップが不

可欠であるとの認識が一層強まっている10。そして、それらの開発目的に沿

って適切に資金が使用されるためには政府のガバナンス能力が重要であると

いう認識に結び付いている。

１‐２　1990年代の政治・行政分野における援助戦略・アプローチの焦点

政治・行政分野における援助の戦略・アプローチの背景には、政府の役割

の見直しや行政運営手法にかかわる議論が影響している。ここでは、開発に

おける国家の役割の再評価、ならびに成果重視に基づく行政運営改善・改革

の考え方、ガバナンス改善の議論を概観する。

1980年代の構造調整が盛んに行われた時期には市場を歪める政府の介入は

排除し、市場メカニズムと民間活力導入を推進することが開発の鍵であると

の考え方が強かった。しかし、構造調整は期待どおりの成果を上げることが

できず、その失敗は政治的、制度的要因によるところが大きいと認識される

ようになり、国家の役割が見直されてきている11。例えば、「開発における

国家の役割」をテーマとした1997年の世界開発報告では政府の役割の重要性

を認め、国家の役割を大きく「市場の失敗への対応」と「公平性の改善」の

（１）開発における国家の役割の再評価

10 この関連で、これらの高次の目標達成を支援するためには、特定の開発プロジェクトを個別
に支援するよりも、個別の活動を包含するプログラム援助の方が効率的であり、プログラム
の枠組みの中で各プロジェクトをプログラム目的に対して整合させるべきとの考え方が強く
なってきた。このため、従来から行われている特定プロジェクトへの支援に加え、セクター
やサブ・セクターのレベルのより高次の開発目的に資金を支出するプログラム援助が注目さ
れるようになってきている。

11 DollarとSvenssonは、構造調整プログラムの成功の可否は政治的な不安定や社会的格差等の
途上国の政治的及び制度的な要素と関連している場合が多いと指摘している（Dollar and
Svensson（1998）pp.4-5）。またアフリカにおける構造調整プログラムの経験をレビューした
世界銀行の“Adjustment in Africa”では構造調整政策の中で成果が上がっていない公共部門
企業及び金融システムの政策の再考が必要であり、そのためには「よく機能する市場経済」
の諸要素を提供するための公務員制度改革等の長期的な制度キャパシティの創出と政治体制

（ガバナンス）の根本的改革を図ることが必要であるとしている（World Bank（1994））。
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２つに分け、国家能力に即して、あるいは改善させながら、それぞれについ

て「基礎的機能」「中間的機能」「介入的機能」を果たしていくべきことを整

理している（表３－１参照）。

�国家能力の低い国はまず基礎的な機能に焦点を絞る必要がある。基礎的

な機能とは、財産権やマクロ経済安定、伝染病の管理、安全な水、道路、

極貧層の保護などである。持続可能な開発のためには経済の基礎条件だ

けでなく、社会的・制度的基礎条件（法的基礎条件を含む）も重要であ

る。

�基礎的機能の次に中間的な機能がある。それは、外部性の管理（例えば

公害）、独占規制、社会保障の供給（年金、失業手当）である。ここで

も、政府は介入の是非を選択する余地はなく、どれだけ最善の介入がで

きるかが焦点となるが、政府のみでこれらを提供するのではなく、市場

や市民社会と協調して働くことで、これらの公共財の供給を確保する。

�能力の高い国家は、調整を通じて市場の欠如等の問題に対処する、より

積極的な機能を持つことができる。

なお、途上国の国家及び政府の役割に関する議論は、先進国における政府

の役割に関する考え方の変化が、援助を通して途上国に反映しているものと

考えられる（Box３－１参照）。

表３‐１　国家の機能

市場の失敗への対処

純粋公共財の供給
（法と秩序の維持、マクロ経済管理、

財産保護、公衆衛生、防衛等）

貧困層保護
（貧困対策、災害援助）

公平性の改善

基礎的機能

外部性への対処
（基礎教育、環境保全）

独占規制
不完全情報克服

（金融規制、消費者保護等）

民間活動の調整

社会保障の供給

資産の再配分

中間的機能

介入的機能

出所：世界銀行（1997）p.41
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Box３‐１　先進国における国家の役割に関する考え方の変遷

1960年代から70年代にかけては、主要先進国では公共部門が民間部門ととも
に経済活動に極めて重要な役割を果たしていた。この間、一貫して公共部門の
役割に対する期待は膨らみ、財政運営や市場経済への介入等、規模や権限とも
に「大きな政府」が形成された。公共部門は第１に「公共財」ないしは「政府
サービスの供給者」として期待され、第２にはマクロ経済の安定化政策を実施
することが求められた。

1980年代に入り、英国では保守党のサッチャー政権、米国では共和党のレー
ガン政権が登場し、民営化・規制緩和の流れが本格的に始動した。さらにこう
した実態経済の要請に呼応するように、「政府の失敗」を提示し、または「市
場の失敗」を否定するような新たな経済理論が登場した。

1990年代は引き続き規制緩和路線が採用されているが、情報通信の整備等の
新たな社会資本整備が公共部門に求められるようになった。このような産業の
国際競争力の強化の一環としての規制緩和による「新たな公共財」の提供等は、
中長期的な国家の機能として重要な意味を持つと考えられている。以下の表は、
先進国での国家の役割の議論を整理したものである。

12 ボーモルが提起した「コンテスタビリティ理論」によれば、ある財の市場が独占的であって
も、常に潜在的な新規参入圧力があれば、競争の可能性があり、競争条件の整備された状態
と同様に市場メカニズムが機能するという。例えば、宅配便事業の圧力下にある独占郵便事
業を指す。また、電力とガスのように、他の財との一定の代替関係が成立すれば、市場メカ
ニズムが十分機能するという。（大住（1999）p.20）

このように国家・政府の役割が見直される中で、政府が「市場の失敗への

対応」や「公平性の改善」に対して効果的・効率的に介入するためには公共

国家に求められる経済的機能の変遷

政策的課題

国家の機能

1970年代

複合経済システム

「市場の失敗」

1980年代

新古典派的システム

「政府の失敗」

1990年代

国家の機能の再評価へ

「国家の機能」の再評価
（中期的な構造政策等）

・新たな公共財
（通信・情報基盤等）

・先進国型産業政策
・戦略的貿易政策

・競争政策の観点からの規制
改革

・純粋公共財に限定
・準公共財は市場へ

・信頼を失う

・コンテスタビリティ12

・公共財の提供

・マクロ安定化

・（｢寡占化｣に対する公的部
門の対抗力機能）

出所：大住（1999）p.16より抜粋
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部門の機能が重要であると考えられるようになり、公共部門の効果的・効率

的運営のための成果重視型の改革が進められてきた。

前述したように1990年代以降政府の役割が見直され、民主化や市場経済化

を実現するための公共部門の効果的・効率的な運営が求められるようになっ

た。市場主義では可能な限りすべてを市場に任せることが、最も効率的な資源

配分達成を可能にすると考えられてきたが、効率化を進めるインセンティブが

なければ市場主義の考え方を持ち込んでも効率化は望めない。そのため、イン

センティブを確保しながら市場主義に基づく効率化の導入が重要となった。

途上国の公的部門の経営にインセンティブを持ち込むための方策の一つが

成果によるマネジメント（Management by Results: MbR）であり、近年の

途上国の公共部門改革にはその考え方が活かされているものが多い。Box

３－２のように、MbRには目的によってさまざまなタイプがあるが、これら

のタイプは相互補完的な面も強い。当初は異なるタイプのアプローチをとっ

ていると考えられていた国でも、運用面ではそれぞれのタイプの長所を取り

入れてある程度収斂している例も見受けられる13。途上国では、上記のタイ

プのいずれかが厳密に適用されている事例はないが、それぞれの要素が組み

合わさっている改革は、近年、しばしば見受けられる。

この、「成果によるマネジメント」は、公共部門に企業経営的な手法を導

入し、より効率的な行政サービスの提供を目指すニュー・パブリック・マネ

ジメント（NPM）理論に影響を受けたものである（概要についてはBox３－

３参照）。ただし、NPM理論による行政運営を、そのまま途上国に持ち込む

ことについては、否定的な援助機関が多いことは注目すべきである14。

公共部門運営にインセンティブを持ち込む経営主義の導入は、政府の効率

（３）ガバナンスの改革

（２）成果重視型の公共部門の改革

13 英国とスウェーデンの改革はそのような過程をたどったと見られている。（大住（1999）
p.110）

14 NPM理論の重要な考え方として、目標達成のために「契約」を行うという考え方がある。し
かし途上国には「契約」の考え方が必ずしも十分に確立していない国も多く、その導入には
多くの国にとって極めて高度な制度的能力を求めることになる。したがっていわゆるNPMが
途上国で行われているとは言い難い。この点の議論はSchick（1998）に詳しい。
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性を高める一つの大きな方策であるが、政府の機能を高めるためにはこれだ

けでは十分ではない。世界銀行の整理では、政府が改革を進めていく上で、

①成果によるマネジメントの導入による効率性の向上とともに、②説明責任

（アカウンタビリティ）、③透明性や汚職の防止、④予測可能な法制度と司法

の執行、⑤情報公開などのガバナンスの改革が重要と考えられている15。以

15 世界銀行は、古くから公共部門管理改革に取り組んでいるが、1990年代後半以降は、公共部
門管理に関する個々の改革の支援とともに、核となる公的制度とそれを執行する部門（行政
府のみならず、立法府及び司法を含む）との相互の結び付きを重視するようになった。公共
部門の経済的な機能を、①経済政策の策定と実施、②公共サービス供給、③公共資源の利用
に関する説明責任の確保、の３つの範疇に分類し、政府が改革を進めていく上で重要なポイ
ントとなる概念を、①公共部門の効率性、②説明責任、③予測可能な法制度、④情報公開、
⑤透明性等、ガバナンスの概念を用いて整理した（World Bank（1992）pp.3-6）。

Box３‐２　成果によるマネジメント（Management by Results: MbR）

OECDは成果によるマネジメントを採用したOECD加盟諸国の経済環境やこ
れに基づくアプローチの相違をもとに、以下のような類型を作成している。

成果によるマネジメントの類型

組織内部の運営の改善
（Management and Improvement）を

目標とするタイプ

・競争手段の活用
・さまざまな階層のニーズ

に対応した情報システム
の構築

・業績／成果に基づく予算
システム

・業績／成果に基づく会計
システム

・自己評価システム
・運営改善のためのインセ

ンティブ・システムの構
築

・ボトムアップ・アプローチ

・業績に関する合意
・単純で透明な業績情報シ

ステム
・業績／成果に関する指標
・内部・外部監査メカニズ

ム
・アカウンタビリティや管

理メカニズムの活用
・ボトムアップ・アプロー

チ

・経営資源の投入について
の管理に着目

・業績／成果に関する情報
は予算過程においては補
足的に活用

・情報システムは、支出や
コストに焦点

・市場化テストは、最も費
用節減に注目

・費用節減効果のうち、節
約した組織への還元はご
くわずか

・トップダウン・アプロー
チ

組織のアカウンタビリティと
統制・管理（Accountability and
Control）を目的とするタイプ

費用の節減（Savings）を
目標とするタイプ

出所：OECD（1997）pp.26-27より筆者作成。
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下に、これらの公共部門の改革に関する基本概念を簡単に説明する。

①効率性 ：効率性については一定の投入に対する結果を計測して比較す

ることで改善されたかどうかを見るというように投入と結果の２つの側

面から検討する。

効率性を検討する際に、「公務員の削減」などのように投入のみの指標

が設定されていることがある。しかし、投入のみの指標では不十分であ

り、公務員の削減という投入を通して財政状況やサービスの質が改善さ

れたかという便益の結果を示す指標を設定することが必要である17。ま

16

16 経済学では、「効率性」は「パレート改善」という概念によって定義され、この中には便益
の向上も含まれている。しかし一般的に「効率性」という場合、必ずしも「質の高い」とい
う意味を含まないこともある。

Box３‐３　ニュー・パブリック・マネジメント（New Public Management: NPM）

ニュー・パブリック・マネジメント(NPM)とは公共部門においても企業経営
的な手法を導入し、より効率的で質の高い行政サービスの提供を目指すという
行政運営の考え方であり、1980年代にOECD諸国を中心に実施され始めた。
NPM理論は、具体的には、公的部門への、①競争原理の導入、②成果による
評価、③政策の企画立案と執行の分離、という３つの概念を核としている。こ
の考え方は、先進国では①発生主義を活用した公会計（支払い時ではなく取引
発生時に帳簿に記載する方式）を導入する、②成果目標とそれに対応する予算、
責任の所在等を契約等の形で明確化する、③民営化・行政法人化を推進する、
などの形で具現化されてきている。

しかし、NPMは一律に適用されているわけではなく、実際の適用について
は国ごとに違いがある。適用のタイプを大きく分けると「英国・ニュージーラ
ンド（アングロサクソン系諸国）」型モデルと「北欧」型モデルの２つに分け
られる。アングロ・サクソン系諸国では、公的企業の民営化はもちろん民間委
託をはじめとした広義の民営化手法を幅広く採用し、民営化へのインセンティ
ブが組織内部にも働くよう工夫されている。また、トップダウンによる包括
的・組織的な改革手法に重点が置かれ、改革は急進的である。

一方、北欧諸国では、広範な民営化手法の活用には慎重で、むしろエージェ
ンシーや内部市場メカニズムの活用のような組織運営の改革を通じて、より長
期的な「効率性（Efficiency）」や「サービスの向上（Effectiveness）」の実現
を図ろうとしている。北欧諸国はボトムアップによる自発的でアドホックな改
革手法をとる傾向が強く、改革は緩やかあるいは穏健である。

出所：大住（1999）
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た、ある目標に達するための投入の案を複数比較し、その中で最も低い

コストで目標が達成できるものを選択することも効率性の観点からは重

要である。

②説明責任（アカウンタビリティ）：権限を委譲された場合には結果に対

して説明する責任が生じる18。通常、政府が説明責任を果たす義務があ

るのは、政策の執行権限を委譲されている議会と税を負担している住民

に対してである19。公共部門が議会や住民に対する説明責任を果たすこ

とにより成果の責任が明確になり、公共サービスの住民に対する即応性

（responsiveness）を高め、国民主体の開発を効果的・効率的に進める

インセンティブが高まると考えられる20。

説明責任といっても何に対する説明責任かは一様ではなく、例えば

Stewartは、行政システムの変革に対応した説明責任を図３－２のよう

に段階的に説明している21。第１は、あらかじめ議決されたとおりに執

行されているか（法令・会計規則を遵守しているか）という合規性に関

する説明責任、第２は、有効な手段を選択しているかというプロセスに

関する説明責任である。第３は、パフォーマンスについての説明責任で

あり、経済性・効率性が要求され、第４は、プログラムに関する説明責

任であり、プログラム自体の目標の設定とその有効性が問われる。第５

は、政策そのものに関する説明責任であり、政策目標の達成度さらには

政策そのものの妥当性が問題とされる。

第１及び第２の説明責任は、プロセスの民主的管理（法令・規則による

管理）や予算の適正な執行に重点を置いた伝統的な行政システムで重視

されてきたものである。現在進められている公共部門改革は、経営資源

17 世界銀行は、政府の効率性に関して、①官僚の質、②業務処理費用、③公的保健医療の質、
④政府の安定性の４側面を指標化している（国連開発計画（2002）pp.44-45）。

18 宮川（1999）
19 なお、援助資金を得ている途上国は援助国に対しても同様に説明責任が求められている。
20 説明責任の指標については、例えば世界銀行の研究では、「声の反映と説明責任」に対応す

る客観的指標として、自由で公正な選挙、報道の自由、市民的自由、政治的権利、政治にお
ける軍隊、政権交代、透明性、法律及び政策の展開が実業界に常に知らされている、実業界
が法律または政策の変更について懸念を表明できる、等が挙げられている（Kaufman, Kraay
and Zoidop-Lobaton（2002））

21 Stewart（1984）p.17
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の使用に関する自由度を高め、成果による管理へと変革しようとするも

のであり、ここでは第３、第４の説明責任が求められるようになってい

る。さらに、途上国は多くの国がPRSPの策定対象国となり、PRSP上

のプログラムを達成することと同時に貧困削減という政策に関し、議会

及び自国民とともに、援助ドナーに対して説明責任を求められている状

況にある。

③透明性と汚職防止 ：公共部門が国民主体の開発を効率的・効果的に実

施するためには資金使途や判断プロセスが国民にとって明快であり、か

つ不正が行われていないことが重要である。このような状態を透明性が

高いという。説明責任を果たすためには透明性が高いことが必要になる。

22

図３‐２　説明責任の各段階

第５段階：政策に関する説明責任
政策の基本方針は適切か？

第４段階：プログラムに関する説明責任
プログラムの目標は適切に設定され、目標は達成されているか？

第３段階：パフォーマンスに関する説明責任
効率的な運営がされているか？

第２段階：プロセスに関する説明責任
適切な手続き、手段を選択しているか？

第１段階：合規性に関する説明責任
法規・会計規則を遵守しているか？

出所：大住（1999）p.94

22 近年の研究から、透明性が財政のパフォーマンスに影響を与える一つの要因であることがわ
かってきた。例えば、欧州各国を比較した研究では、透明性の高い国（英国等）ほど財政赤
字が相対的に小さく、逆に低い国（イタリア等）ほど財政赤字が大きいことが実証的に明ら
かにされている。（財務省財政金融研究所（2002）pp.6-12）
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予算や財政の透明性については、IMFやOECDでガイドラインを作成し

ている23。また、資金使途や判断プロセスの明確化には汚職防止が重要

であり、汚職に関してはトランスペアレンシー・インターナショナルに

よる汚職認知指数と世界銀行ガバナンス指標データセットによる不正利

得に関する指数がある24。

しかし、透明性向上には多様なアプローチがあり、IMFやOECD、世界

銀行のガイドラインや、トランスペアレンシー・インターナショナルの

汚職認知指数等も専門家等による国内調査をまとめたもので、絶対的な

尺度ではないことに留意する必要がある。

④予測可能な法制度 ：上記のような透明性を確保し、市民や民間企業が

安心して活動できるためには公正で予測可能な司法の執行が必要であ

る。しかし多くの途上国においては司法があまり機能していない。司法

が信頼できなければ、民間は非公式な取り決めに依存するなど多様な対

策をとらざるを得ず、また官僚の裁量権が過大となって汚職が起こりや

すくなる。司法の決定が公正で予測可能であるためには、裁判官がある

程度有能で、司法システムが裁判官の恣意的行動を禁止し、立法府と行

政府が司法の独立性と執行能力を尊重することが必要である26。

⑤情報公開：透明性を確保するためには予測可能な法制度とともに情報公

開も有用な方法である。情報公開することにより国民は政府の活動やそ

の成果をチェックすることができるようになり、政府の非効率や不正が

是正されるとともに、国民自身も判断能力を高め、主体的に開発にかか

わることができるようになる。

25

23 IMFは透明性の向上を促進するため、1998年に「財政の透明性に関するグッドプラクティス」
（以下「IMFコード」）を発表した。これは、加盟国で実施されている優良慣行を基に作成さ
れたものであり、透明性を測る１つの基準を提供する。また、OECDも、1999年に「予算の
透明性についてのグッドプラクティス」（以下「OECDガイドライン」）を発表している。

24 国連開発計画（2002）pp.44-45
25 世界銀行（1997）pp.55-68
26 「法の支配」に関する指標としては、世界銀行の研究では、①闇市場、②民間または公的な

契約の強制執行能力、③銀行業務における汚職、④取引の障害となる犯罪と窃盗、⑤犯罪に
よる損失と費用、⑥司法の予測不可能性の６つを挙げている（Kaufman, Kraay, and Zoidop-
Lobaton（1998））
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２．途上国の公共部門改革

�ここがポイント！
�開発における国家の役割の再評価や「成果によるマネジメント」やガバナ

ンス重視の考え方を背景に、1990年代以降、途上国においては、民主化、

市場経済化を目指した成果重視型の公共部門改革が進められている。

�公共部門改革では、公共部門が国民主体の開発を効率的・効果的に推進し、

成果を国民に説明することや、公共部門の恣意的な行動を抑えるためのメ

カニズムを強化することが重視されており、そのためには、�規則と制約

の確保、�参加と協調の促進、�競争の促進が有効である。これらを実施

する上で鍵となる概念が、効率性、説明責任（アカウンタビリティ）、透

明性、予測可能な法制度、情報公開などである。

�上記のような公共部門改革では、公共部門自体の制度・仕組みの見直し・

再構築と人材管理・制度･仕組みの見直しが行われる。必要な制度・仕組

みとしては、地方分権、税制・徴税制度改革、公共支出管理、国営企業改

革などがあり、人材面では公務員改革がある。これらの改革プログラムを

各途上国の能力／制約に適合した形で導入するためには改革の順序や程度

をよく吟味する必要があるとされる。

�地方分権化は、地域の実情とニーズを把握できる地方政府に財・サービス

の生産と調達の権限を与え、地域の参加を得てその地域のニーズに合致し

た開発を効果的・効率的に推進しようとするものである。しかし、地方政

府は一般的に能力が低いため、政府の能力に応じて段階的に分権化を進め

ることが重要である。また、地方分権化が機能するためには地方政府と中

央政府の垂直の関係及び地方政府と市民社会／民間部門の水平の関係の双

方を構築しなければならない。

�税制・徴税制度改革は、課税の平等性を確保しつつ資源分配の効率性を高

めようというものであるが、途上国で税制を実際に機能させるためには税

制の簡素化と徴税を担う公務員の規範形成及び適正な執行の監視が重要で

ある。また、中央と地方の間で税収の配分を適切に行い、それぞれが義務

を果たせるように留意すべきである。
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２‐１　公共部門改革を促進する３つのメカニズム

援助国が援助の目的あるいは前提条件として、民主化や市場経済化に合っ

た政治体制、行政能力・制度を重視するようになり、また国内的にも「成果

によるマネジメント」の考え方に基づく公共部門改革が重視されるようにな

った1990年代以降、途上国でも成果重視の公共部門改革が推進されるように

なった。この公共部門改革に取り組んでいく際に鍵となる基本概念は、前節

１－２の（３）で整理したように、①効率性、②説明責任（アカウンタビリ

ティ）、③透明性、④予測可能な法制度、⑤情報公開などのガバナンスの概

念である。

公共部門改革では、公共部門が国民主体の開発を効率的・効果的に推進し、

結果を国民に説明することや、公共部門の恣意的な行動を抑えるためのメカ

ニズムを強化することが必要とされる。世界銀行は1997年の『世界開発報告』

でこれらを促進するための３つの制度的メカニズムとして、①公共部門に対

する規則と制約の確保、②民間部門や市民社会との協調と参加の促進、③競

争圧力の増大を挙げている27。

�公共支出管理の目的は、�財政規律の維持、�戦略的優先度に応じた資源配

分の促進、�資金の効果的・効率的な利用である。公共支出管理では予算と

政策の連携を重視し、文書化されていない運用ルールも含めて公共支出管理

がどのように行われているかを踏まえて改革を進める必要がある。

�国営企業改革は、政府による競争的市場の枠組みの提供の一環であり、効果

的・効率的な経済運営を行うためのものである。公営企業改革のためにはま

ず制度の構築や改善が重要となる。

�公務員改革は、開発を効果的・効率的に推進する人材を確保・育成するもの

である。公務員改革では、�インセンティブの確保（給与、実力主義の採用）、

�規範の形成（公僕としての意識、団結心）、�説明責任の強化（汚職防止）

が重点となる。

27 世界銀行（1997）p.121
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①規則と制約の確保：

公共部門の恣意的行動を抑え、公共部門が効率的に機能するようになる

ためには国家権力間のチェック・アンド・バランスが必要である。具体

的には司法及び中央銀行が憲法上独立していること、政府の各段階で責

任分担がなされていること、公会計と監査システムと予算規則等を含む

公共財政管理、公務員制度、議会に頻繁に第三者報告を上げるためのオ

ンブズマンあるいはその他の監視機関等が必要である。また、法制度28

を整備して公務員の裁量権を削減し汚職の機会を減少させることも重要

な課題である。

②協調と参加の促進：

国民主体の開発を進めるには、国民に情報を提供し、国民の声を政策に

反映させ、意思決定への国民参加を促進し、結果を国民に説明すること

などが必要である。具体的には国民に最も近い地方政府を強化する地方

分権化、透明性の高い情報の提供、選挙等への直接参加、公共サービス

に対する利用者調査等を行うことが重要である。政府の透明性を向上さ

せ、国民の参加を促進することは公共部門の恣意的行動を抑えることに

も有効である。

③競争の促進：

公共部門の質や効率を高めるためには競争を導入することが効果的であ

る。競争には、政治的側面での競争（地域間の競争あるいは政党間での

競争等）、公的機関間での競争、物品やサービス、情報の提供を巡る民

間部門と公的機関の間での競争、公務員間の競争（公務員制度への実力

主義の導入）等がある。

28 多くの途上国では旧宗主国の法律を受け継いでおり、それが必ずしも途上国の現状には合っ
ておらず、適用も不安定である。また、裁判制度は不完全で手続きに時間がかかり、裁判官
が行政府寄りである。こうしたことが開発を阻害し、外国投資を妨げ、汚職の温床となる原
因の一つとなっている。
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図３‐３　公共部門改革の概念図

公共部門に求められること：�

透明性�

必要な方策� 競争圧力�

説明責任�効率性�

予測可能な�
法制度�

情報公開�

目標：国民主体の効果的・効率的開発�

・効率的でニーズに即応した公共サービスの提供�
・公正な資源配分と恣意的行動の排除�
・民間部門が活動しやすい環境づくり�
・業績・成果の説明責任（アカウンタビリティ）�
　と公共サービス改善へのフィードバック�

公共部門に対す�
る規則･制約�

国民の声の反�
映と参加�

以上のコンセプトに基づいた公共部門改革の主要なプログラム�
（制度・仕組みと組織・人事管理体制の構築・改造）�

制度・仕組み：�

・政治・行政システムとしては�
　地方分権�
・財源確保のためには税制�
・公的資金を効率的に使うため�
　には公共支出の管理�
・予算の有効活用及び適切な市�
　場形成のためには国営企業改�
　革（民営化）�

組織・人事管理体制：�

・公務員の能力とやる�
　気を高めるための公�
　務員制度改革�

これらを実行�
する上で鍵と�
なる概念�
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２‐２　公共部門改革の主要な５つのプログラム

公共部門改革では、上記で述べたようなメカニズムを反映した具体的な制

度・仕組みの構築と、その制度・仕組みを執行する公務員の人事管理制度の

改善と啓発・育成が行われる。必要な制度・仕組みとしては、例えば、政

治・行政体制としては地方分権化、財源確保のためには税制・徴税制度改革、

適切な資金管理の面では公共支出管理、競争的市場の形成のためには国営企

業改革があり、人事管理制度の改善と啓発・育成のためには公務員改革など

がある。以下では地方分権化、税制・徴税制度改革、公共支出分析と管理、

国営企業改革、公務員改革の５つの主要な改革プログラムについて、それぞ

れの概要と課題を整理する。

２‐２‐１　地方分権化29

地方政府は地域社会のニーズや、情報及び活用できる資源を的確に把握で

き、適切な公共サービスを効率的に提供することができるとの前提に立って、

地方政府に対する財・サービスの生産と調達に関する業務の委任、あるいは

諸権限の委譲を伴う地方分権化が進んでいる。また、地方分権化することで

人々の参加機会が拡大し、多くの関係者が政策決定やその実施をモニタリン

グすることができるようになり、公共サービスの質の向上とコスト削減が期

待できるとされる。

地方分権化の大きな問題は地方政府の能力が平均的に低く、また地方政府

間の格差が大きいことである。地方政府の財政管理能力が不十分であるため

に、地方政府による過剰支出が起こり、地方政府による借り入れが増加し、

財政を悪化させている。

また、公共サービスの量及び質の地域格差の拡大も課題となっている。税

（２）地方分権化の課題と論点

（１）地方分権化の目的

29 本項目は、主として世界銀行Decentralization Thematic Groupの“Decentralization NET”に
よっている。（http://www1.worldbank.org/publicsector/decentralization）
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収の多い地方とそうでない地方では供給できる公共サービスが異なり、平等

な公共サービスの提供ができない国も多い。

さらに、地方政府が地元の有力者によって支配されている場合、人々の参

加は阻害され、政策が有力者に有利なように歪められ、汚職が起こりやすく

なる。

また、中央政府の能力不足も課題である。中央政府は国家政策を管理し、

政府間関係を規定する規則を制定・執行し、利害関係者を調整する役割があ

る。この役割が十分に果たされていない場合は地方分権を推進することは困

難である。

中央政府や地方政府の能力が十分でなく、また地方政府が地元有力者に支

配され地域社会に開かれていない場合は、地方政府に対して一律に一定の権

限委譲を進め、分権化を進めようとしてもうまくいかない。分権化を促進す

る場合は各政府の能力と体制に応じて段階的に取り組んでいく必要がある。

その場合には、地方分権が機能するためには中央政府－地方政府間の垂直

的な関係と、地方政府－市民社会／民間部門間の水平的な関係の双方が重要

となる。地方政府が地域のニーズに合致した活動を行うためには、政策決定

と実施に住民、NGO、民間企業等の参加と協調を促し、地方政府のパフォ

ーマンスが地方選挙や住民投票等によって評価されるような、地方政府と市

民の水平的な制約の仕組みを作ることが重要である。また、地方政府と中央

政府間で役割と機能をきちんと規定し、適切な財政関係を築くことが必要と

なる。地方分権化においては水平・垂直双方の関係を構築するよう留意が求

められる。

２‐２‐２　税制・徴税体制改革

途上国の税制・徴税制度改革には２つの課題がある。１つは複雑な税法と

脆弱な徴税体制のために税制・徴税制度が機能していないことであり、もう

１つは計画上の支出を満たすだけの歳入を得ることができないために、持続

的なインフレを含む財政危機が起こっていることである。これらの課題に対

（１）税制・徴税体制改革の課題30

30 World Bank（2000）p.10
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して、課税の垂直的平等31を確保し、かつ非効率を生じないよう、バランス

をとって社会全体の効用を最大化させる税制を構築し、資源配分の効率を高

めることが求められている32。

１）税制の簡素化

公共部門の諸機関の能力が低い場合、公平性あるいは効率性を促進する目

的であっても、税制を複雑化することは混乱を招く。税率が複数あると担当

者は課税対象物を分類しなければならず、結局対応が不確実になり、また取

引を行う余地を生じてしまう。また課税率が高い場合、脱税するインセンテ

ィブが生まれやすくなる。

また、税制には資源配分の効率を高める働きが期待されているが、税制度

のみでは全体として所得分配にはあまりインパクトはなく、累進課税が導入

されても、累進的な税負担の分布になったといえる例はほとんどない。

そのため、税制改革では簡素化が一つの方向となりつつある。税制を簡素

化することで、平等性を軽視することになる可能性もあるが、簡素化を通じ

て遵守性を向上させ、脱税を困難にすることで、広範な税の公平性の確保に

役立つと考えられる33。

また、徴税能力の強化方法にも注意が必要である。例えば、広範で複雑な

仕組みの税制を管理する高額なコンピュータを導入することは限られた資源

を利用するという観点からは優先度に沿ったものではなかろう。多くの税担

当者と監査人に対して、複雑な税制に関して訓練を行うよりも、まず複雑な

税制を簡略化して税担当者の負担を軽減することが重要である。徴税能力の

強化に進むのはその後の課題であろう。

（２）税制・徴税体制改革の論点

31 高い税金を支払える状態にある人が、高い税率で税金を支払うべきである、という原則。こ
れには次の３つの課題がある。①原則として誰がより高い税率で支払うべきかを決定するこ
と、②この原則に対応するような租税ルールを文書にすること、③もし誰かがより高い税率
で支払う立場にあるならば、その人が他の者よりもどれくらい多く支払うべきかを決定する
こと。

32 Thirsk（1997）pp.8-11
33 例えば、途上国では複雑な累進課税制度にするよりも、間接税制度を導入し、そこから得ら

れた税収を貧困層対象の補助金に使う方が効果的と考えられる。
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２）中央政府と地方政府の適切な課税ベースの検討

途上国では地方分権化に伴って、受益者と負担者ができるだけ一致するよ

うに中央政府から地方政府に課税ベースが委譲されたため、中央政府に十分

な歳入ベースがなくなっている場合がある。例えばインドでは、公的債務と

年金支払い義務が中央政府で増加しているにもかかわらず、多くの税ベース

が地方政府に移され、中央政府の財源が乏しくなってしまった。課税ベース

の地方政府への委譲はマクロ経済のバランスを崩さないよう、慎重に行わな

ければならない。

３）規範と監視

途上国によっては、構造的な汚職、恣意的な課税規則、説明責任の欠如が

法の原則を蝕んでいる場合があり、国民も政府も正式な税法を守ることを期

待していない。結果として脱税が広く起こり、非公式経済が広まり、マクロ

経済の安定を確保できない状況である。このような状況ではどのような税政

策や徴税制度でもインパクトを持つことはない。政策や制度とともにそれを

守る規範と制度がきちんと運営されているかを監視するシステムが必要であ

る。

２‐２‐３　公共支出分析と管理34

公共支出管理とは、公的資金の配分と管理について、政策判断を行い、実

行するための仕組みと手続きである。公共支出管理の主な目的は表３－２に

示すように、①財政規律の維持、②戦略的優先度に応じた資源配分の促進、

③資金の効果・効率的な利用、の３つに大別できる。

途上国援助においては、近年の先進国の行財政改革の流れと、途上国に対

する財政支援等の新しい援助様式の出現により、政府、援助機関、その他関

係者の間で公共支出管理への関心が急速に高まっている。

（１）公共支出管理の目的

34 本項は主としてWorld Bank（1998）によっている。
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１）公共支出管理の３つの目的のバランス

上記（１）に挙げた公共支出管理の３つの目的は、相互に強化し合う関係

にあることが望ましい。しかし、財政規律が確保できない場合、債務が増加

し、返済額が増大してしまい、政府は支出と収入のレベルの調整に集中せざ

るを得なくなる。財政規律の維持のために支出を抑えようとして、恣意的か

つ予測できない形で年間予算が削減されることがある。これは戦略的な資金

配分や資金の効果的・効率的利用の観点からは望ましくなく、３つの目的の

バランスをとるよう留意しなければならない。

２）予算と政策の連動

政策は、予算を勘案しつつ実施可能なものを適切に策定し、予算は、政策

を実現するために立てられ、実行されなければならない。しかし、多くの途

上国においては政策と予算のつながりは弱く、予算は支出項目の詳細なリス

トであることが少なくない。予算の各段階のつながりも弱い。予算サイクル

には、①政策レビュー、②戦略的計画策定、③予算準備、④予算執行、⑤支

出と収入のモニタリング、⑥報告と監査、といった段階があるが、これらが

きちんとつながっていることが予算業務の効果的な実施のためには極めて重

要である。そのため、公共支出管理の改善のためには、政策と予算を連動さ

せ、予算サイクルもつながりをもたせることが求められる。

（２）公共支出管理の課題と論点

表３‐２　公共支出管理の主な目的

目　的

財政規律の維持

戦略的優先度に応じた資源配分
の促進

内　容

歳入の範囲内に支出を抑え、支払いできる範囲内に債務
額を抑える。

政府設定目標に最も適した分野に資源を配分・支出する。

資金の効果的・効率的な利用
戦略的優先政策を実施するために資源を効果・効率的に
利用する（Value for Money）

出所：World Bank（1998）pp.2-3
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３）公式、非公式な規則の把握

公共支出管理の運営には、インセンティブ、規範、慣習法を含めた規則な

どが大きな影響を与えている。そのため、公共支出管理システムを評価し、

その支援を進めるためには、公式の規則や文書化されていない慣習法が実際

にどのように適用されているのかを十分に理解することが重要になる。

２‐２‐４　国営企業35改革

1980年代までは、多くの途上国では政府が国営企業を設立し、政府主導の

経済開発を進めてきた。しかし途上国の政府は、制度能力が十分でなく、政

府が高度な規制あるいは介入を実施した場合、それが効果を発揮するよりも

非効率を生むことになってしまう場合が多い。実際、従来の国営企業では極

めて非効率な運営がなされ、その結果、非効率な国営企業の生み出した多大

な財政赤字等の、財政的、行政的負担を公共部門が負担することとなり、優

先順位の高いセクターへの支出（例えば社会セクター等の貧困層への直接支

出）を予定された原資が、結果的に国営企業に配分されることがしばしばあ

る。

近年開発における政府の役割は、民間が活動しやすい環境づくりへと変化

しており、国営企業のあり方も見直されてきている。現在の国営企業改革は、

政府による競争的市場の枠組みの提供という包括的な改革の一部となりつつ

ある。この包括的な枠組みは、従来の国営企業も含めて、より広い競争的な

枠組みを政府が提供し、国営企業とともに民間企業の参入により、効果・効

率的な経済運営を行おうとするものである。競争的市場の枠組みを提供する

ためには、民間企業の参入を促すだけでなく、非効率な国営企業の縮小ある

いは民営化も重要と考えられている。財政的、行政的な負担となってきた国

営企業を市場から退出させるか、あるいは民営化することで、自立的、持続

的で効率の高い企業へと転換させる目的で改革が進みつつある。

（１）国営企業改革の背景と課題

35 各国とも国営企業を根拠法によって定めており、その定義が完全に一致しているわけではな
い。しかししばしば用いられている国営企業の定義のうち、狭義のものは、直接・間接に政
府の資本参加が50％を超える企業、というものである。アジア諸国ではタイ、ベトナムなど
が本用法を用いている。またこれ以外にも、事業の目的が公共目的かあるいは事業目的かで
分類される場合（ベトナム）もある。
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国営企業を縮小させ、より効率的な経営体制に移行させようとした場合、

現状において便益を受けている国内グループの強い抵抗を受けることが多

い。そのため、改革は当初計画から非常に遅延することが多い上、実行され

ても不十分なものになりがちである。

また民営化を進める上で改善すべき制度的な課題として、①所有権と財産

権の確立、②民営化法令の整備、③外国投資家の参入を阻害する外貨建て取

り引きの強制や特別な為替レートの廃止、④紛争解決メカニズムや公正な補

償制度の導入、等がある36。

世界銀行は規制と民営化に関する方向性として、政府が肥大化した国では

民営化と自由化を進めることは適切ではあるが、制度の解体ありきではなく、

まず制度の構築や改造を検討すべきであるとし、各途上国に制度能力に応じ

たアプローチをとるよう提案している。

２‐２‐５　公務員改革37 

上記で述べたような公共部門改革の成否はそれを実行する公務員の能力や

規範にかかっており、有能で献身的な公務員を育成・確保することが鍵にな

っている。

構造調整プログラムのコンディショナリティとされていた公務員改革は、

財政上の負担の減少を主な目的としていた。実際には在籍していないにもか

かわらず給与を受ける幽霊公務員の根絶や公務員の削減が進められるととも

に、給与も抑制された。

その後、国家の役割に関する考え方の変化に応じて、公務員改革の性格に

も変化が見られるようになった。1990年代前半から始まった「能力開発の重

視」及びその後の「公共サービスの向上」の流れによって、有能で献身的な

公務員の人事管理・制度改善が重視されるようになり、給与の向上、実力主

義の採用、規範の形成、説明責任の向上等が公務員改革の重要な要素と考え

られるようになった。

（１）公務員改革の目的と概要

（２）国営企業改革に関する論点

36 白鳥（1998）pp.215-216
37 本項目の記述は主として世界銀行（1997）pp.145-154による。
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１）インセンティブの付与（実力主義の導入）

公務員の給与は通常は民間部門と比較すると非常に低く、財政引き締めが

行われた国については、格差が拡大している場合がある39。また、高級官僚

の給与の伸び率が下級官僚の給与の伸び率よりも低くなっている場合が多

い。給与のみが有能な公務員を確保・育成するための手段ではないが、あま

りに低い給与で、給与の伸び率も上級官僚が下級官僚に劣る状態では有能な

人材を引きつけることは難しい。

そのため、現在途上国では、実力主義を採用し、局長や局長補佐クラスま

での公務員に対し、通常の公務員の給与体系よりもはるかに高い給与を支払

うとともに、能力の発揮を可能にし得る裁量を付与し、期限付きの公務員と

して雇用するという形式が増えつつある。

２）規範の形成

公僕としての意識や使命感、健全な団結心は、公務員を公共サービスの改

善に向かわせるために必要な要素である。能力の高い行政組織は、公務員が

組織の目的を共有し、公務員として自覚と誇りを持っている。しかしこのよ

うな行政組織を持つ国は少ない。特に外部から有能な人材を採用するシステ

ムをとっている場合はこのような規範を育成することが難しい。公務員とし

て望ましい規範を高めるためには訓練や成果に対する報奨、目的を達成する

ための自主権と裁量権の付与などが有効である。

３）説明責任の向上

単に大きな自主裁量権を与えても望ましい規範の形成につながるわけでは

なく、恣意的な行為と汚職を招く場合もある。このような行為を防ぐために

は、説明責任を向上させることが必要である。例えば、それぞれの政策に必

要な費用を透明化すると同時にそれをすべての利害関係者と共有すること、

（２）公務員改革の課題38

38 本項では、（１）で述べたように、公務員数を削減しようとする従来の改革よりも、現在焦
点となっている効率性と競争圧力を重視する公務員改革を主に記述している。

39 例えばケニアでは、政府と民間の給与格差は1989～1992年の間に年率３％の割合で拡大した
（世界銀行（1997）p.149）。
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さらにアウトソーシングを用いて公共部門に集中する業務を低減させること

などが考えられる。また公共サービスに関するフィードバックを集める拠点

を多く作ることで、いい意味での外部からの圧力を作り出すことが可能にな

る。

２‐３　地域別の公共部門改革の概観

各国の公共部門改革の内容は、制度的・政治的条件の違いにより、国ごと

に異なる40。しかし地域全体としてはある種の傾向が出てくることも事実で

ある。表３－３は地域ごとに改革の状況を概観したものであり、ここから地

域によって現状の課題や取り組み内容、改革の進捗がさまざまであることが

わかる。

特にアフリカは改革が緒についたばかりであり、さまざまな課題を抱えて

いる。OECD開発委員会（DAC）の「グッド・ガバナンスと能力開発ネッ

トワーク（GOVNET）」の公共部門改革作業部会では、東アフリカ５ヵ国を

対象として調査を行い、対象としたアフリカ諸国の公共サービス改革に関す

る主な課題及び今後の対策を、表３－４のようにまとめた41。

この調査に基づき、GOVNETのセクター改革作業部会は、公共部門改革

には、①貧困削減達成のための公共サービスの改革、②ドナー間協調の強化、

③途上国自身による経験の共有と新しいアプローチの適用などが重要である

と指摘した。

40 もちろん同一地域内でも、場合によっては全く異なる発展を遂げた国も存在する。例えばサ
ブサハラ・アフリカ諸国の中でもボツワナは周辺諸国に比べ国家能力を含むさまざまな能力
向上の度合いがかなり高い。

41 OECD/DAC（2002）。その他、援助国が途上国の公共部門改革を支援する際に検討すべき事
項としては、例えばSPA（Strategic Partnership with Africa）では、①途上国の指標データ
の改善、②政府のコントロールを超える要素への配慮、③援助資金の支出と配分を成果にリ
ンクさせ、援助資金の予測性を向上させる方策、④途上国の政策選定の自由度、⑤改革の計
画と実施への援助国、途上国政府、途上国の民間部門や市民の参画、等を挙げており、今後
わが国でもこれらの課題について検討が必要になろう。（SPA（1999））
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表３‐３　地域別の公共部門改革の概観

サブサハラ･
アフリカ

東南アジア

南アジア

中東欧

中南米

現　状

右の取り組みがいくつかの国で
実施されている。しかしそれら
は局所的に対処されるか、また
は開始が公表されたのみであ
る。

政府が機能しており、民間部門
との生産的な協調関係を構築し
ている。

政府が能力以上に過度な介入政
策を採用し、その結果、過剰な
規制と過度に肥大した政府が形
成されている。

政府の役割を見直しており、政
府の能力と説明責任は改善され
つつある。ただし改革を形成し、
主導していく能力が欠如してい
る。

民主主義への復帰や市民社会の
形成から生まれた期待と財政危
機の経験から、政府の役割が大
きく変化している。

・政府機構の全面的改革
・法の支配の強化
・立法府の行政府に対する監督能力強化
・行政部門の能力強化

・移行経済国における企業部門と金融部門での政
府の役割の再定義

・競争を支援するための強固な規制構造の発達
・政府部門では透明性と説明責任を強化
・有効な中央政府制度を構築
・汚職対策
・下層レベルの公務員能力強化

・有効な活動を阻害する行政上の官僚主義の改善
・政治による官僚人事への過度の介入
・顕著な質の低下を示す公務員の向上
・実業界やその他の団体との協力関係を築き国家

能力を補完
・政府の改善、行政の合理化

・サービス供給のための競争システムを設立し、
民間部門に今よりもさらに依存する方向

・自立的な専門家組織が成長
・EUの支援による実質的な規制改革と規制の単純

化

・グローバリゼーションから受ける競争圧力によ
って比較優位の欠如した活動の民営化や外部委
託が進展

・公共財供給における効率性の改善
・大規模な経済改革と構造改革、及び社会投資基

金の創設
・地方分権化及びサービス供給の改善体制の改善。

これが民主化と結び付き地方政治を劇的に変革。
・裁判システム、司法システムの改革

課題と取り組み

出所：World Bank（2000）Part II より筆者作成。

表３‐４　アフリカ諸国の公共部門改革に関する課題と今後の対策
課　題

政治的コミットメントの不足

改革推進派の脆弱な基盤

達成不可能で野心的な改革プログラム

動機・倫理の欠如

財政管理、地方分権化との弱い連携

柔軟性のないドナーの援助

対　策

政治目標との連動、政治的関心の確保

市民社会等による改革推進派の拡大

小規模改革プログラムの拡充

汚職対策

連携強化と能力開発

ドナーが柔軟性を持って対応

出所：OECD/DAC（2000）pp.7-11
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２‐４　まとめとわが国の援助における公共部門改革のインプリケーション

２‐４‐１　1990年代の公共部門改革の教訓のまとめ
�1990年代には先進国の行財政改革にニュー・パブリック・マネジメント

が広く導入されるとともに、途上国に対してもその影響を受けた公共部

門改革支援が行われるようになった。1980年代にも公務員改革等、個別

の改革はいくつか導入されたが、公共部門全体の改革に取り組もうとい

う意識は薄く、改革のプログラムは画一的であった。これらの反省から、

現在の公共部門改革では、改革プログラムがスムーズに導入されるため

には途上国政府の能力や制約を踏まえて改革プログラムの内容や進め方

を検討することが必要であるとの認識が強調されている42。

�また行政能力が低い場合にはすべての制度の包括的改革を試みるのでは

なく、最初は中心的機能を持つ機関あるいは部局を対象としたほうがよ

い場合が多い。このアプローチでは能力が低い場合、まずパイロットベ

ースで改革を進めることで、そこからの教訓から学び、より拡大してい

くという過程が想定できる。またそのパイロットが、周辺へのデモンス

トレーション機能を持つことも期待できる43。

�改革を進めやすくするためには、改革を組み合わせることで、受益者の

負担を軽減する、という方法もある。例えば、農業補助金を撤廃する場

合、関税も引き下げて農民が肥料や種子をより安価に入手することがで

きるようにする、ということが考えられる。

42 例えば「成果によるマネジメント」の考え方を公共サービス供給システムに導入し、権限を
委譲して成果を求める場合、その前提条件として契約の考え方が根付いていることが必要で
ある。このように制度に依存するアプローチは制度集約的なアプローチと呼ばれるが、制度
集約的なアプローチの場合、前提条件となる制度が不足していると改革は進まないことに留
意が必要である。（世界銀行（1997）pp.242-245）

43 ただし、パイロットベースによるアプローチは開始しやすい半面、次の段階への進展が難し
い場合もある。例えば、ガーナでは改革の進んだ保健セクターの会計システムを、改革の遅
れた他セクターに合わせた会計システムに戻して全体を接続する必要が出ている。また、パ
イロットから改革を始めた場合、次の段階の改革では要求される改革の深度は深くなるため、
国内の反対勢力による抵抗が激しくなり、結局改革の進捗が遅れることがある。



120

援助の潮流がわかる本

２‐４‐２　わが国援助に対する公共部門改革のインプリケーション

多くの途上国で、なんらかの形の公共部門改革が進められており、特に地

方分権化や、民営化（公社化）、公務員改革などの動きは、JICA協力の受入

機関の置かれた状況、カウンター・パート個人の勤務形態、雇用環境・条件

に大いにかかわってくるため、十分な現状把握とそれに基づく協力対象機関

の選定、対処方針の決定が必要である。

公共部門改革で目指している政府の機能及び能力の向上は、「ガバナンス」

及び「能力開発」のそれぞれの概念やアプローチにかかわっている。わが国

は、従来より、途上国の大きな変革の枠組みを提示するタイプの協力は行わ

ず、漸進変革型支援枠組みとして、むしろ、具体的なガバナンスの改善、能

力の構築に関する個別プロジェクトを支援してきた。今後、途上国のオーナ

ーシップや援助吸収能力の現状に基づき、これらの内発的改善あるいは拡充

につながる援助とは何か、を議論していく必要が出てこよう。つまり、個別

プロジェクト援助から、プログラム援助への転換が求められているといえよ

う。

（２）今後の検討・研究課題

（１）援助事業計画・実施上のインプリケーション
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３．援助の選択性（セレクティビティ）

�ここがポイント！
�セレクティビティとは、援助の有効な利用のためには、途上国の状態を

様々な基準に基づいて検討し、援助対象（援助国あるいはセクター）を絞

り込む必要があるという考え方であり、1990年代から議論されている。こ

の選択的な援助に関する議論の高まりの背景には、援助国の「援助疲れ」

と援助国内で実施されている「成果によるマネジメント」の考え方、さら

にアカウンタビリティの深化がある。

�セレクティビティとは、選ばれなかった国々を切り捨てるという考え方で

はなく国に応じた適切な援助を実施するというものである。ガバナンスが

良好でない国にはまずそれを育成するための制度構築、能力構築を目的と

した技術協力を中長期的視点から実施するという考え方や、援助の波及効

果を念頭において複数国を視野においた援助を行うといった考え方があ

る。ただし援助の選択的基準からもはずれてしまうような紛争状態にある

国等に対する援助手法としては、非政府アクターを通じた援助を中心とす

る方向と政府を通じた援助重視の方向の２つの方向が見られる。

�セレクティビティの基準は援助国によって異なるが、次のような特徴が見

られる。�選択条件として貧困度合いや「貧困の撲滅」への政策姿勢とグ

ッド・ガバナンスに代表される政治・行政分野の状況を取り上げる傾向に

ある、�対象分野は「貧困削減」と「環境」が多い、�援助様式は援助国

によって幅があり、財政支援など特定の援助様式を適用できるか否かがセ

レクティビティの基準となっている国もある。

�セレクティビティに基づく援助実施に際しては、�選択基準となる援助指

針の明確化、�選択されなかった国への対応、�援助様式の選択、などに

ついて検討が必要となる。
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３‐１　セレクティビティの概観

３‐１‐１　セレクティビティの基本概念と内容

1980年代のアフリカ諸国経済の多くがゼロ成長ないしマイナス成長を記録

しており、1980年代後半から90年代にかけて、援助の有効性に関する問いか

けが援助国の中で広まった。それに加え、東欧諸国や旧ソ連に対する援助が

拡大する中で、援助資金がアフリカ以外に流れるようになってきたこと、さ

らに援助資金そのものが世界的に縮小傾向にあったことを背景にして、アフ

リカの経済危機はもはや旱魃や一次産品価格の低迷によって生じる交易条件

の悪化といった外因説ではなく、援助を受け取る側の政治・社会的環境に大

きく起因しているという内因説が主張されるようになった。その一つの表れ

は、援助受容力のない国はいくら援助してもうまくいかないという援助吸収

能力を問題にする議論である。さらに途上国が開発へのコミットメントを十

分に備えていること、民主化、市民社会の必要性が内因説から指摘されるよ

うにもなってきた。そのような内因説を踏まえ、援助の有効性を高めるため

には、途上国の状態をさまざまな基準に基づいて検討し、援助対象を絞り込

む必要があるという議論が出始めた。これがセレクティビティである。世界

銀行が1998年に発表した“Assessing Aid: What Works, What Doesn’t, and

Why”では、援助の選択的実施にかかわる政策論（セレクティビティ）が明

確に打ち出され、同書はその後のセレクティビティの議論を引き起こすきっ

かけとなった（Box３－４参照）。

セレクティビティに関する議論の高まりは援助国内の改革とも関連してい

る。各援助国内で進む「成果によるマネジメント」や援助国の自国民に対す

るアカウンタビリティ確保の必要性の高まりを受けて、各援助国は援助の成

果を自国民に説明することが求められるようになり、援助の成果を上げるた

めに援助対象や方法を戦略的に選定することが必要になってきた。

（１）援助の有効性を巡る議論
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１）選択的な援助の高まり

一つのドナーが途上国すべてに対して強いコミットメントを持って援助を

実施することは困難であり、今までもそれぞれの援助国が何らかの形で援助

対象を選択してきた。ただし、セレクティビティの議論が起こる前には、必

ずしも各援助国が明確な方針を持って被援助国を選択してきたわけではな

く、多くの場合、さまざまな制約の下で事後的に被援助国が選択されてきた。

日本の場合、1992年に政府閣議決定した政府開発援助大綱（通称ODA大

綱）で、①環境と開発の両立、②援助の軍事的用途及び国際紛争助長への使

用の回避、③開発途上国の軍事支出、大量破壊兵器・ミサイルの開発・製造、

武器の輸出入などの動向への注意、④開発途上国の民主化の促進、市場志向

型経済導入の努力、基本的人権や自由の保障状況への注意の４つを援助の原

則として挙げている
　

44。これらの原則を踏まえ、例えばサブサハラ・アフリ

（２）セレクティビティに基づく援助とは何か？

Box３‐４　世界銀行の考える「有効な援助」

世界銀行が1998年に発刊した“Assessing Aid: What Works, What Does’t,
and Why”（邦訳『有効な援助』（2000年））では「セレクティビティ」を「フ
ァンジビリティ」とともに重要な考え方の一つとして取り上げ、資金援助が有
効に作用するためには良い政策環境が必要であるとした。本書では経済政策の
質（インフレーション、財政収支、貿易の開放度）と制度の質（法律の規制力
の強さ、官僚全体の質、腐敗・汚職の広まり具合）によって健全な政策運営を
定義し、クロスカントリー調査を通じて、健全な運営をしている国とそうでな
い国を分析した。その結果、健全な政策運営を行っている国ではGDPの１％の
援助は、その援助がなかった時に比べGDP成長率を持続的に0.5％押し上げる効
果があることがわかった。一方、政策運営がうまくいっていない国々では多く
の援助を受け入れている国も少ししか援助を受けていない国も同様に成長して
いないことが明らかになった。さらに健全な政策運営をしている国では
GDP1％の援助が貧困を１％削減する効果を持つが、そうでない国には当ては
まらなかったという。これらの結果から本書では資金援助は健全な経済運営を
している低所得国に的を絞って効果的に行うべきと主張している。

出所：世界銀行（2000）

44 川口外相は2002年11月１日の経済財政諮問会議で、「ODA大綱」を見直す考えを表明してい
るが、2003年３月現在ODA大綱の改訂はまだ終わっていないため、本稿では1992年のODA
大綱に基づいて議論を行う。
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カの数ヵ国を援助重点国に選定し、その後OECD/DACの新開発戦略に基づ

いて対象国を選定している。しかし、日本の援助対象国はODA大綱を踏ま

えながらも過去の日本の援助実績に基づいて選定された様相が強いといえよ

う45。

近年、西欧援助国及び世界銀行等で議論されている被援助国に対する選択

的な援助とは、結果的に被援助国が絞られていたというものとは異なり、援

助国が援助成果を高めるためにある選択基準によって援助対象を選択し、そ

れに基づいた形で援助を実施するものである。

例えばオランダは従来、60程度の途上国に対して援助を実施してきたが、

1990年代終わりに政策変更を行い、15から18程度の指標に基づいて援助対象

国を10ヵ国程度まで減少させる方針を打ち出した46。米国は2002年３月のモ

ンテレイ開発資金国際会議でMillennium Challenge Account（MCA）を設

け、援助額を50％増大することを発表し、MCAの対象国は一定の基準に基

づいて選定するとしている。そこにはテロリズムとの戦いに対する手段の一

つとしての援助を行うという明確な姿勢が見える。また、2002年６月のカナ

ナスキス・サミットで採択されたG８アフリカ行動計画では、「アフリカ開

発のための新パートナーシップ（New Partnership for African

Development: NEPAD）」の目的を支援するため、グッド・ガバナンス、経

済成長及び貧困削減に向けた政策を実施するアフリカ諸国に対してG８各国

が支援を強化するという「援助の選択的実施」が合意された。

２）選択的援助の基準からはずれた国やセクターの扱い

セレクティビティについては、選択された国に対して全面的に援助を行い、

選択されなかった国には全く援助を実施しない、という二者択一的な考え方

を持つ援助国は少なく、対象国の状況によって援助のやり方を変えるという

45 ただし筆者が1998年11月に英国の開発援助関連シンクタンクであるOverseas Development
Instituteでインタビューした際、Tony Killick氏から、日本は政策対話に基づき有償資金協力
をガーナ、ケニア、ジンバブエに選択的に実施し、有償資金の受け入れができない国に対し
て無償資金協力を実施してきたように見える、というコメントを受けたことがある。

46 なお2002年の新二国間援助政策では計22ヵ国が対象となっている。
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考え方が多い47。改革姿勢が弱く、開発パフォーマンスにも問題を有し、紛

争に直面しているなどの理由によって、選択的な援助の基準からはずれてし

まう国48に対して、人道援助や人間に必要な基本的ニーズ（Basic Human

Needs: BHN）等への支援を行うことについては援助国間でも合意されてい

る49。
　

ただしこれらの国に対してどのように援助するかについては、援助国

によって方針が異なり50、非政府アクターを通じた援助を中心にする方向と

政府を通じた援助重視の方向という２つの方向が見られる51。

また、ある国を地域の重点として援助し、そのパイロット効果によって他

の国が学習し、援助効果が広がること（neighbor’s effect）を期待する場合

もある。ただし、数ヵ国を分析した上で波及効果を考えて１つの国を選択し

た場合と、ほかの国が非適格国であるために結果的にある国が選定されてし

まった場合では援助の波及効果は大きく異なる。

３‐１‐２　セレクティビティの論点と課題

セレクティビティの考え方や基準については援助国によって違いがある。

表３－５は比較的明確に援助を選択的に実施するとしている英国、オランダ、

ドイツ、米国の状況を比較してまとめたものである。ここから援助国におけ

るセレクティビティの考え方には以下のような傾向がうかがえる。

�必ずしもすべての援助国が援助対象国を強く絞り込んでいるわけではな

い。対象国の絞り込みを強く進める国（オランダ）がある一方、穏やか

な絞り込みを行う国（ドイツ、英国）、新たに選択制を高めた資金供与

法を従来の援助と併存させる国（米国）がある。

�国の選択条件として、貧困度合いや貧困削減に対する政策姿勢、ガバナ

（１）ドナーごとのセレクティビティの比較

47 例えば世界銀行は、ガバナンスと経済成長の間に相関を見いだし、ガバナンスが良好である
国は援助吸収力があるものと想定して資金援助を実施し、ガバナンスが脆弱な国は、まずそ
れを育成するために制度構築、能力構築を目的とした技術協力を実施する、としている。

（世界銀行（2000）pp.89-119）
48 このような国をOECD/DACではPoor Performerと呼び、世界銀行はLow-Income Countries

under Stress: LICUS（問題に直面している低所得国）と呼んでいる。
49 国際協力事業団（2002）「困難なパートナーシップに関するワークショップについて（報告）」
50 2002年１月に実施した英国、オランダ、デンマーク、ドイツ、米国へのインタビューによる。
51 外務省国際機構課（2002年10月）「援助の選択的実施」の概要
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ンスの条件を挙げる国が多い。経済政策の側面の条件を挙げている国も

ある（オランダ、ドイツ、米国）。

�選択後の重点的対象分野については、「貧困削減」を挙げている国が多

く（英国、オランダ、ドイツ）、「環境」を対象としている国も複数ある

（オランダ、ドイツ）。英国とオランダは対象分野が比較的広範である一

方、ドイツは貧困削減以外は環境・資源保護、教育・職業訓練と対象分

表３‐５　各援助国の援助の選択的実施状況

援助国 対象国 国の選択条件 対象分野

貧困削減に資するも
の

・グッド・ガバナンス
・貧困削減
・女性と開発
・制度・組織の構築
・環境

・貧困削減
・環境・資源保護
・教育・職業訓練
（優先国は上記から

最大３セクター支
援可）

貧困削減政策を実施
しようとする国

・貧困の度合い
・グッド・ガバナンス
・人権尊重の度合い
・社会経済政策の質

・PRSPへの準拠
・持続可能性
・改革への意思
・政治、マクロ経済、

予算透明性
・法の遵守確保

貧困者の数
が多い低所
得国

新二国間援
助政策に基
づく22ヵ国

70ヵ国に絞
り込み

（2000）

英国

オランダ

ドイツ
（KfW）

援助手法

・直接財政支援重視
・セクター財政支援

重視
・プロジェクト援助
・技術援助

・マクロ志向プログ
ラム援助

・セクター・プログ
ラム援助重視

・プロジェクト援助

・プロジェクト援助
・セクター財政支援
・PRSCへの協調融資

未定未定未定（GTZ）

技術援助
（問題解決能力と課題
の複雑さ・困難さの２
つを軸に手法を選択）

未定

・ガバナンスと汚職
撲滅への取り組み

・教育、保健等の社
会資本投資

・経済的自由

未定

米国
（MCA）

議 会 に て 審 議 中
（2004年度は８億～10
億ドル程度になる見込
み）

政府の能力や市場の
効率性の改善

貧困や不平等を克服
しようとする国

中所得国
・技術援助

出所：英国についてはFoster and Jennifer（2001）、米国についてはRadelet（2002）pp.1-3、オ
ランダとドイツについては筆者による2002年１月の聞き取りに基づき作成。
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野を絞っている。またオランダとドイツは被援助国１ヵ国当たりの対象

分野の数を絞り込む方向にある。

�援助手法については、英国、オランダが直接財政支援あるいはセクター

財政支援を重視しているのに対して、ドイツはプロジェクト型支援を基

本としている（ただし、近年ドイツはセクター財政支援への関与を開始

しつつある）。英国の場合、対象国及び対象セクターを狭く限定するこ

とはしない一方、援助手法では財政支援を強く打ち出しており、財政支

援の可能性が実質上の対象国と対象セクターの選択基準になっているよ

うに見える。

近年、援助の成果が今まで以上に厳しく問われるようになってきている。

従って、ドナーにとって、どの国にいかなる援助を実施することが最も効果

的・効率的かというセレクティビティの議論は、ますます避けて通れないも

のとなるだろう。セレクティビティに基づく援助を実施する際に検討すべき

点としては、１）援助戦略の明確化、２）セレクティビティの基準と援助協

調、３）援助成果が上がりにくい国への対応、４）援助様式（モダリティ）

の選択、などがある。

１）援助戦略の明確化

援助供与先・援助手法をどのような基準で選択するかという議論を行うに

は、その裏づけとなる援助の政策目的・戦略が何かを明確にする必要がある。

近年のPRSPの進捗により「貧困の撲滅」を援助の包括的な目標と規定する

国が増えており、この目的をより効率的に実現するために、低所得国に重点

を当てる、対象国・セクターを絞るといった選択を行っている。

国・セクターを絞り込んだ場合には、対象からはずれた国・セクターに対

して即座に援助の供与を中止するわけにはいかないため、徐々に援助を減少

させていくための撤退戦略（exit strategy）が必要となる。

２）セレクティビティの基準と援助協調

何を基準に対象国や援助手法を決めるのかについては、貧困撲滅と環境を

（２）セレクティビティに基づく援助実施の課題
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援助対象とすることに関してはある程度の合意が得られているように思われ

るものの、明確なコンセンサスを得た基準は存在しない。各国の選択基準に

は援助国国内で要求されるアカウンタビリティの度合いや政治的な要素（援

助国にとって地政学的・戦略的に重要である、旧植民地であるなどの歴史的

なつながり等）も影響を与えるため、各援助国が完全に共通の基準を持つこ

とは難しい。また、世界銀行及び米国は途上国の現状を診断して援助対象と

するかどうかを判断するとしているが、このような方向にも批判がある。

しかし、援助国が全く異なった選定基準を持つことは途上国にとって望ま

しくない。そのため各国の選定基準は整合性をできるだけ確保し、被援助国

に対する援助政策を協調させるとともに各援助国が役割分担をすることが必

要である。

また、援助のみならず、武器、貿易、投資、テロリズム等に対する政策上

の協調をドナー間で進め、途上国と政策対話を行っていくことも重要である。

３）援助成果が上がりにくい国への対応

各援助国が援助の成果が上がりやすい国を援助対象国として選定すると、

国家の能力が低く、援助成果が上がりにくいと思われる国は、援助が必要に

もかかわらず援助対象からはずれてしまう危険性がある。このような国に対

しては成果が上がりにくいから援助しない、というのではなく、中長期的な

視野に立って、技術協力等によって問題解決能力を高めるような援助を実施

することで政策環境のよくない国を改善する、援助の波及効果を念頭におい

て複数国を視野に入れた協力を行う、というような考えをドナー間で共有し、

成果の上がりにくい国への対応を検討していくことが必要になる。

また、援助国が自国民へのアカウンタビリティ確保を重視する方向にある

状況では成果の上がりにくい国を積極的に支援することは二国間ドナーでは

難しくなる可能性もあり、世界銀行等の多国間援助機関がこのような国に対

して援助協調の枠組みを促進しながら支援を進めることが望まれる。

４）援助様式（モダリティ）選択とセレクティビティ

近年、途上国がオーナーシップを持って自国の開発計画を実施することを

支援するためには財政支援が有用だとして、財政支援に重点を置く援助国や
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援助機関が増えている。特に英国の場合、援助様式として財政支援を採用し

て、財政支援が可能な国とセクターに支援を集中するという形でセレクティ

ビティを進めている。ただし、条件が整えば可能な限り直接財政支援を行う

べきとする援助国（英国、オランダ、北欧諸国など）と、アカウンタビリテ

ィの確保が難しい直接財政支援に消極的でプロジェクトとプログラムは並存

させるべきとする援助国（ドイツ、日本など）に大きく意見が分かれている

のが現状である。

今後、各援助様式の持つ有用性を国やセクターごとに慎重に検討し、国や

セクターごとに効果的かつ各援助国が自国へのアカウンタビリティを確保で

きる方法を選択することが重要である。

３‐２　わが国の援助におけるセレクティビティのインプリケーション

今までのところ日本は、明確な選択基準を設けて援助対象先及び援助手法

を選択するということはしていない。しかし、国際的に援助の効率性や効果

の向上が求められていること、また国内の景気が低迷する中で海外援助に対

する見方が厳しくなっていることを考えると、これから日本でも援助を選択

的に行うべきという議論が高まる可能性は高い。そのため、前節「（２）セ

レクティビティに基づいた援助実施の課題」で挙げた点に関する検討が必要

である。具体的には、援助指針の策定（対象先を絞る場合は撤退戦略の検討

も含む）、対象セクターや援助手法の選択基準の検討、日本国民に対する援

助資金のアカウンタビリティ確保の方法の検討などが必要である。援助手法

については、途上国の状況に応じて、日本の持つ技術協力、無償資金協力、

有償資金協力等を活用した多様な手法を組み合わせることで、アカウンタビ

リティの確保と途上国のニーズに適合した援助形態とすることが重要であ

る。
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付録１．英国（DFID）のセレクティビティの考え方

英国の特徴として挙げられるのは、①援助を（特に良い政策を実施する）

低所得国に集中させることと、②プロジェクトからプログラム型の支援（特

に財政支援）重視へのシフトである。

DFIDは、貧困削減に対するインパクトを最大化するために、援助を貧困

者数が多い低所得国及び貧困削減の政策改革を実施しようとする国に集中さ

せる政策をとっている。また、政策環境の整っていない国には、援助を選択

的に適用し、貧困層への短期の援助（人道支援など）、社会的・政治的な改

革を促進するための援助（中立的メディア、NGOなどへの支援）、良い政策

を実施している地方政府や個別の省庁への支援を行うとしている。

中所得国については、自国内または民間部門からの資金調達が可能である

ため、大規模な資金援助よりもむしろ、貧困や不平等を克服するための政策

改革への支援（政府の能力や市場の効率性を改善するための技術援助など）

に重点を置くとしている。

＜マクロレベル＞� ＜セクターレベル＞�

合意された適切な�
政策・支出優先順位�

＜プロジェクトレベル＞�

政策アドボカシー技�
術援助/プロジェクト�

プロジェクトを�
通じた支援を検討�

プロジェクトを�
通じた支援を検討  

一般財政支援から�
期待される純便益�

政府キャパシティ・�
実行性�

一般財政支援�

追加でセクター別支援の必要性を検討�

セクターレベルでの合意され�
た適切な政策・支出優先順位�

セクター財政支援から期待�
される純便益�

セクター官庁のキャパシティ�
・実効性�

セクター財政支援�

なし� なし�

あり� あり�

あり�

あり�

あり�

あり�

あり�

なし� なし�

なし� なし�

出所：Foster and Jennifer（2001）

図３‐４　英国の援助手法の選択基準
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援助手法については、個別のプロジェクトからセクター全体の改革支援へ

重点をシフトしてきた。受入国政府が貧困削減に強くコミットし、良い政策

を実施している場合には、積極的に直接財政支援（一般財政支援及びセクタ

ー財政支援）を行う姿勢を打ち出している。援助手法を検討する際には、ま

ずマクロレベルでの一般財政支援が可能かを検討し、次にセクターレベルで

の支援を検討し、最後にプロジェクトレベルでの支援が可能かを検討すると

いう手順をとる（英国の援助手法の選択基準の図参照）。すべての国に直接

財政支援が適当であるわけではないことは認めながらも、直接財政支援実施

によって期待される便益がリスクを上回れば、リスクが高くても予防策（特

定の支出項目へのイヤーマーク（earmark：資金を特定の用途に用いるこ

と）、制度能力強化のための技術協力の供与など）を講じた上で、直接財政

支援を検討することは可能であるとしている。

付録２．オランダのセレクティビティの考え方

オランダの特徴として挙げられるのは、①支援を行う国及びセクターの絞

り込みと、②個別のプロジェクトからセクター・アプローチへの重点のシフ

トである。

支援対象国については、1999年の新二国間援助政策（New Bilateral Aid

Policy: Targeting the Poorest Countries）により、重点的に援助を実施する

パートナー国が選定された。パートナー国選択の基準の中で特に重視された

のは、貧困の度合い（世界銀行のIDA適格基準である１人当たりGNPが925

米ドル未満）、グッド・ガバナンス（政府のアカウンタビリティ、政策策

定・実施への参加、地方分権化など）、人権尊重の度合い、社会・経済政策

の質（貧困削減に対する包括的な開発戦略、マクロ経済政策）である。パー

トナー国は何度か見直され、2002年では長期・広範囲な援助を実施する国19

ヵ国と一時的な援助を実施する国３ヵ国となっている。

セクターについては、オランダは「グッド・ガバナンス」、「貧困削減」、

「女性と開発」、「制度・組織の構築」、「環境」の５つ（オランダ語の頭文字

をとってGAVIMと呼ばれる）を優先セクターに指定している。パートナー

国については、基本的に国ごとに２～３（最大４）の重点セクター（特に教
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育、保健、農業）を定めて援助を行うこととしている。また、パートナー国

以外では、「環境」、「人権・平和構築」、「民間部門開発」の３分野について、

支援が必要な対象国を選定して援助を行っている。

援助手法については、資金のイヤーマーク（使途限定）の強い順番に、�

プロジェクト援助、�セクター・プログラム援助（セクター・バスケット・

ファンド、セクター改革への協調融資、セクター財政支援）、�マクロ志向

プログラム援助（複数セクターにかかる改革への協調融資、ソーシャル・フ

ァンド、一般財政支援）に分類している（表３－６参照）。

援助手法の中心となるのは、セクター・プログラム援助であるが、受入国

の政策とガバナンスの信頼性が高いほど、よりマクロレベルでの援助を増や

すことができるとしている。さらに、マクロ志向プログラム援助を供与する

かどうか判断する基準として、４つの政策評価基準を設定している。その４

つとは、①多国間援助機関の見方と政策対話（世界銀行・IMFのマクロ経済

政策に関する見方、政策対話の実績）、②マクロ経済政策（経済安定政策、

構造改革政策）、③グッド・ガバナンスと制度能力（透明性と効率性、参加

と合法性）、④ 社会開発と政策（貧困削減、ジェンダー）であり、これらす

べてにおいて十分（satisfactory）と評価されなければマクロ志向プログラ

ム援助の対象にならない。

レベル 援助方法 イヤーマーク 目的

マクロ政策へのオ
ン・バジェット支援

社会セクター政策への
オン･バジェット支援

マクロレベルでの改
革支援

セクター財政へのオ
ン・バジェット支援

セクターレベルでの
改革支援

セクター政策／プログラムへ
のオフ・バジェット支援

特定の活動へのオフ・バ
ジェット支援

弱

弱

一般財政支援

ソーシャル･ファンド

複数セクターにわた
る改革への協調融資

セクター財政支援

セクター改革への
協調融資

バスケット･ファンド

プログラムの支援

マクロ

セクター

プロジェクト

良好な政策実績（posi t ive
track record）

良好な政策実績（特に対象セ
クターにおいて）

良好な政策実績（特に対象セ
クターにおいて）

良好な政策実績、適切なセク
ター政策

改革プログラムの承認

セクター政策／プログラムの
支援

目的／活動内容に関するコン
センサス

中央政府レベル：予算管理能
力の評価

中央政府レベル：予算管理能
力の評価

世界銀行の財務管理体制

セクターレベル：対象省庁の
財務管理能力の事前評価

世界銀行の財務管理体制

ドナー間で合意された財務管
理体制

プロジェクトレベルで合意さ
れた財務管理体制

政策基準 財務管理基準

表３‐６　オランダの援助手法の選択

出所：Foster and Jennifer（2001）



133

第３章　政治・行政分野における援助戦略・アプローチの動向とその特徴

付録３．ドイツのセレクティビティの考え方

ドイツの特徴として挙げられるのは、①協力対象国の絞り込みと、②プロ

ジェクト援助が中心であるが、条件が整えばプログラム援助も実施可能な点

である。

支援対象国については、2000年5月に開発援助の効率性及び効果を高める

ため、協力対象国を118ヵ国から70ヵ国に絞って援助を行うことを表明した。

対象国は、優先国（priority countries）37ヵ国とパートナー国（partner

countries）33ヵ国からなる。優先国については、最大３つの重要分野（貧

困削減、環境・資源保護、教育・職業訓練）での支援が可能で、パートナー

国についてはできるだけ重要分野から１つに対象を絞って援助を行うことと

している。

援助手法については、ドイツの場合はプロジェクトが中心となっている。

これは、アカウンタビリティの観点から援助資金の使途が明確に追跡できる

ことを重視し、ドイツの貢献が目に見える形であることを重視するためであ

る。しかし、一定の前提条件を満たせば、プログラム援助も実施できるとし

ている。

プログラム援助は、�セクター・ワイド・アプローチ、�世界銀行との協

調融資（構造調整融資、Poverty Reduction Support Credit: PRSC）、�直

接財政支援（一般財政支援及びセクター財政支援）の３つに分類される。こ

の中で、ドイツは、バスケット・ファンド方式をとるセクター・ワイド・ア

プローチと世界銀行のPRSCへの協調融資を行うが、直接財政支援はファン

ジビリティの観点から原則として行わないとしている。

セクター・ワイド・アプローチの前提条件となるのは、①被援助国とドイ

ツで合意した優先セクターであること、②被援助国とドイツで合意した

Priority Area Strategy Paperに定められた量的・質的な目標に沿っている

ことである。さらに、財政管理能力が適切である、プログラムの質・持続可

能性が十分である、受入国政府のパフォーマンスが適切である、ドイツ連邦

会計監査院及び（もしくは）外部の監査機関の監査を受け入れる、などが条

件となる。

PRSCへの協調融資は、よりファンジビリティのリスクが高いと考えられ
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ており、①国家の開発戦略、②マクロ経済の安定性、③予算の計画、実施、

管理における透明性、④政治過程への国民の参加、⑤法の信頼性、の５点に

ついても概ね良好であるという評価を得ることが必要である。

途上国の能力強化に関する技術援助については、受入国の問題解決能力と

課題の複雑さ・困難さに応じて技術協力の手法を選択する方法をとっている

（図３－５参照）。問題解決能力が低い場合は迅速な救援（assistance）活動

を、能力が中程度の場合は協力（cooperation）を通じて問題解決へ向けた

能力の育成を、能力が高い場合は絞られた特定課題に対する具体的なインプ

ットを行うサービス（service）を提供する。途上国の直面する課題の複雑

さ・困難さが高い場合は、受入機関及び受益者の参加を得て問題解決へ向け

たプロセス重視の協力を実施し、課題の複雑さ・困難さが低い場合は、迅速

で具体的なインプットを通じた成果重視の協力を実施するとしている。

図３‐５　ドイツの技術協力手法の選択基準

成果重視� プロセス重視�

高�

中�

低�

E�

C�

A

F�

D�

B

サービス提供�

協力�

救援活動�

低� 高�

課題の複雑さ・困難さ�

問
題
解
決
能
力�

Ａ：外国援助に依存、緊急的状況�
Ｂ：組織制度が脆弱、当面援助が必要�
Ｃ：課題は認識、問題解決に向けた協力が必要�
Ｄ：問題の原因を適切に整理し独自に対処することは困難�
Ｅ：基本的に問題解決能力あり、特定の課題には外部からのインプットが必要�
Ｆ：複雑かつ困難な課題で複数の関係者が関与、組織間ネットワークづくりや組織制度

管理手法への支援が必要�

出所：BMZ（2001）
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付録４．米国のセレクティビティの考え方

2002年のモンテレイ国連開発資金国際会議で米国はMillennium Challenge

Account（MCA）の創設を発表して援助額増大を明言するともに、対象国

はある基準によって選定するとした。

MCAは年間50億米ドルの新規資金供与を行う計画であり、その結果、米

国の非軍事用途への援助は毎年50％増額されることになる。この新しい援助

計画は、途上国の中で成長あるいは改革の著しい諸国（Best Performers）

への報償金のような形で追加的に資金を供与するものであり、現在USAID

が行っている援助を代替あるいは減少させるものではない。またMCAによ

る資金供与実施のために、新たな援助実施機関Millennium Challenge

Corporation (MCC)を設立するとしている。

MCAによる資金の供与先は、一連の成果達成検査（Performance Test）

に基づいて選択される。これらの基準は世界銀行等によって示された基準が

用いられることになっている。具体的には16の指標が検討されており、その

うち６つはガバナンスと汚職絶滅への取り組み、４つは教育、保健等の社会

資本投資に関するもの、その他６つは各途上国の自由貿易への取り組み等を

含むものである。米国政府はこれらの基準を通して明確に米国型のガバナン

スの適用を市場、自由貿易、規制緩和等に求めていくと思われる。この観点

から、MCAの対象となるためには、米国の商品とサービスを含む輸入に対

して途上国がいかに開放度を高めているかが主たる要素となるという報道も

ある。

MCAによる資金の供与は米国の外交政策の一部と位置付けられており、

当初は１人当たりのGDPが1,445米ドル以下の諸国が対象とされている。３

年目までに50億ドルすべてが供与されるようになれば、１人当たりGDPが

2,975米ドルまでの諸国が対象となり、約110ヵ国がその対象となり得る。

MCAに関しては、良好なパフォーマンスのみを強調し、苦境にある能力

の欠ける諸国を無視することに関する批判もある。
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考え方を途上国支援の考え方に導入し、有効な国家改革を導く枠組みを提供

している。戦略は、①国家の役割を実際に存在する能力に適合させるよう焦

点を絞ること、②公共部門を再活性化させることによって、国家能力を向上

させる方法を時間をかけて探究すること、が２つの戦略となっている。公共

部門改革を制度論の観点から非常に広範に取り扱っている。
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●World Bank（2000）Reforming Public Institutions and Strengthening

Governance: A World Bank Strategy. Public Sector Group/Poverty

Reduction and Economic Management（PREM）Network: Washington

D.C.

十分に機能しない公共部門と脆弱なガバナンスが多くの途上国の成長と開発

の主たる制約となっているという観点から、世界銀行がそれへの取り組みを

まとめた戦略書。従来の教訓をまとめるとともに、途上国に関する診断作業

が支援の拡散を防ぐと述べ、その情報に基づいて長期的な制度構築に取り組

むことの有用性を指摘している。さらにこれらの支援についてそのパフォー

マンス計測の重要性を述べている。
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１．概観

１‐１　「社会開発」とは何か？

開発援助関係者にとって「社会開発」はかなり日常的に使われている用語

であろう。しかし、その意味するところを改めて考えてみると、非常に多様

なとらえ方や考え方を含む言葉であることが分かる。例えば、「社会開発」

を、経済開発以外の保健や教育、もしくは社会的弱者への福祉政策などの

「社会セクター」と単純にとらえることもできるし、他方、「社会開発」はそ

のようなセクターではなく、参加型開発やエンパワメントなど開発のあり方

を示す用語として位置付けることも可能である。「社会セクター」の考え方

についても、経済開発プロセスにおける補完的な取り組み、もしくは手段と

して位置付ける考え方もあれば、教育や健康などそのものの実現に価値を置

く考え方もある。

このような「社会開発」の多面性の背景には、そもそも「経済開発」など

と比べて「社会開発」がより価値観を含んだ用語であること、また、時代背

景や主流となる開発政策が変遷する中でさまざまな新しいとらえ方や考え方

が現れ、それら多様な考え方が競い合ってきたことがある。

このように多様な見方のある「社会開発」ではあるが、1995年コペンハー

ゲンの国連社会開発サミットで国際的な「宣言」が採択されたことに象徴さ

れるように、ゆるやかながらも国際的な「社会開発」のコンセンサスが形成

されつつある。そして、その方向性としては、社会開発を単に経済開発を補

完するものとしてとらえるのではなく、それ自体の実現に価値を置く傾向が

見られ、また「開発の目的として達成されるべき人間の自助自立と社会正義

の実現」を目指し、より包括的な「社会開発」プロセスを目指す流れが主流

となってきていることがわかる。

第４章

社会開発における援助戦略・アプローチの動向とその特徴
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本章では、このような多様な「社会開発」の概念やアプローチについて、

これまでの取り組みの流れと最新動向の概観をレビューすることにより、そ

の全体像とこれからの方向性を可能な限り浮き彫りにすることを試みる。本

章は他章と同じく大きく二部構成をとる。「１．概観」においては、「社会開

発」のとらえ方の時代的変遷についてのレビューと最近の動向の概観を行う。

「２．参加・エンパワメントの概念とアプローチ」では、１．の全体的なレ

ビューを念頭に置きつつ、特に注目すべき概念とアプローチについてより詳

細な検討を行う。ここでは、紙幅の関係もあり、「参加・エンパワメント」

を巡る最近の動きと「持続的生計（Sustainable Livelihoods）」の２点を取

り上げることとした。

１‐２　社会開発における援助戦略・アプローチの変遷

1950年代から1960年代にかけて主流であった開発戦略においては、経済成

長が優先された。この背景には、当時の主流の開発経済理論では、近代工業

部門を軸とする経済成長の恩恵が社会全体に浸透・波及（trickle down）し

ていくと考えるトリクルダウン理論が主流となっていたことが挙げられる。

この当時、社会開発については、経済開発に必要な人的資源育成としての教

育や保健といった社会サービスの提供、もしくは経済成長の恩恵が及ばない

高齢者や障害者などの社会的弱者への福祉サービスの提供といった観点から

議論されることが多かった。

また、社会サービスのあり方についても、当時の「大きい政府」による国

家主導型開発政策の流れの中で、受益者は外部からサービスを与えられる受

け身のアクターとして位置付けられていた面が強かった。

当時、経済成長優先政策に対して批判的な立場をとり、社会制度や組織、

人的資源の質（教育、基礎保健等）、文化的側面等の重要性を強調する研究
　

1

も存在した。しかし、そのような取り組みは、当時の開発の潮流においては

主流にはならなかった。

1950～1960年代：特定層への福祉としての社会開発

1 例えばMyrdal, G.（1968）Asian Drama: An Inquiry into the Poverty of Nations 
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1970年代に入ると、トリクルダウン理論への疑義もあり、開発戦略はそれ

までの経済成長優先からより社会的側面を重視する方向性へと大きくシフト

する。そのような流れの中で、「第２次国連開発の10年」では、経済成長と

並んで「社会の質と構造の改善」が目標として掲げられた。そこでは、教育、

保健医療・栄養、安全な水、住居など、人間に必要な基本的ニーズ（Basic

Human Needs: BHN）の充足を重視するBHNアプローチが提唱された。こ

のBHNの考え方の背景の一つには、第二次世界大戦後の復興援助の中から

生まれた「生活水準」を巡る議論があった。ただ、このBHNの取り組み方

においては、当時「大きな政府」そして「福祉国家」的考え方が依然強かっ

たこともあり、援助資金をバックとした国家主導の性格が強かった2。

また、この時期、「成長からの再配分」戦略の一環として、農村貧困層を

直接対象とし、総合農村開発プロジェクト（ Integrated Rural

Development: IRD）が世界各地で実施された3。IRDは、農業技術、生産・

社会インフラの整備及び資材供与を、セクター横断的に進めることによる相

互作用によって総合的な地域開発を目指す手法であった。当時のBHNの流

れも反映して、典型的なIRDでは学校やヘルス・ポストの建設など社会セク

ターの要素を含むものも多かった。

1970年代は、現在の「参加型開発」の原型ともいえる「コミュニティ開発

アプローチ」が登場したことでも特筆される。東西冷戦構造の中で、内政干

渉ともなりかねない被援助国政府の行政体制・機構への本格的な介入はタブ

ーとなっていたが、一方で援助の実効性や裨益効果の観点から被援助国政府

の非効率な行政機構への批判的な評価もなされるようになった。このような

状況への一つの回答として、末端の受益者を直接対象とするコミュニティ開

発アプローチが1960年代後半から1970年代にかけて、西側先進国ドナーを中

1970年代：「人間の基本的ニーズ（BHN）」とコミュニティ開発アプローチ

2 理論としてのBHN概念には、「私的消費のために世帯が最低限必要とする一定量の衣食住と
設備」、「広義の地域社会により、その構成員のために提供され共同消費される基本的サービ
ス（安全な水、衛生、公共輸送、保健教育・文化施設等）」と並んで、既に「自らに影響する
意思決定への参加」も含まれていたが（フリードマン（1995）p.106）、第３の側面はこの時
代の開発政策としては具現化されなかった。

3 総合農村開発アプローチ導入の背景には、1960年代末以降実施された「緑の革命」が、目標
としていた農村の貧困解消に期待された効果をもたらさなかったという反省も含まれている。
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心に推進された4。このコミュニティ開発では、途上国政府の非効率な行政

機構を通さず、ボランティア派遣や自国及び援助対象国NGOとの直接の連

携を通じて5、草の根レベルの開発事業を実施する試みが多くなされた。こ

の経験の蓄積は後述する「参加型開発」アプローチの基礎概念の形成につな

がった。

１）構造調整とBHNの後退

国家主導型開発政策は1970 年代ごろまで比較的高い経済成長をもたらし、

またBHN施策も相まって社会サービスの拡大を可能とした。しかし、援助

を含む外国資金や一次産品の輸出収入に依存しつつ、国家主導の計画経済的

手法により大規模投資を進めるその手法は持続的な開発手法とはいえなかっ

た。1970年代後半から1980年代初頭、２度のオイルショックとその後の世界

経済の低迷などが契機となり、途上国経済の多くが収支危機に陥り、膨大な

債務と非効率で肥大化した政府を残し事実上破綻した。この後、国際的な開

発援助の焦点は、混乱した途上国のマクロ経済安定化と市場経済化を軸とし

た世界銀行・IMF主導の構造調整政策へと急速にシフトすると同時に、国家

の役割を巡る考え方はそれまでの「大きな政府」と「福祉国家」から「小さ

な政府」へと移行する。このような流れを背景に、1970年代に注目された

BHN戦略も、厳しい途上国財政などもあり、この時期大幅に後退した。

２）構造調整の社会的側面

国連児童基金（United National Children’s Fund: UNICEF）が1987年に

発表した『人間の顔をした調整』と題する報告書は、初期の構造調整政策が、

経済成長を優先するあまり社会的側面への配慮に欠いていること、特に公共

支出の削減が社会的弱者に及ぼす悪影響を指摘して、当時の経済成長優先の

1980年代：ソーシャル・セーフティ・ネットとしての社会開発と「持続可能な開発」

4 コミュニティ開発アプローチについては、冷戦下の政治的背景の下、社会主義革命を起こさ
ず農村社会の発展をもたらす手段として推進されていたという側面もある。

5 例えばカナダでは、1968年から開発NGOに対する公的資金の供与が行われている。（CIDA
（1987）p. 68）
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風潮に一石を投じた。この報告は、構造調整下での社会的弱者の保護や人的

資源開発に向けた社会サービスの重要性などを提唱した。

これを受け、世界銀行等は、構造調整の社会的側面（Social Dimensions

of Adjustment）への配慮をより重視するようになり、その後の社会影響評

価の導入やソーシャル・セーフティ・ネットを巡る議論への展開につながっ

ていった。しかし、この時期の開発政策の焦点はあくまで市場経済化策を軸

とする経済開発政策であり、これら世界銀行などの取り組みは対症療法的で、

その効果も限定的なものであった。

３）参加型開発戦略と人権

社会開発の観点から総じて“冬の時代”であったといえる1980年代である

が、現場レベルの援助実践においては、その後の社会開発の展開につながる

重要な取り組みが始まっていた。その一つが、この時期に提唱され、また農

村開発、人口・家族計画、保健、教育等の分野を中心に導入が進められた参

加型開発手法である。その背景には、前述のコミュニティ開発アプローチに

よる経験蓄積や、トップダウン方式の開発事業の失敗に対する反省、特に受

益者の参加が開発事業の効果と効率をより高めていく上で重要であるという

認識が広まったことがある。参加型開発手法においては、地域固有の状況や

伝統的知識、住民の組織化とキャパシティ・ビルディング等が重視され、事

業実施の体制や手法、事業レベルを中心に参加型開発の効果や効率に関する

議論が盛んに行われた。

参加型開発の取り組みと密接に連関しながら、その後の社会開発の主流の

考え方につながる動きとなったのが、1970年代後半から国連が主導した一連

の人権擁護の取り組みや、1985年のナイロビ世界女性会議を契機として広ま

った「開発と女性（Women in Development: WID）」の考え方である。

WIDにおいては、個々の開発事業レベルのみならず、より高次の政策決定

への女性の参画の必要性を強調し、参加の概念をより広義なものに発展させ

ることにつながった。（参加型開発の詳細については次節参照）

４）持続可能な開発（Sustainable Development）

1980年代にはまた、地球規模での環境悪化や世界の絶対的貧困者数の増加
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が関心を集めるようになった。1983年に国連総会は、「持続可能な開発を西

暦2000年までに達成するための戦略」を策定することを決議し、「環境と開

発に関する世界委員会」を設置した。同委員会が1987年に発表した報告書

（ブルントラント報告書）は、地球環境保全の重要性を訴え、「持続可能な開

発」概念を提起した。この概念には、単に資源・環境の保全のみならず、環

境と貧困の密接不可分な関係、環境管理と女性の役割、問題解決に向けた意

思決定への市民の参加などの重要性が指摘されており、その後の貧困問題へ

の関心の高まりや、開発の「持続可能性」に関する議論の基礎となる共通認

識が確立されることとなった。

１）社会開発の主流化：「開発の二面的戦略（Two-Part Strategy）」

上述したように、1980年代、一部の国際機関やドナー、さらにはNGOに

より、現代の「社会開発」につながる取り組みが始められたが、これらの取

り組みは当時の経済成長優先の国際的な開発の潮流の中では主流とはならな

かった。

しかし、1990年代に入るころから、このような状況は大きく変化を見せ始

め、社会開発は経済開発と並んで枢要な開発課題としてクローズアップされ

ることとなる。

そのような流れを象徴する動きとしては、1990年の世界銀行の『世界開発

報告』が「貧困」をメインテーマに取り上げたことが挙げられる。この報告

は、経済成長が必ずしも貧困解消に結び付かなかったとの反省に基づき、貧

困解消のための「開発の二面的戦略（Two-Part Strategy）」を提唱した。

そこでは、経済開発と社会セクター開発が「貧困解消の要素として等しく重

要」であり、また、両者が「相互に強化し合う作用を持つもの」であるとい

う認識6を明確に打ち出している。構造調整政策をリードしてきた世界銀行

が、『世界開発報告』でこのような視点を提示したことは、開発援助におい

て社会開発の主流化が大きく進んだことを示す動きであったといえよう7。

1990年代：開発の中心課題としての社会開発

6 World Bank（1990）p. 3
7 Ibid. pp. 74, 91-92 
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２）「人間開発（Human Development）」パラダイムの提唱

1990年代の社会開発を巡る議論に極めて大きな影響を与えた動きが、国連

開発計画（United Nations Development Programme: UNDP）などを中心

とした「人間開発」概念の提唱である。UNDPは、1990年に『人間開発報告』

を創刊し、従来の経済成長中心の開発に代わる新たな開発概念として、セン

（Sen, A.）の「潜在的能力（ケイパビリティ：Capability）」の概念8を基礎

とする「人間開発」を打ち出した。さらに、UNDPは、その『人間開発報告』

において、人間開発の概念のみならず、１人当たりGNPといったそれまで

の経済面に偏った開発指標へのアンチテーゼとして、社会指標などを加えた

人間開発指標（Human Development Index: HDI）も併せて提示した。

「人間開発」は「人間の選択を拡大する過程」と定義されており、その過

程を展開させるためには、その社会固有の社会的特性への留意と、人々の参

加を可能にする社会的環境の整備が必要であるとする。さらに、「人間開発」

には、人間の潜在的能力の発現、例えば健康状態や知識の向上などの側面と

同時に、生産活動、文化創造、政治的行動などのように、その能力を活用す

る対象を発展させるという側面があり、それら２つの側面のバランスを保つ

ことが重要であると指摘されている。このセンの理論に発する「人間開発」

の一つの大きな功績は、それまで経済成長実現の手段として、また経済開発

を補完するものとして位置付けられていた教育や健康の改善を、その実現自

体に価値があるものとして明確に位置付けたことである。また、開発を「人

間」の視点からより包括的にとらえようとするその考え方は、1990年代後半

の貧困削減の議論、さらには社会開発の主流化を一層加速化させる重要な契

機となったと考えられる。

３）社会開発サミットとコペンハーゲン宣言

上記で見たように1980年代後半から1990年代初頭にかけて急速に注目を改

めて集めつつあった社会開発であるが、その一つのメルクマールとして位置

付けられるのが1995年にデンマークのコペンハーゲンで開催された国連社会

開発サミットである。この社会開発サミットは、会合のテーマとして貧困撲

8 「ケイパビリティ」については第２章p. 34の脚注２及び用語・略語解説を参照。
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滅、完全雇用、社会的統合を掲げて社会開発と人類の福利厚生の重要性を強

調し、さらには具体的な社会開発指標を提示しつつ社会開発を国際開発援助

における最優先の課題と位置付ける国際的合意を形成した。このサミットに

おいて採択された「コペンハーゲン宣言」では、社会開発と社会正義、平和

と安全保障、さらにすべての人権と基本的自由が相互に関連するものである

ことを明らかにし、経済開発・社会開発・環境保全が相互依存的であり、相

互強化関係にあることを強調している9。さらに、冷戦体制崩壊後の援助に

おけるガバナンスの重視を背景として、政府や民間営利セクターのみならず、

行動主体としての市民社会の重要性が新たに提唱された。

これら1980年代末から1990年代にかけての一連の流れを背景に、「人間を

中心に置く」開発戦略が提示されたことで、それまで個別に議論されてきた

面があった社会開発の諸側面を統合し、より包括的にとらえようとする方向

性が模索されるようになった。

１‐３　近年の社会開発を巡る援助戦略・アプローチの焦点と課題

１‐３‐１　近年の社会開発を巡る援助戦略・アプローチの焦点

前述のコペンハーゲン宣言に象徴されるように、1990年代前半、社会開発

が経済開発と並ぶ中心的課題として急速に注目を浴びることとなった。英国

や北欧などの二国間ドナーや世界銀行なども、生産セクターからの政府の撤

退などもあり、急速に社会開発へと焦点をシフトさせていく。

1990年代後半に入ると、多面的な貧困問題などに対して効果的な開発を進

めていくために、経済開発、社会開発、さらにはガバナンスなどを一つの整

合性を持った政策枠組みに統合しようとする開発戦略の包括化が急速に進展

した。この流れの一つの端緒となったのが、各イシュー別の国連の開発戦略

と開発目標を一つにまとめる形で1995年に発表されたOECD/DACの

「Shaping the 21st Century（通称DAC新開発戦略）」である。

その後、1998年、ウォルフェンソン世界銀行総裁が包括的な開発フレーム

（１）開発戦略の包括化と貧困削減戦略の主流化

9 United Nations（1995）
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Box４‐１　社会開発サミット「コペンハーゲン宣言」における合意

1995年に開催された社会開発サミットは、貧困の根絶、雇用、社会統合を不
可分な社会開発課題ととらえ、その達成に向けた取り組みを通じて、社会開発
を一層推進していくことをうたっている。その国際的合意は、以下の10項目の
公約にまとめられ、それぞれについて国内・国際的レベルでとるべき措置が確
認されている。

①人間中心の社会開発達成に向けた経済・政治・社会・文化・法的環境の整
備

②国家行動及び国際協力を通じた貧困撲滅
③完全で生産的な雇用と安定的かつ持続可能な生計の獲得
④すべての人々の参加に基づく社会的統合の実現
⑤人間の尊厳の尊重と男女間の平等の達成
⑥質の高い教育、健康、プライマリー・ヘルス・ケアへのアクセスの確保
⑦アフリカ諸国、後発開発途上国における経済社会及び人材開発の加速
⑧構造調整計画の目標として貧困撲滅、完全雇用、社会統合を含めること
⑨社会開発に充当される資源の増加と効率的な活用の実現
⑩社会開発のための国際・地域間及び小地域間協力の枠組みの改善と強化

出所：United Nations（1995）

ワーク（Comprehensive Development Framework: CDF）を提唱、そし

て1999年の世界銀行・IMF合同理事会においては、CDFを具現化する枠組

みとして、また重債務貧困国（Heavily Indebted Poor Countries: HIPCs）

イニシアティブやIMFの貧困削減・成長ファシリティ（Poverty Reduction

and Growth Facility: PRGF）の受け入れ要件として貧困削減戦略ペーパー

（Poverty Reduction Strategy Paper: PRSP）が導入された。PRSPの社会

開発面の特徴としては、その政策策定、実施、評価モニタリングの各プロセ

スへの市民社会を含めた利害関係者の参加とエンパワメントの重要性が強調

されていること、また政策面においては、各国PRSPの多くが、実効性のあ

る貧困削減の観点から、公的社会サービスの強化と公平性の確保、セーフテ

ィ・ネット構築、社会的弱者の救援などを含む社会的保護（Soc i a l

Protection、Box４－２参照）を重視していることなどが挙げられる。

また、2000年に開催された国連ミレニアムサミットにおいて、1995年の
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Box４‐２　社会的保護（Social Protection）

不測の事態や、社会生活上必要とされる特定のニーズ（例：冠婚葬祭）に対
応するための支援や公的施策を指す社会的保護（Social Protection）の概念が、
開発援助における貧困削減の主流化を背景に重要な課題として注目を浴びるよ
うになってきた。
社会的保護には、家族・親戚や地域コミュニティ、宗教団体などによる非公

式な支援と、政府の公的施策として実施されるものがある。公的な社会的保護
の施策と一般的な開発施策は重複する面も多いが、その相違点は、社会的保護
政策が一般的な社会経済的機会や生活水準の「向上」ではなく、さまざまな原
因で一時的あるいは恒常的に生活困難な状態に置かれた人々を「保護」するこ
とにあるという点である。なお、公的社会サービスは、最も基本的な生活水準
を維持するものであり、社会的保護政策と密接な関係を持つものとして位置付
けられる。

政府による社会保護政策はおおよそ以下の３つに大別される。
①一定の基準により特定された対象グループに対し公的資金を用いて直接的

に行われる社会的支援（Social Assistance）
②年金や健康保険など不測の事態への対応を主たる目的とした加入者負担に

よる社会保障（Social Security）の制度的枠組みの整備
③労働市場や主要食物価格などへの政策的介入や資産保有に関する法整備
（例えば、農地改革、慣習的共有地の資源管理）

しかし、多くの途上国では、これら公的社会保護政策・制度は未整備であり、
社会保護政策の実施を担う特定省庁（例えば、社会福祉省など）が設置されて
いる場合でも、十分な予算が配分されていない場合が多い。そのため、途上国
の住民、特に貧困層は、家族やコミュニティによる社会的保護のメカニズムに
依存している。しかし、これらの伝統的あるいは非公式な社会的保護機能は、
急速な市場志向型経済の浸透と社会変化により弱体化しており、特に貧困削減
の観点から社会的保護の強化が急務となっている。

社会的保護政策支援の留意点としては、①保護を必要とする対象グループの
現状とニーズを十分に反映した政策立案を支援すること、②公式・非公式の既
存の社会保護メカニズムを活用すること、また、リスク管理の考え方から、③
不測の事態の招来を未然に防ぎ、あるいは悪影響を最小限に抑えるための方策
をより重視すること等が挙げられている。
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Box４‐３　世界銀行の社会開発戦略

世界銀行における社会開発への取り組みは1970年代から始まっていたが、ご
く最近まで社会開発は、開発事業、特に世界銀行の援助事業における悪影響の
緩和・防止措置（social safeguard）として位置付けられていたにすぎなかった。
しかし、社会開発サミット等を契機とした社会開発の重要性に関する国際的な
認識を背景として、1997年には「環境及び社会的に持続可能な開発」を担当す
る副総裁の下に社会開発部が設置されたほか、参加や社会アセスメント等を中
心とする社会開発戦略・手法の検討が開始された。現在、世界銀行は、2002～
2004年の約２年間のスケジュールで、貧困解消の観点から、エンパワメント、
統合（inclusion）、安全保障（security）などの概念を軸とする社会開発戦略を
策定中である。
世界銀行においては、社会的資産と能力の増大によって貧困層のエンパワメ

ントを促進すること、及び包括的な観点からの適切な制度・組織構築を通じ貧
困層により安定した生計機会を提供することを社会開発の目標と位置付けてい
る。現在策定中の社会開発戦略においては、社会開発を実践的かつ現実的に定
義付けること、また、以下の５項目についての具体的な取り組みが明確化され
ることが目指されている。

①参加と市民的責務（Participation and Civil Engagement）
②社会分析（Social Analysis）
③紛争予防と復興（Conflict Prevention and Reconciliation）
④コミュニティ主導の開発（Community Driven Development）
⑤社会的保護（Social Protection）

出所：World Bank（2002a）

また、援助の取り組みにおいても、各ドナーによる個別の対応ではなく、ド
ナー間での協調に基づく総合的な支援の必要性が強調されており、社会開発サ
ミットのフォローアップの一部として、国際機関を中心に、社会政策の原則に
関する国際的なイニシアティブ（Social Policy Principles Initiative）が形成さ
れつつある。
出所：Conway et al.（2000）
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DAC新開発戦略やこれまでの国連開発目標等を継承・発展する形で、世界

共通の開発目標として経済的貧困並びに保健、教育やジェンダーなどの社会

開発指標を軸としたミレニアム開発目標（Millennium Development Goals:

MDGs）が採択された。PRSPの世界的導入、MDGsの採択は、開発の最優

先課題として「貧困削減」、また、社会開発の観点からは、人間の権利とし

てのより良い健康や教育の追求、さらには開発プロセスにおける参加やエン

パワメントの重視などの諸点が、NGOや一部のドナーだけでなく、世界銀

行や国連機関を含め国際的に共有されたことを意味する。

コペンハーゲンにおける宣言で示されたコンセンサスを実践へと結び付け

ていこうとするいくつかの試みが進められてきている。その注目すべき取り

組みとしては、「権利を基盤としたアプローチ（Rights-Based Approach）」

や「持続的生計（Sustainable Livelihood: SL）」が挙げられよう。前者は、

人間の基本的権利、すなわち、女性・子ども・障害者などすべての人間一人

一人が、政治的権利だけでなく、安全や健康、適切な教育を享受する権利を

持つとの認識を出発点として開発事業を進めていこうとするもので、

UNICEF、UNDPなどの国連機関や英国国際開発庁（Department for

International Development: DFID）などにより援助事業形成の指針として

導入が進められてきている10。後者の「持続的生計」の詳細は「３．持続的

な生計の概念とアプローチ」の節で解説するが、要約すれば、農村や都市に

おける持続的な貧困削減プロセスの実現を目指し、人間の潜在的能力の強化

と発現、人間の権利や責務などの最新の社会開発の概念を中軸に据えた、一

層効果的な開発介入を行っていくための分析枠組み、計画ツールともいうべ

きものである。

（２）社会開発の新しい実践

10 最近、世界銀行も開発における権利について検討を始めている。
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１‐３‐２　課題
上述のように、社会開発サミットにおける宣言、また1990年代の社会開発

の潮流を踏まえたPRSPの導入やMDGsの採択などに示されるように、包括

的な社会開発の必要性についての大まかな国際的コンセンサスが形成されて

きた。しかし、一方で、社会開発サミットで提示された宣言の具現化へ向け

た取り組みには依然多くの課題がある。

第１に、コペンハーゲン宣言により、社会開発を巡るコンセンサスの大枠

ができあがり、また、その具体化へ向けた取り組みが進められてきていると

はいえ、社会開発サミットの宣言（第24項）にある「現在及び将来にわたっ

て指針となるような、人間を中心とする社会開発の枠組みの構築」は依然

「課題（Challenge）」として残されている11。

第２に、第１点と関連して、明確な社会開発の枠組みの不在や現代の社会

開発が参加やエンパワメントなどの価値に強く立脚した概念を含むことと相

まって、経済開発指標のような客観的で測定可能な指標の開発を困難なもの

としていることがある。UNDPが毎年発表している「人間開発指標

（Human Development Index: HDI）」は社会開発指標を模索する一つの試み

であるが、より良い指標の形成を目指してその算出方法について継続的な見

直しが進められているのが現状である。

第３点として、人権、参加やエンパワメントなどの社会開発の諸概念を、

いかに開発援助の実践で実行可能なものとしていくか（operationalization）

という課題がある。真摯に取り組もうとすればするほど多くの時間を要し、

また非常に柔軟な対応を要求される面が強い参加やエンパワメントなどの社

会開発のアプローチを、事業計画における時間的制約や予算執行などさまざ

まな組織的・制度的な制約のある援助機関が取り入れていくことは決して容

易 で は な い 。 多 く の 援 助 機 関 が 、 国 民 や 債 権 者 へ の 説 明 責 任

（Accountability）を損なわない形でその援助制度の柔軟性を一層向上させ

ていく試行錯誤を続けているのが現状である。

次節以下では、現代の社会開発の潮流で注目すべきいくつかの動きの中で、

「参加・エンパワメント」と「持続可能な生計（SL）」の２点に焦点を当て

11 United Nations（1995）
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て、その概念とアプローチについてより詳細に検討することとする。この２

点を取り上げたのは以下の理由からである。

「参加・エンパワメント」については、現在の社会開発の潮流の中で、最

も重要な概念であることには異論はない。それだけに、その概念や手法を巡

って、既に膨大な研究や事例報告が出されてきており、また多くの解説書も

存在する。にもかかわらず、敢えて次節で取り上げたのは、1990年代の世界

的な民主化や開発における政治・ガバナンスの主流化、さらにはPRSPに代

表される貧困削減を最上位目標とした包括的な開発戦略枠組みの登場を背景

に、その開発戦略における位置付けや実践のあり方に見過ごせない変化が看

取され、ここでそれら変化について整理しておくことが必要であるとの認識

からである。従って、本章では、既に豊富な解説書が存在する基本的な概念

などについては再確認する程度にとどめ、その概念・アプローチを巡る最近

の変化に焦点を当てて解説することとする。

既に触れたが、「持続的な生計（SL）」は、効果的な農村や都市開発の推

進などの観点から、開発の取り組みの包括化、さらには人権や参加・エンパ

ワメントといった現代の社会開発の概念を実践に統合しようとする代表的な

取り組みと考えられる。その適用についてはまだ試行錯誤の段階にあるが、

UNDP、DFIDなどが積極的に導入に取り組んでいるほか、世界銀行もPRSP

の具現化の観点からSLのコンセプトを取り入れ始めていることなど今後の

動きが注目される取り組みと考えられることから取り上げた。

なお、本章では、参加・エンパワメントや、持続的生計など、開発プロセ

スをより社会的（social）かつ人間的なものとする社会開発の概念アプロー

チに焦点を当てるが、このことは、保健セクターや教育セクターなどの「社

会開発」における旧来の公的社会サービスの側面を軽視するものでは決して

ない。その重要性は、20／20協定12における社会サービス部門への予算割り

当て拡大の追求、あるいはより効果的で効率的な社会サービスの実現を目指

し各国で進められている公的社会サービスの改革に示されている（「公的社

会サービス部門の改革」の概要や方向性については、Box４－４を参照）。今

12 途上国は国家予算の20％、先進諸国は政府開発援助の20％を人間開発のための優先されるべ
き基礎的社会セクター（基礎教育、基礎保健、飲料水、人口／家族計画等）に向けて支出す
るという申し合わせ。
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Box４‐４　公的社会サービス部門における改革の試み：現状と課題

1980年代以来主流となった市場経済主導の開発戦略の中で、政府の役割は根
本的に再考された。すなわち、それまでの「大きな国家」から、効率的で効果
の高い「小さな政府」への転換である。アフリカをはじめとする多くの途上国
が、ドナーの支援を受けつつ、このような考え方を背景とした公共部門改革に
取り組むこととなった。この公共部門改革においては、英米などの先進国にお
けるニュー・パブリック・マネジメント（New Public Management: NPM）に
代表される改革の取り組みを反映して、民営化や根本的な規制緩和を通じた生
産セクターからの政府の撤退や、公的部門における民間部門の手法を活用した
サービス提供メカニズムの効率化、地方分権化と中央政府の政策決定・調整機
能の強化、費用対効果の追求、説明責任や成果重視の政策評価といった取り組
みが図られた。このような公共部門改革の動きは、教育、保健や社会福祉制度
などの公的社会サービス部門へも及んできている。

「ゆりかごから墓場まで」の「福祉国家的」な考え方を背景とした旧来の途
上国の公的社会サービス体制は、厳しい政府財政、汚職・腐敗や中央集権的で
トップダウンによる硬直的な手法などのために、そのサービスの質や中身が多
様な住民のニーズからかけ離れたものとなってきているだけでなく、最も基礎
的なサービスさえ提供できなくなってきた。援助機関の資金的・技術的な支援
を受けながら多くの途上国が取り組んでいる公的社会サービス部門の改革は、
このような状況に対し公的社会サービスのあり方を根本的に見直そうとする動
きと考えることができよう。ただ、生産セクターにおける改革と社会セクター
改革の相違点は、公共財としての性格が強い社会サービスにおいて政府が引き
続き一定の役割を果たすことが期待されていることである。

現在の貧困削減戦略の主流化を背景とした公的社会サービス改革の主要な課
題としては、以下の４点が挙げられる。

①各国の多様な状況を踏まえた一層柔軟な改革プログラムの立案と実施
②サービスの質や、貧困層のサービスへのアクセス確保などの公平性
（equity）の観点を経済的効率性の向上と同時にいかに実現していくか

③公的機関の受益者に対する説明責任の向上、より具体的には政策形成を含
む改革プロセスへの受益者の参加とエンパワメントの推進

④限られた行財政キャパシティの中で、よりよい社会サービスを実現する観
点から、社会サービスにおける政府の役割の明確化と民間営利セクター、
NGOや住民組織などとの効果的な連携の実現

出所：世界銀行（1997）, World Bank（1990）及びWorld Bank（2002c）
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後、これら「公的社会サービス」のあり方や方向性を巡る取り組みの動向に

ついても、併せてフォローしていくことが不可欠である。
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２．参加・エンパワメントの概念とアプローチ

�ここがポイント！
�PRSPアプローチの流れの中で、参加・エンパワメントの開発戦略におけ

る主流化が進んだ。それに伴い、参加・エンパワメントの概念やアプロー

チは、これまで以上に幅広い包括的なものとなってきた。

�第１に、その適用が、コミュニティ開発などのミクロレベルにおける開発

手法としての参加・エンパワメントの深化と同時に、マクロ、メソレベル

の政策プロセス（策定、実施、評価）においても重要なアプローチとなっ

てきたことである。

�第２点としては、開発効果を高めるための受益者の参加という視点に加え、

国際的な人権を巡る取り組みの流れの中で、人権としての参加、すなわち

自らの生にかかわるすべての意思決定への参加という側面がより重要視さ

れるようになった。

�第３点としては、第２点と関連して、冷戦崩壊後の世界的な民主化とNGO

をはじめとする市民社会の活発化の流れの中で、市民的責務としての参加

という概念も強調されるようになりつつある。すなわち、これまで以上に

政治的側面に踏み込んだものとなってきたともいえよう。この点を国家側

からの視点で見ると、民主国家体制における、政府の国民に対する説明責

任（Accountability）の一層の強化ということを意味する。

�参加やエンパワメントを測定するための指標の開発が今後の課題となって

いる。



160

援助の潮流がわかる本

２‐１　参加・エンパワメントの概念・アプローチの概略

２‐１‐１　背景・経緯
開発における「参加型アプローチ」については、前節で概観したように、

以前よりさまざまな議論が行われていたが、1990年代以降、多くのドナーの

間で「参加」を単に開発援助事業の効果を高める手段としてのみではなく、

基本的な人権として、また人間の社会的能力向上（エンパワメント）13の過

程としてとらえ、開発の目的として位置付ける考え方が主流となっている14。

プロジェクトレベルでの受益者の参加については、受益者負担の考え方か

ら、プロジェクト実施段階で強制ないし一時的な利益誘導によって資源・労

働力を動員することを「参加」と見なす考え方も存在した。しかし1970年代

以降、それまでのトップダウンの開発事業の結果に対する反省から、プロジ

ェクトの発掘、企画立案、実施、モニタリングと評価の全段階における受益

者の自発的な参加が、プロジェクトの効果・効率及び継続性の向上の重要な

要因であるという認識が広まり、プロジェクトサイクルへの受益者参加を実

現するためのさまざまな技術や方法論が議論され、実践に活用された15。主

な議論の例としては、住民の組織化、住民組織の資源管理能力及び交渉力の

向上（エンパワメント）、組織強化のための規範作り、また、その組織化の

プロセスを助ける「エージェント」、例えば末端で直接に住民に働きかける

フィールド・ワーカーの役割などに関するものが挙げられよう16。また、こ

れらの議論に並行して、特に農村の貧困に関する参加型の調査研究の重要性

が提起され、簡易農村調査（Rapid Rural Appraisal: RRA）や参加型農村調

査（Participatory Rural Appraisal: PRA）など学際的・包括的な調査分析

（１）プロジェクト効果と持続性を確保するための受益者の参加

13 人間が自らの生に関する選択行動の自由を拡大させるために、社会・経済・政治的な地位や
影響力、組織的能力などを含む広義の「力（Power）」を獲得すること（詳しくは用語・略
語解説を参照）。

14 USAID（1999）p.1．ただし、実施のレベルでは「すべての人間の参加（Popular
Participation）」ではなく、「すべての関係者（stakeholders）」に限定した議論となっている。

15 FAO（1991）
16 FAO（1988）pp.2-7
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手法17が開発され、それらに基づく実証研究が進められた。

プロジェクトレベルでの参加及びエンパワメントの考え方については、既

に議論・実践経験が蓄積され、多様な方法論が確立しているといってよい。

多くのドナーにおいては、それらをさらに推進していくため、援助実施体制

や手続きの改善についても継続的な検討が行われている。近年の特徴的な動

向として、開発事業の自立的な運営とその持続性を高めるため、外部からの

資源・支援の投入を段階的に調整しつつ実施主体の力量強化を図る方策、い

わゆる「撤退戦略（Exit Strategy）」を立案段階から組み込むことの必要性

が重視されてきている18。

1980年代以降の参加を巡る議論においては、上記のミクロレベルでの「参

加」を超えた、政策的意思決定の過程への参加という側面が注目されてきた。

政策的意思決定への参加については、従来、政府及び関連機関の権限の地方

移管・分権化という側面を中心に議論されていた。しかし上述のプロジェク

ト・プログラムレベルでの参加の促進に関する議論の延長として、より高次

の意思決定への参加、すなわち、住民による直接的な企画立案や実施への参

加が現実的でない領域、例えば大規模な経済・社会基盤の整備や、国家全体

としての経済運営・開発調整についても、全体的な裨益効果を高め、住民生

活への負の影響を軽減する手段として、住民のニーズや意向の発掘、合意形

成が重視されるようになった。この認識はさらに、国際婦人年（1975年）、

国際児童年（1979年）、国際障害者年（1982年）などを契機とした人権意識

の高揚を背景に、手段としてではなく権利としての政策・意思決定への参加

という観点へと発展する。例えば、国連食糧農業機関（Food and

Agriculture Organization: FAO）の主導による「農地改革農村開発世界会

議」が採択した1979年の「農民憲章」においては、「自らの生に影響を及ぼ

す制度やシステムへの参加」が「基本的な人権」として位置付けられ、それ

は同時に「社会的弱者に配慮した政治権力の再構築と、公正な経済社会の発

（２）政策的意思決定への参加の重視

17 これらの参加型調査手法は、それ以前から行われていたアクション・リサーチや営農システ
ム研究の概念・手法を応用したもので、特に農村開発の分野を中心に発展してきた。

18 Alkire et al.（2001）pp. 16-33
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Box４‐５　貧困の概念と参加型農村調査

参加型開発に関する議論の一つとして、1980年代には、社会学・人類学的視
点を組み込んだ参加型農村開発アプローチが提起された。このアプローチにお
いては、前提として、農村の貧困を単なる経済指標のみで見るのではなく、

「身体的弱さ」、「孤立」、「政治・交渉力の欠如」、「不測の事態への脆弱さ」等
の要素の相関としてとらえるという視点が提示され、農村の貧困問題への学際
的取り組みと包括的アプローチの必要性が強調された。同時に、それまで一般
に行われていた農村開発に関連する調査手法（短時間で表層的な「農村開発ツ
アー」、逆に莫大な時間とコストを要するアンケート調査、あるいは研究者が
フィールドに長期間住み込む「完全没入型研究」など）が批判的に検証され、
簡易農村調査（RRA）などの新しい手法が提示されている。
出所：チェンバース（1995）

Box４‐６　世界銀行における参加・エンパワメント戦略とコミュニティ主導の
開発（Community-Driven Development: CDD）アプローチ

世界銀行においても、貧困削減を巡る議論の中で「参加」は重要な側面であ
ると認識されており、「当事者が、彼らに関係する開発行為や資源の管理に影
響力を行使し、意思決定を共有していく過程」と定義されている。近年の貧困
解消に向けた取り組みにおいては、特にPRSPや国別支援戦略（Country
Assistance Strategy: CAS）等、政策策定過程の意思決定における「参加」の
重要性が焦点となっており、その意思決定への参加を、情報提供（Information
sharing/dissemination）、協議（Consultation）、協働・協調（Collaboration）、
エンパワメント（Empowerment）の４段階に区分し、促進を図っている。

エンパワメントについては、特に貧困解消を重視する観点から、「貧困層が
資産と力量を増大させ、責任ある機構・制度（accountable institutions）に参
加し交渉すること、また、それらの機構や制度を自ら形成・管理することによ
って、自らの生にかかわる意思決定に影響を行使できるようにすること」と定
義されており、具体的には、情報へのアクセス、参加（社会的統合）、説明責
任、地域レベルの組織的能力という４側面の改善をもってエンパワメントを測
るという考え方を示している。世界銀行では、過去の経験から、貧困層のエン
パワメントによって、個別の開発事業の貧困削減効果は高まる、また、市民的
な自由（civil liberties）を認める社会環境においてエンパワメント戦略はより
有効に機能すると認識しており、今後は特に、基本的サービスの提供、地方行
政の改善、中央行政の改善、貧困層を排除しない市場経済の推進、法律・司法
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展を実現する必須の要素でもある」と定義されている19。1980年代の「開発

と女性」アプローチの普及は、この「権利としての参加」に関する認識を一

層高め、エンパワメントの過程としての参加という側面を強調した。

さらに、冷戦構造の崩壊と経済自由化の潮流を背景に、持続的な開発の基

盤として民主的な統治の存在が重要視されるに伴い、民主的な統治を形成・

維持するためには、市民の政治・社会参加の促進が必要であるという認識が

強まり、特に欧米先進諸国を中心に、社会的権利及び市民の責務としての

「社会参加」という概念が定着しつつある。参加の主体についても、特定の

対象者やNGOなどに限定せず、より広い意味での「市民社会」を想定した

議論が中心となってきている。

援助の取り組みにおいては、主として政策対話や行政改革・分権化支援等

19 FAO（1991）

制度の改革という5分野を重視して支援を行っていくという方向性を示してい
る。

コミュニティ主導の開発（CDD）アプローチは、世界銀行の参加・エンパワ
メント戦略を具体化したアプローチで、貧困解消に向けた包括的な社会開発の
取り組みの一つとして位置付けられている。具体的には、開発行為に関する意
思決定と資源管理を、信頼性があり公共的な機能を持つコミュニティ組織

（Community-Based Organization: CBO）に委ねるという考え方である。世界
銀行は、CBOの強化とCBOに対する資金援助、コミュニティの情報アクセスの
改善、CBOの育成に資する政策・制度的環境の整備促進という３側面でCDDを
支援する。実施（主に資金フロー）については、①CBOと地方自治体との連携、
②CBOと民間支援組織（NGO）・民間企業との連携、③CBOと中央政府ないし
国家資金との直接的連携という３パターンを想定している。

CDDは、市場や国家が運営する活動を草の根レベルで補完するアプローチで
あり、意思決定・事業運営への受益者の直接的な参加によって、末端の住民の
ニーズによりよく対応することができ、維持管理経費の受益者負担をも含めた
事業の持続可能性が強化されること、また、このプロセスを通じて貧困層のエ
ンパワメントが促進されることから、貧困削減に高い効果を上げるものとして
推進されている。
出所：World Bank（1996）, World Bank（2002b）及びAlkire et al.（2001）
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の領域において具体的な取り組みが行われており、世界銀行が提唱する

PRSPの策定プロセスにも顕著なように、中央政府機関のみならず、NGOや

市民代表など、多様なアクターの参加を促進する方策が積極的に採用されて

いる。また個別のプロジェクトの計画立案・実施に際しても、多くの途上国

での地方分権化の進展を背景に、特に住民参加型事業における地方自治体の

役割が重視され、地域社会と末端の行政との連携を促進する支援が強化され

るようになってきている。

２‐１‐２　論点整理

現在の参加・エンパワメントの概念とアプローチは、1970年代以来議論さ

れてきた「参加」の諸概念により形成されており、特に新しい概念を含むも

のではない。しかし、開発活動を通じて住民が自らの社会的能力を拡大させ

ることを通じて、民主的な市民社会が形成され、その市民社会が行政・政府

機構に対する影響を行使することにより、経済的機会及び社会の意思決定過

程へのアクセスがさらに改善されるという、一連の統合的なプロセスに「参

加」の諸概念を位置付け、全体像としてとらえる方向性を提示しているとい

う点で、これまでの参加・エンパワメントに関する議論を総括し、新たな意

味を与えたものと考えられる。

また、現在の参加・エンパワメントの概念には、参加の主体が果たす役割

が段階的に高度化する過程が含まれている。最も低い参加のレベルでは、受

益者が単に意見・ニーズの聴取対象として位置付けられるが、それはやがて

提供されるサービスを主体的に選択・利用する立場、次いでサービスの管

理・提供を担う役割へと発展する。さらに、サービス管理・提供のための集

合的なメカニズムを形成することにより、政策立案に対する要求や異議申し

立てを行う社会運動に発展し、そのネットワークを通じて意思決定・政策策

定のレベルへの参加が達成され、最終的には、民主的な統治と国家の責任を

評価・モニターする市民社会が醸成されていくことになる20。

このように「参加」を統合されたプロセスとしてとらえ、その過程におけ

（１）概要と特徴

20 Cornwall and Gaventa（2001）pp. 9-20
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る参加主体の能力の強化と役割の高度化の観点を重視するこの考え方におい

ては、政治・行政そのものにも踏み込んだ取り組みが必要とされるが、その

詳細については既に第３章で検討されているので、特にグッド・ガバナンス

と公共部門改革に関する考察を参照されたい。

参加・エンパワメントアプローチが、マクロのレベルで目的とする社会経

済・政治的参加の推進のためには、政策策定・実施のプロセスのみならず、

経済・社会資源の管理運営、法制度、さらには行政・政治体制そのものの改

善が必要とされるが、これらの分野での「援助」による介入には限界がある

ため、対象国の政治行政の現状に即して参加・エンパワメントを促進するた

めの効果的な方策を個別に検討していく必要がある。

実施レベルでの問題としてはまず、参加に関する議論の焦点が、これまで

主としてプロジェクトレベルでの参加を実現するための具体的な実施手法・

体制に集中してきたため、エンパワメントや高次の意思決定への参加という

視点が十分に組み込まれていないことが挙げられよう。このことは、事業実

施に参加型の手法を活用するためには多くの時間やコストが必要になるとい

う制約ともあいまって、政策・計画策定における「参加型」の手続きが本来

の意図を失い、形骸化する危険性につながるという指摘もなされている21。

なお、参加・エンパワメントの概念が極めて広範なプロセス全体を対象と

しているため、その効果の測定は困難なものとなっている。先行する指標と

して、UNDPが開発したジェンダー・エンパワメント測定（Gender

Empowerment Measurement: GEM）22などがあるが、今後さらに議論が必

要な側面であると考えられる。

（２）問題点と課題

21 USAID（1999）pp. 126-131
22 1996年の『人間開発報告』に新たに導入された、ジェンダーの側面に特化したエンパワメン

ト測定指標。具体的には、所得（経済参加）、専門職・管理職に占める女性の割合（経済的
意思決定への参加）、国会で占める議席の割合（政治的意思決定への参加）の総合尺度。



166

援助の潮流がわかる本

２‐２　わが国の援助における参加・エンパワメントの概念・
アプローチのインプリケーション

参加型アプローチは、開発事業の効果・効率を高めるものとして既に多く

のドナーにより採用されてきているが、近年、特に政策的意思決定への参加

とエンパワメントの観点が強調されている背景には、開発援助においてガバ

ナンスの側面が重視されていること、さらに貧困削減が援助の優先課題化さ

れ、貧困がさまざまな政治・経済・社会的な要因に基づくものであるという

認識がドナー間で共有されていることがある。すなわち、貧困層の多様なニ

ーズに対応するためには、例えば中央政府による画一的な施策ではなく、個

別具体的な状況に応じた計画立案が必要であり、そのためには当事者である

貧困層がそれぞれの状況に応じて意思決定と実施過程に参画することが最も

効果的であり、またその過程を通じて貧困層の社会的能力の向上を図ること

が、貧困削減施策の効果を持続させることにつながるという考え方である。

現在の参加・エンパワメントの概念とアプローチにおいて、特に意思決定へ

の参画が強調されている背景としてこの点は重視する必要があろう。

わが国では、参加型開発について既に調査研究が進んでおり、エンパワメ

ントに関しても「社会的能力の強化」という観点からの研究実績がある23。

これらの調査研究では、開発効果を高める手段としての参加のみならず、広

範な社会・政治参加の概念についても網羅され、わが国援助における取り組

みの方策についても具体的な提言がなされている。これらに基づき、参加・

エンパワメント・アプローチの政策策定・実施レベルにおける一層の反映が

望まれる。

２‐２‐１　政策策定におけるインプリケーション
国別援助政策等の策定に際して、当該国の政治・行政体制及び現状に沿っ

た参加の促進を念頭に、政策対話を進めていくことは極めて重要である。ま

23 国際開発センター（1992）『セクター別援助指針策定のための基礎調査（参加型開発）』、国
際協力事業団『参加型開発と良い統治分野別援助研究会報告書』、『貧困問題とその対策：地
域社会とその社会的能力育成の重要性』（ともに1995）、国際協力事業団（2001）『国際協力
と参加型評価』など。
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た、政策策定のプロセスに、政府関係者のみならずNGOや市民代表などの

参加を可能にする体制・制度を構築し、多様な参加主体による意思決定への

関与を推進する一層の努力も必要とされよう。

２‐２‐２　援助事業実施上のインプリケーション
事業実施レベルでは、これまでは、事業の実効性を強化する手段としての

参加の概念を中心に、「参加型開発」の具体的な手法に関する検討が行われ

てきているが、今後は開発事業への参加によるエンパワメントと、より高次

の政治的意思決定への参加という側面についての議論を促進することが重要

である。また、地方分権化支援における地域社会と行政との連携への配慮や、

事業立案段階から一貫した支援の「撤退戦略」を組み込み、実施主体の能力

強化を図ることも、今後一層重視していく必要があろう。

なお、わが国の援助においては、1990年代以降いわゆる参加型を標榜する

事業の経験が蓄積されており、NGOや地域の住民組織を通じた支援につい

ても既に実践の経験を有する。これらの具体的事例を取り上げて、エンパワ

メントや社会・政治的参加という観点から分析検討を加えることも、実施レ

ベルにおける参加・エンパワメント・アプローチの今後一層の適用にとって

有益な試みであろう。

２‐２‐３　今後の検討・研究課題
将来的な検討課題としては、極めて広義の概念となった「参加」や「エン

パワメント」に関する測定指標や分析手法に関する議論を深めていく必要が

あろう。また、それらを現行のプロジェクト管理運営ツールに応用していく

ための検討も併せて行っていくことが肝要であると思われる。
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３．持続的な生計の概念とアプローチ

�ここがポイント！
�「持続的な生計（SL）」は、環境保全の観点から提起された「持続可能性」

の概念と、農村開発への取り組みから生まれた「生計」の考え方を基礎と

しつつ、貧困層の「暮らし」に影響するさまざまな要素を全体像としてと

らえ、包括的な貧困対策の構築を目指すものである。

�概念の主な特徴としては、人間中心、人々の暮らし（生計）を分析の出発

点とすること、生計を包括的にとらえること、生計の持続性などの「原則」

と、貧困層の生計を総合的にとらえるための「分析の枠組み」が提示され

ている。

�SLの現場実践においては、英国国際開発省（DFID）が、効果的な貧困削

減へ向けた「開発の目的・関与の対象領域や優先課題の特定」のための分

析枠組みとして、また、国連開発計画（UNDP）はさらに踏み込んで、具

体的な開発事業におけるプログラム手法として活用されている。

�実践においては、概念の簡素化・具体化が行われているが、実施体制や計

画策定手法は一律でなく、対象国や地域、実施機関の状況に応じたさまざ

まなパターンで実施されている。

�SLについては、更なる概念整理の必要性が指摘されており、実践例が限ら

れていることもあって、具体的な手法、指標の確立や実施のモダリティに

ついても今後の検討課題は多い。

�貧困の多様な要因を総合的にとらえようとする試みであり、今後の展開や、

貧困削減への具体的効果については引き続き注視していく必要があろう。
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３‐１　SLの概念・アプローチの概略

３‐１‐１　背景と概要
「持続的な生計（Sustainable Livelihoods: SL）」は、従来の貧困対策が、

例えば所得という貧困の一側面のみに焦点を当てる極めて限定されたもので

あったとの認識に基づき、貧困層の脆弱性や社会的排除等の側面をも含めた、

より総合的・包括的な視点から貧困対策の構築を目指すものである。SLの

基本的な考え方は、1980年代後半に地球環境保全の観点から提起され発展し

た「持続可能な開発」の概念と、1980年代以降の参加型農村開発の議論から

発展した、サセックス大学開発研究所（Institute of Development Studies:

IDS）の研究チーム（チェンバースら）による「生計（Livelihoods）」論を

基礎として形成されたものである。ここでいう「生計」は、所得のみでなく、

生活の手段として必要とされる能力、資産、活動のすべてを含む人間の「暮

らし」全体を指している。また、その「持続可能性」とは、短・長期にわた

り、不測の事態（ショック）に対応、あるいはそれらから回復できること、

世帯や個人が既に有する能力や資産を維持・強化できること、次世代に対し

安定した生活機会を提供できること、さらに、地域、あるいは国際的なレベ

ルで他者の生計に貢献できることを意味している24。

SLは、UNDP、英国国際開発省（Department for International

Development: DFID）、及び英国オックスファム（OXFAM-GB）、ケア

（CARE）等のNGOにより採用されており、それぞれのとらえ方に若干の相

違が見られるが、ここでは代表的な例としてDFID並びにUNDPによるSLア

プローチを中心に概念とアプローチを整理することとする。

DFIDはSLアプローチを、貧困削減という目標に向けた「開発の目的、対

象領域及び優先課題に関する考え方（Way of Thinking）」25と定義しており、

この考え方を全省的に広く普及・活用するための取り組みを推進してい

（１）SLの原則的な考え方と分析の枠組み――DFIDによるSLを中心に

24 Chambers and Conway（1992）p. 6
25 DFID（1999）。以下、DFIDのSL概念説明の詳細については特に記載のない限り、すべてこ

の資料による
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る26。
　

DFIDでは、SLの概念に基づく分析を、これまで主としてプロジェク

ト・プログラムの形成、及びモニタリング時に活用してきているが、最近で

はSL概念を政策対話に適用することも検討している27。

１）SLアプローチの目的

SLアプローチの目的は、貧困層の生計をより持続的なものとすることで

あり、具体的に推進すべき領域として、①質の高い教育、情報、技術、訓練、

及び栄養・健康の改善、②貧困層に対して一貫して支援的な社会環境の整備、

③天然資源へのアクセスの確保とより良い資源管理、④基礎インフラへのア

クセスの改善、⑤資金源へのより確実なアクセス、⑥貧困層が採用する多様

な生計戦略を支援し、公正な市場へのアクセスを促進する政治・制度的環境

の整備という６分野を挙げている。

２）SLアプローチの原則（Core Concepts）

SLの概念とアプローチは、具体的な支援内容や実施手法を提示するもの

ではなく、地域状況、実施体制に応じた柔軟な適用が奨励されている。しか

し、その特徴をなす以下の原則については厳守すべきものとして強調されて

いる。

【SLアプローチの原則】
①People-Centred：人々の生計（暮らし）を分析の出発点とする。

SLの概念は、人間を開発の中心に位置付けることが最も重要である

という認識に基づいている。個人や世帯、地域コミュニティにおける資

源の有無や、政府の役割・政策そのものではなく、それらが人々の暮ら

しにどのような影響を与えるかという観点を重視する。

②Holistic：貧困者・層の生計（暮らし）を総体的に見る。

特定の地域、社会グループ、セクターに偏った､さまざまな行動主体

26 「持続可能な生計支援室（Sustainable Livelihoods Support Office）」及び「インターネット
上の学習討論会（Learning Platform）」の設置など。（Carney et al.（1999）p. 10）

27 世界銀行の提唱するPRSPの策定に関してSLアプローチを応用する可能性を議論する研究も
ある。（一例としてNorton, A. et al.（2001）“The Potential of Using Sustainable Livelihoods
Approaches in Poverty Reduction Strategy Papers”）
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がそれぞれの状況に応じて選択する生計の維持・向上のための戦略を、

相互に関係する要素としてとらえ、その相関が人々の暮らしに及ぼす影

響を網羅的に把握する。そのことによって、貧困の全体像が現実的に理

解できる。

③Dynamic：人々の暮らしや取り巻くさまざまな環境の変動に注目する。

分析対象の状況を静的なものとしてとらえるのではなく、外的なショッ

ク等によって不断にもたらされる変化・変動に着目する。より良い変化

を促進し、望ましくない変化を回避することによって生計の向上を図る。

④Building on Strengths：対象とする人々の弱点ではなく強みに注目

する。

人々のニーズや問題点ではなく、潜在的な可能性に着目し、その可能

性の発現を阻害している要因を取り除くことによって、より自立的な生

計の実現を促進する。

⑤Macro-Micro Links：生計（暮らし）改善には、マクロ（国、県等）

とミクロレベル（コミュニティ等）双方の分析とそれへの働きかけが

重要。

生計の維持・改善のためにコミュニティや個人が行う選択に対してマ

クロの政策が及ぼす具体的な影響を重視し、同時に、ミクロレベルでの

人々の経験や洞察を政策策定プロセスに反映させ、貧困層の現実にかな

った政策の実現を目指す。

⑥Sustainability：生計の持続性

生計の持続性とは、より具体的には、不測の事態に対応できること、

外的支援に依存しないこと、自然資源の生産性を長期的に維持すること、

さらには他者の生計及び生計の選択を犠牲にしないことなどを指す。言

い換えれば、ここでいう持続性とは、通常想起されるような自然環境面

から見た持続性に加えて、経済、社会、組織といった諸側面からの持続

性も考慮されるべきであるとする。

３）分析の枠組み

DFIDでは、人々、特に貧困層の生計をよりよく理解し、生計の持続性を

多面的に検討するためのツールとして、以下の５つの側面から構成される分
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析の枠組みを提示している。この枠組みに基づく分析によって、多様な要素

の相関としての生計の成り立ちが総合的に把握され、その上で、最も効果的

な関与領域が特定できるとされている。

【SLの分析の視点】
①脆弱性（Vulnerability）

人口変動や経済的な動向とその趨勢（Trends）、病気、農産物の不作

や災害等の不測の事態（Shocks）、価格や雇用機会などの季節性

（Seasonality）など、貧困層を取り巻く外的環境を指す。これらは、資

産の保有状況や生計の改善のための選択に直接影響を及ぼすが、個人が

コントロールすることはほぼ不可能な領域である。

②生計資産（Livelihood Assets）

貧困層が個人または地域単位で所有し、生計の改善のために活用でき

る有形無形の資産を意味する。「生計資産」は、表４－１に示す5種類の

資本とそれらの相互関係を含むものであり、後述の「脆弱性」や「生計

表４‐１　生計資産とその具体例

生計資産 定　　義 資産の具体例

人的資本
（Human Capital）

個人の資質や能力 健康状態、知識、技能など

自然資本
（Natural Capital）

生計の維持改善に役立つ既存
の天然資源

土地、水、共有林（地）、動植
物、生物多様性など

社会関係資本（注）

（Social Capital）
さまざまな変化を通じてもた
らされる社会関係

信頼、帰属意識、共通の規範、
相互扶助など

物的資本
（Physical Capital）

生産性を左右する基礎インフ
ラ

道、交通手段、市場、病院、
学校、生産資材など

金融資本
（Financial Capital）

具体的な資金ないし資金源 雇用、貯蓄、信用、投資など

注：DFIDによる社会関係資本の定義については曖昧すぎるとの指摘もあり（国際協力事業団
（2002）pp. 7-18）、また、「生計に変化を及ぼす構造とプロセス」と社会関係資本との明確
な区分が困難な面も見られる。

出所：DFID（1999）



173

第４章　社会開発における援助戦略・アプローチの動向とその特徴

に変化を及ぼす構造とプロセス」の影響を受けながら「生計戦略」に沿

って活用される。

③Transforming Structures and Processes：生計（暮らし方）に影響

を与える構造（制度・組織）とプロセス

人々の資産の保有や確保状況を左右し、暮らし方を決めていく理由と

なるような制度・組織と、それらの制度・組織が果たす機能を意味する。

例えば、政府行政組織は「構造」であり、その組織を通じて進められる

政策（施策）は「プロセス」として位置付けられる。プライマリー・ヘ

ルス・ケア（Primary Health Care: PHC）の例を使って考えてみると、

近代的な医療施設がない地域で、伝統的助産婦（Traditional Birth

Attendant）を訓練してヘルスボランティア制度という「構造」を作る

ことにより、PHCサービス提供という「プロセス」が充実し、結果と

して健康状態の改善という変化が住民の暮らしにもたらされること等が

挙げられよう。

④Livelihood Strategies：生計戦略、暮らしの立て方

貧困層が生計の維持・改善のために選択する活動の組み合わせを指

す。天然資源の活用を基盤とするもの（例えば、農業生産）と天然資源

に依存しないもの（例えば、都市への移住）という観点から分類される

場合もある。とるべき戦略の選択肢が多く、柔軟な選択が可能であるほ

ど、外的なショックやストレスへの適応能力が高まる。なお、貧困層の

生計戦略は頻繁に変化し、また例えば、世帯構成員が都市と農村とに分

かれて生計を立てるように、同世帯内でも同時に複数の生計戦略が採用

される場合が多い。

⑤Livelihood Outcomes：生計の成果

貧困層が自らの資産を、ある生計戦略に沿って活用した結果として達

成される望ましい状態、具体的には収入の増加、食糧の確保、天然資源

のより持続的な管理などを意味する。SLの概念において重要なのは、

それらを目的として位置付けるのではなく、生計が改善された結果とし

てとらえることである。
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UNDPはSLアプローチを組織的使命の一つとして重視しており、ほかの

国連諸機関によるSLアプローチの導入を促進するための取り組みを積極的

に行っている。また、具体的な国別SLプログラムをこれまでに数ヵ国で策

定・実施するほか、既存の貧困削減に向けた援助の一部としても活用してい

る。なおUNDPでは、SLの概念が極めて複雑なものであり、特定のプログ

ラムとして具体化するためには実践的な改善が必要との認識に基づき、上述

のDFIDのSL概念に比べ、より簡素化した分析の枠組みを採用している28。

１）SLプログラムの策定と実施

UNDPでは、SLプログラム策定の過程を以下の5項目の作業に整理し、具

体的なSLプログラムを策定・実施している。

①地域社会を対象とした、リスク、資産、エンタイトルメント29、伝統的

な知識基盤、選択可能な生計戦略に関する参加型アセスメントの実施。

②マクロ、ミクロ、セクター別の政策と行政機構・制度に関する分析。

③対象となる貧困層の生計改善に貢献し得る現代技術の特定と、その技術

の導入方法の決定。

④既存の生計戦略を支える、あるいは妨げる社会・経済的な投資メカニズ

ムの特定。

⑤上記の４作業が相互に関連しつつ同時に実施されることの確認。

２）分析・計画策定手法

UNDPでは、これまでの経験から、SLプログラムの実施にあたって採用

すべき分析・計画策定手法は一律なものではなく、対象とする国・地域や実

施機関の体制に応じて、さまざまな既存の分析・計画策定ツールを柔軟に活

用していくことを奨励している。特に上記のプログラム策定プロセスで実施

（２）SLアプローチの実践――UNDPの実践を中心に

28 Singh and Gilman（1999）。UNDPのSLプログラムでは、DFIDの分析の枠組みにおける「生
計に変化を及ぼす構造とプロセス」の要素を、政策・行政及び投資メカニズムに限って簡素
化している。なお、UNDPでは技術的な要素を特に重視した分析を行っている。

29 個人が権利を行使、支配、または消費を選択することのできる一連の財と機会。セン（Sen,
A.）が提唱し、｢ケイパビリティ｣とともに「人間開発」概念の基礎となっている。詳しくは
用語・略語解説参照。
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Box４‐７　SLプログラムの実践――マラウイの事例

独立以来、マラウイは農業を基幹産業とする開発政策をとってきており、人
口の３分の２が農業に従事し、GDPの40％を農業に依存していた。1998～2000
年の国別協力政策の策定にあたって、UNDPとマラウイ政府はSLアプローチを
導入し、その結果、農業生産に焦点を当てた従来の政策は、食料安全保障、天
然資源管理、及び小規模起業の促進という3課題に包括的に対応するSLプログ
ラムに変更された。このプログラムはムチンジ県（Mchinji District）を対象と
して実施され、数村落がこれに参加し、まず参加型アセスメントが行われ、次
いで、「コミュニティ行動計画（Community Action Plans: CAPs）」が住民に
よって策定された。

アセスメントの実施段階で、小規模農民の収入向上を目標に、換金作物であ
るタバコとメイズの生産強化施策が実施されている一方、補助金の撤廃による
農業投入財の価格高騰と公的な生産物買い付け機関の消滅により、利益が相殺
されていることが分かった。また、生産されていたタバコとメイズは耐乾性が
低く、降雨量の少ないこの地域の状況には適していなかった。「コミュニティ
行動計画」において住民たちは、耐乾性が高く、投入をさほど必要としないソ
ルガム（モロコシ）やミレット（キビ）の生産に政策的インセンティブを移し、
世帯レベルでの食糧供給を確保することを提案した。中央農業研究所ではメイ
ズがマラウイの主食である点を考慮し、耐乾性のあるメイズの品種開発に乗り
出した。また、農業政策の改革が貧困層に購買力の低下、ひいては食糧不足を
ももたらしていたことが明らかになった。

また天然資源の管理については、土壌改善や養分固定に役立つ種類の植物を
導入するアグロフォレストリーを中心として植林施策が行われていたが、参加
型アセスメントを通じて、地域の営農システムにおいて伝統的に利用されてき
た在来種の植物と、それらがどのように住民の生活に貢献しているかを詳細に把
握する必要が明らかになり、林業普及員や植林にかかわるNGOの課題となった。

さらに、この地域では、農地を持たない労働者が多い一方、農業が地域の唯
一の産業であることを背景に、非農業セクターでの小規模起業を支援する公
共・民間投資によって農業セクターを補完する政策が推進されていた。これに
ついても、参加型アセスメントの結果、現在の中小企業に対する税制優遇と貸
し付けによって起業できるのは十分な担保を有する層のみであることが指摘さ
れ、大工やレンガ作り、車や自転車の修理といった、既に地域に存在する小規
模な起業を対象とする無担保・低利の融資の必要性が確認された。しかし、レ
ンガ作りのような起業においては、燃料として薪が使われ環境への悪影響をも
たらすことから、この提案は差し止めとなっており、NGO、民間部門及び地方
自治体の協力による代替エネルギー開発が急務となっている。
出所：Wanmali, S. “Sustainable Livelihoods in Malawi: A Case Study”
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される参加型アセスメントに関しては、フィールド調査の手順と諸手法を網

羅的に検討するワークショップを開催し、成果をガイドブック30として取り

まとめている。

３）実施上の留意点

SLプログラムは通常、県（District）のレベルで、地方自治体や中央政府

の地方事務所、地域社会組織、当該地域で活動するNGOなどの参加によっ

て実施される。具体的な実施体制については、対象国の固有の状況に応じて

構築されるため、例えばNGOとの協力を中心にした体制と、地方分権化を

促進する形での実施体制には大きな相違がある31。

なお、UNDPは、具体的なSLプログラムの実施経験に基づき、SLの概

念・アプローチの実践的活用にあたっての留意点を以下のようにまとめてい

る32。これらはSLプログラムの効果的な実施のため、また、実践的なアプロ

ーチとして更なる改良を加えていくために必要な要素であるとされている。

①末端の関係者から対応を引き出すために、必要に応じてトップダウンの

働きかけを行うこと

②計画立案と実施にあたって、主要な政府実施機関のみならず多様な住民

組織の参加を促進すること

③意思表明としての参加にとどまらず、すべての関係者が各々の活動対象

領域と能力に応じて、具体的な役割・責任を担うこと

④途上国政府や援助機関関係者の参加型計画策定に関する知識・能力を強

化すること

⑤実施過程を詳細に文書化し、SLプログラム実践経験の共有を図ること

３‐１‐２　論点整理

SLの概念とアプローチは、これまでに試みられてきた農村開発や参加型

アプローチの諸概念を修正、統合し、生計論や社会関係資本論などの理論的

（１）概要と特徴

30 Renny and Singh（1995）
31 Wanmali and Singh（1999）
32 Wanmali（1998）pp. 7-9
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枠組みを用いて整理したものと理解できる。注目すべき特徴としては、貧困

層の生計に影響を及ぼす主要な要素を、ミクロからマクロのレベルに至るま

で網羅し、それらの相関関係を明らかにすることを分析の基礎としている点

が挙げられよう。これは、対症療法的な外部からの投入によってではなく、

問題の背後にある障壁を排除することによって問題解決を図るという、いわ

ば人間の潜在能力の発現に着目した考え方であり、「人間開発」を目標とす

る包括的な社会開発の理念に沿った取り組みであるといえよう。

また、SLの概念とアプローチは、国家主導の従来の貧困対策が、主とし

て収入・消費指標を用いたセクター別の施策を中心としており、貧困層の暮

らしの実態には注意が払われず、地域内部の不平等や権力構造がしばしば看

過されてきたこと、また一方で、「参加型農村開発」事業の多くが、住民レ

ベルのニーズや個別の問題解決に関心を集中するあまり、より大局的な政

治・経済のプロセスから乖離していたという認識に基づき、その両者のギャ

ップを埋めようとする試みである33という面でも新たな意味合いを持つと考

えられ、その具体的な成果が期待される。

SLの概念とアプローチは、開発の基本的な考え方として、また具体的な

プログラムとして採用されているが、具体的な活用事例はまだ限られたもの

といえる。しかし、SLアプローチの具体的な実践を巡る議論には、主とし

て以下のような問題点が提起されている。

まず、実施手続きの面から考えると、SLアプローチの実践には多くの時

間と情報が必要であり、従来のアプローチに比べコストが増大するという問

題がある34。また、極めて柔軟な計画立案を必要とするため、既存の計画策

定プロセスにはなじみにくいものとなっている。

実施体制の面では、援助国、援助対象国の双方において、セクター別の実

施体制にセクター横断的なアプローチを導入するための調整が極めて困難で

あるという問題が挙げられている。また、援助対象国のセクター別省庁ない

（２）問題点と課題

33 Singh and Gilman（1999）
34 UNDPでは、初期の経験を踏まえ、参加型のアセスメントと立案に最低１年は必要であると

している。（Wanmali and Singh（1999））
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Box４‐８　総合農村開発アプローチとSLアプローチ

過去の総合農村開発アプローチにおいても、農村貧困の多様性は認識されて
いたが、SLアプローチは、さまざまな要因に総合的に取り組むことを目的とせ
ず、分析の焦点は包括的な生計支援につながる最も効果的な「切り口となる対
象領域（Entry Point）」を特定することに置かれている。従って、SLアプロー
チに基づく事業実施にあたっては、生計への総合的な効果や他セクターでの取
り組みとの関連を明確化しつつも、具体的な関与については特定の問題領域に
限定すべきとされている。

分析の対象 地域、構造

総合農村開発アプローチ

個人・世帯の潜在的能力と、そ
の発現を阻害する要因。

SLアプローチ

貧困に関する認識
包括的、多面的。対処法には共
通のものがある。

多面的、複雑、地域的。
変化しやすく、リスクを含む。

問題分析
計画策定部門により短期間に実
施。明確な結論に至る分析。

相互に影響し合う参加型プロセ
ス。明確な結論付けを避ける。

セクター マルチセクター、単一の計画
マルチセクターの多数の計画か
ら限定した関与領域を特定。

実施レベル 地域特定、地方での実施
政策策定及び現地レベル（ただ
し相互連携を確実にする）。

共同実施者 中央政府、地方自治体
地方自治体、中央政府、NGO、
住民組織、民間部門。

事業運営管理（注） 専門の管理部門。通常の政府機
構とは別に設置。

相手機関の内部のプロジェクト
として管理。

セクター間調整 ドナーによる調整
関係者間で共通目標と、調整のメ
リットに関する共通認識を確立。

持続可能性 明確な位置付けはない。
多局面からの検討。
中心概念として重視。

注：DFIDでは通常、プロジェクト管理部門（Project Management Unit: PMU）を設置
して実施者を雇用し、プロジェクトを実施する。

出所：DFID（1999）, Ashley and Carney（1999）

DFIDによる総合農村開発とSLアプローチの比較
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し実務機関において、SLアプローチに必要とされる学際的な知識と包括的

な分析能力が十分に備わっているとは限らないために、プログラム運営のオ

ーナーシップが失われ、全面的なドナー・コントロールに陥る危険性も指摘

されている35。

具体的な実施手法の面では、分析と計画策定の手法に関するひな型が存在

しないという問題が挙げられている36。DFIDもUNDPも、地域や実施の状

況に応じて、既存の手法を柔軟に活用することを奨励しているが、どの手法

がどのような状況で有効性を発揮するのかといった検討のためには、更なる

実践の蓄積が必要である。

さらに、今後の課題として、SLの概念そのものに対する一層の検討と、

実践に向けた更なる具体化の必要性が指摘されており、また、複雑な概念で

ある「生計」の向上を測定する指標の開発についても、今後の重要な課題と

して議論が継続されている37。

３‐２　わが国の援助におけるSLの概念・アプローチのインプリケーション

SLの概念とアプローチは、貧困削減という開発の最優先課題の達成に向

けた取り組みの方向性を示すものとして提唱されている新たな考え方であ

る。SLの概念・アプローチにおいては、貧困の多様性・多面性について、

ミクロの要因からマクロの政策的インプリケーションまでを、相互に関連付

けつつ総合的に把握することが重視されており、「人間の潜在的能力」に着

目する人間開発の概念に立脚している点でも、現在の社会開発の方向性に沿

った貧困削減への取り組みとして注目すべき面は多いと考えられる。

SLアプローチについては、更なる概念整理、具体的な手法・指標の確立

や実施のモダリティ等、今後の検討課題が多く、その貧困対策としての有効

性に関しても評価・判断を下すのは時期尚早であると考えられる。しかし、

最近、わが国でも、農村開発の分野において、SLの分析枠組みの一部であ

35 Singh and Gilman（1999）及びAshley and Carney（1999）p. 2
36 Krantz（2001）pp. 22-27
37 Wanmali and Singh（1999）
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る生計資産の概念を用いた開発手法が検討されるなど38、概念の部分的な導

入が試みられている。SLアプローチに関しては、包括的な社会開発の観点

から、貧困の多様な要因を総合的にとらえようとする試みとして、その今後

の展開や、貧困削減への具体的効果について引き続き注視していく必要があ

ろう。

３‐２‐１　政策策定におけるインプリケーション
わが国は「政府開発援助に関する中期政策」において、貧困対策や社会開

発分野への支援を重点課題の一つに取り上げ、分野を横断する総合的な取り

組みについても重視していくことを明確にしている。SLの概念とアプロー

チは、貧困の多様な側面とその要因に関する総合的な考え方を提示しており、

援助関係者の貧困問題に関する理解と認識を促進する上で有益な参考事例を

提供するものと思われる。

３‐２‐２　援助事業実施上のインプリケーション
実施面では、地域ないし貧困状況を総合的に分析し、最も有効な関与領域

を特定する手法として、案件形成の初期段階でSLの分析の枠組みを活用す

ることが可能かと思われる。

３‐２‐３　今後の検討・研究課題
今後の検討課題としては、SLアプローチを用いた具体的な援助の実践事

例に基づき、その貧困削減への効果や、わが国援助の実施体制への組み込み

の可能性について継続的に検討することが挙げられよう。また、SLの指標

については、農村開発や貧困対策支援の分野においても応用できると考えら

れるため、特に着目する必要があると思われる。

38 国際協力事業団（2002）『アフリカ農村開発手法の作成（第三年次報告書）』
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重要文献一覧

●斎藤文彦編著（2002）『参加型開発――貧しい人々が主体となる開発に向

けて』日本評論社

本書は、1998年から2000年までの３年間、龍谷大学社会科学研究所により行

われた「発展途上国における住民参加の比較研究」の成果を基にまとめられ

た。参加型開発戦略、特に近年の主要な議論を中心に、貧困の概念、住民参

加とエンパワメント、NGOと市民社会、地方分権化などの側面について考

察を加えている。また、住民参加型農村開発のための計画立案手法を概観す

るとともに、主にアフリカ諸国での事例を紹介している。

●Chambers R.（1983）Rural Development: Putting the Last First.

Longman: London.（邦訳：チェンバース、ロバート（1995）『第三世界

の農村開発――貧困の解決―私たちにできること』明石書店）

参加型農村開発の概念が概説されており、「生計」や「貧困」のとらえ方な

ど、現在主流となっている社会開発の議論にも通じる視点が紹介されている。

これらは、現在の「持続可能な生計（SL）」論にも共通する、貧困の要因の

多様性に関する認識に基づいて提示されており、SL概念の理解の一助とも

なる。また参加型農村調査手法についても具体例に基づき説明されている。

●ECFA開発研究所編（1994）『発展途上国の社会開発ハンドブック（増補

版）』�海外コンサルティング企業協会

社会開発の諸側面についてコンパクトにまとめた日本語文献。貧困、WID、

環境などのテーマ編、社会分析、組織強化などの手法編、教育、保健・医療、

人口・家族計画、小規模産業などを扱うセクター編、及びプロジェクト編か

ら構成され、社会開発の諸側面を網羅的に取り上げて概説している。

●Sida（Swedish International Development Agency）（1997）Social

Development: Past Trends and Future Scenarios. Sida: Stockholm.

スウェーデン国際開発庁（Sida）がオランダの国際社会研究所（Institute of

Social Studies: ISS）と共同で行った研究の報告書。開発過程で生ずる国家
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及び地域間の不平等、開発のリスクや不確実性の要因、社会開発の諸側面と

いう３点から開発の諸問題を論じている。本報告は、経済発展のみでは2015

年までの貧困削減を達成するのは困難であるとし、最も楽観的なシナリオに

おいても、アフリカにおける貧困層の増加が予測されることを示し、ドナー

がとるべき援助の方向性を提示している。

●United Nations Development Programme（1990）Human Development

Report. Oxford University Press: New York.（邦訳：国連開発計画『人

間開発報告書1990』国際協力出版会）

「人間開発」概念を提起した初の報告書。人間を開発の中心に置くという新

たな開発パラダイムを導入し、人間開発を測定する指標を提示した。経済成

長が過去30年間にわたり、いかに人間開発に貢献してきたかという観点から、

14ヵ国の発展経緯をレビューし、1990年代の開発の方向性を示している。

●国連開発計画（UNDP）によるSLアプローチのホームページ

（www.undp.org/sl）

社会開発・貧困撲滅ユニット（Social Development and Poverty

Elimination Division: SEPED）による貧困対策、雇用と持続的な生計、市民

社会と参加、ジェンダー、HIV/AIDSへの取り組みを紹介。“Overview”の

ページでは、SLの概念とUNDPにおける取り組みが概説されており、

“Document”のページではUNDPが作成したSL関連資料の一覧が示され、

多くの資料がダウンロードできるようになっている。

●英国国際開発庁（DFID）と開発研究所（Institute of Development

Studies）の共同で運営されているホームページ（www.livelihoods.org）

主としてDFIDのSLアプローチに関連した研究成果を発表しており、

Sustainable Livelihoods Guidance Sheetsなど基本的な資料もこのホームペ

ージからダウンロードできる。
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